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第1章 序論 

1.1 風力発電の現況 

1.1.1 世界の風力エネルギー事情 

地球温暖化に代表される環境問題や化石燃料枯渇への懸念から再生可能エネルギーの導

入が世界中で進められている．中でも風力発電は再生可能エネルギーの中でもエネルギー

の変換効率が高く，発電コストが廉価であることから，主要電源の 1 つとして急速に普及し

てきている．Figure 1-1 に，世界全体の風力発電累計導入量の推移を示した．特に直近 10 年

の導入量の増加は目覚しく，2008 年と 2018 年を比較すればその導入量は 121 GW から 591 

GW と 5 倍以上となっている．  

 

各発電方式に掛かるコストについて，米国の調査会社 Bloomberg New Energy Finance data

が詳細に調査している． Figure 1-2 に均等化発電原価（LCOE）の比較を示した．LCOE と

は単位発電量における設置または運用に掛かるコストを表す評価指標であり，発電量あた

りの発電コストを表す．算出式を式 1-1 に示した． 

LCOE =
設置コスト＋運転操業費

総発電量
 式 1-1 

図中左端に位置しているのが陸上風力（Onshore wind）であり，左端から 3 番目が洋上風

力（Offshore wind）のコストである．陸上風力における欧州の LCOE は 50~76 €/MWh（6,000 

~ 9,000 円/MWh）となっており，驚くべきことにコージェネレーションシステム（CHP）や

 

Figure 1-1 : 世界全体の風力発電導入量の推移 [1] 
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コンバインドサイクル（CCGT）による火力電源よりも LCOE が小さい．一方で洋上風力に

関しては本格的な導入が始まってからの歴史が浅いこともあり，その LCOE は 99~175 €

/MWh (12,000 ~ 20,000 円/MWh)と陸上風力と比較すると倍程度となっているが，火力発電

と競合するレベルまでコストが下がってきており，欧州風力協会（WindEUROPE）の予測で

は 2020 年までに 64 €/MWh，2025 年までに 60 €/MWh 程度まで下がるとされている．いま

や風力発電は環境に配慮したクリーンなエネルギーとしての側面だけではなく，最も廉価

で経済性のある電源としてその地位を確立している． 

 

 Figure 1-3 に，Bloomberg NEF が提供する，これまでの世界の電源構成の推移と将来予測

を示した．2010 年以後の分布に着目すると，従来の石炭・天然ガス火力発電から脱炭素の

自然エネルギーへの大きな転換が始まっており，主として太陽光および風力の割合が急激

に増大していることがわかる．この傾向は 2050 年に向けて加速していき，2050 年までに太

陽光＋風力で世界の電力の半分を賄う「50-by-50 構想」が掲げられている．実際に，欧州で

の幾つかの国では風力発電よって既に 20%以上の電力需要が賄われている．Figure 1-4 には

EU 各国の電力需要に占める風力発電の割合を示した．最も普及が進んでいるのがデンマー

クであり，既に 40%以上の電力消費を風力で賄っている．うち 10%以上が洋上風力発電で

ある．次いでアイルランドとポルトガルが 30%弱である．EU 全体では 14%ほどを占めてお

り，風力発電はもはや補助電源とは言えない規模の電力を担っているとわかる． 

 

Figure 1-2 : 各エネルギーの発電コスト（LCOE） [2] 
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Figure 1-3 : 世界のエネルギーミックス構想(BloombergNEF 調べ [3]) 

 

 

Figure 1-4 : 全電源の発電量における風力発電の割合 [4] 

 

 

 



4 

 

  

1.1.2 わが国における風力エネルギーの普及 

日本国内における全発電量に対する電源別の割合を Figure 1-5 に示した．水力、太陽光、

風力、地熱、バイオマスの再生可能エネルギーが占める割合は全体の 18%程と大きな割合

を占めるようになってきているが，風力エネルギーに限れば僅か 0.7%にとどまっている．

これは先に示した欧州各国の風力エネルギーの割合と比較すると非常に小さい値であり，

主要電源とは言い難い． 

 

Figure 1-5 : 2018 年における日本の電源構成 (電力調査統計 [5]などより作成) 

 

風力エネルギーが発電量全体に占める割合は小さいものの，導入に向けての動きは非常

に活発である．わが国においては平成 26 年に閣議決定されたエネルギー基本計画における

再生可能エネルギー導入拡大方針に従い，風力発電を含めた自然エネルギーの導入が進め

られている．Figure 1-6 に日本における累計の風力発電設備の導入量の推移を示した．風力

発電設備の導入量はここ 20 年で約 10 倍の伸びを見せており，2018 年時点で 3.5 GW の風

力設備が導入された．これは日本風力発電協会が掲げる風力導入ロードマップ（Figure 1-7）

では 2030 年時の導入量に匹敵する導入量となっており，風力発電の導入が急速に進んでい

ることがわかる．また，ロードマップによると，2040 年前後で陸上に設置する風力発電の

容量が飽和し，新規の導入先は洋上に移っていくことが予想されている． 
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Figure 1-6 : 日本における風力発電設備の導入状況の推移 

 

 

Figure 1-7 : 日本における風力発電導入ロードマップ(JWPA) [6] 

 

 

現状，わが国における風力発電の導入は陸上風力に限定されていたが，島国であり，広大

な経済水域を持つ日本において洋上風力の導入ポテンシャルは大きい．洋上風力は風の乱

れが少なく，陸上風と比べて強い風が吹くことから，発電規模の大きい発電所の建設に適し

ている．Table 1-1 にわが国における陸上風力と洋上風力の導入ポテンシャルを示す．経済産

業省と環境省それぞれが，国内における開発不可地域を除いて算出したエネルギー量の算
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出を行っている．両者を比較すると洋上風力は陸上風力のおよそ 5 倍の導入ポテンシャル

がある．今後の導入拡大に期待が大きい洋上風力発電であるが，海底への基礎工事や浮体，

係留の設置に掛かる建設コストが陸上風力に比べ高くなってしまう欠点が指摘されている．

従って洋上風力発電事業を推進し，成長させていく為には導入コストを抑えるまたは発電

効率の高い風車の設計および運用方法が必要である． 

 

Table 1-1 : 風力エネルギーの導入ポテンシャル 

 陸上風力 洋上風力 

経済産業省による試算 29 GW 150 GW 

環境省による試算 28 GW 160 GW 

 

また，陸上風力では風車翼やタワーなどの部材を輸送できる陸路の確保が困難であり，輸

送可能な物資のサイズにも制約が大きいのに対し，洋上風力では部材の輸送に海路を利用

できる．大型風車の導入における制約が一部緩和されることになり，陸路の狭い我が国では

大きな利点である．今後の洋上風力発電の規模の拡大に大きな期待がかかっている． 

一方で，洋上風力発電普及に向けては課題も多く存在しており，まずは陸上風力と比較し

たときに洋上での建設コストが高額であることが挙げられる．経済産業省主導の調査によ

ると，国内で 15~50 基の着床式洋上風力発電所を建設した場合の資本費を調査しており，海

外と比較して建設費などが倍程度掛かってしまうことが指摘されている [7]．今後，洋上風

力発電が経済合理性のある電源として普及していくためには，建設費の削減や，風車発電効

率の増大による発電コスト低減の推進が不可欠である． 

1.1.3 風力発電所の大規模化 

風力発電事業の収益性を高めるためには，集約的に風車を導入し，一箇所のサイトの発電

規模を増大させることが肝要である．事業規模の小さい発電所を分散的に実施する場合と

比較して考えると，敷設する送電線の全長を短くでき，変圧器などの設備の共通利用化やメ

ンテナンスの効率化が図られるなど，多くのスケールメリットが存在し，発電単価を抑える

ことが可能である．以上の利点から，風車の大量導入が風力発電事業の基本スタイルとなっ

ており，世界的に風力発電所規模の増大傾向が続いている．これは建設コストが大きい洋上

の風力発電所の建設において特に重要である．Figure 1-8 に，世界における洋上風力発電所

の平均発電容量の年間推移を示した．2008-2018 年までの 10 年間で発電所規模が約 5 倍，

容量にして 500 MW 以上の発電所が建設されるようになっている．2019 年 8 月現在におい

て稼働している最大規模の風力発電所は，イギリス・アイルランド間の海峡に建設された

Walney Extension [8]であり，7,8 MW 級の風車を 87 台，総発電容量が 659 MW となってい

る．また，現在建設途中ではあるが，174 台の風車を導入する Hornsea One project では 1200 

MW の超大型発電所プロジェクトが進行中である．いまや風力発電は，火力発電所や原子

力発電所と同程度の発電容量まで大規模化が進んでいる． 
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Figure 1-8 : 洋上風力発電所の平均発電容量の推移 [9] 

 

このような風力発電所の発電容量増加の要因は，風車の大型化によるところが大きい．

Figure 1-9 に 2018 年に導入された風車の出力と導入数の分布を示した．赤のラインが風車

の平均出力である．このように洋上風力においては 6 MW 超級の風車が一般的になってき

ている．2019 年現在において商用運転されている風車で最大のものは MHI-Vestas Offshore 

Wind が提供する V164-8.8 であり，定格出力 8.8 MW，風車直径は 164 m にも及ぶ．このよ

うな巨大な風車を集約的に配置する場合，数 km×数 km といった広大な敷地が要求される

こととなる． 

 

Figure 1-9 : 2018 年に建設された洋上風力発電所における風車の単基出力と導入数 
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Figure 1-10 : 風車の大型化 [10] 

 

1.2 風力発電所における風車後流問題 

風車および発電所の大規模化が進む中で，送電線の設置コスト，各風車の保守・点検費用，

周囲への影響などを可能な限り軽減させるためには，より集約的に風車を配置することが

望ましい．しかし，風車を無計画に集約配置すると全体の発電効率を著しく下げかねない．

その大きな理由は，風車後方の後流域による周囲の風車への干渉である．本節では風力発電

所における後流問題の概要について解説を行う． 

1.2.1 風車後流干渉による影響 

風車を集約的に配置することで，1 サイトあたりの発電規模が大きくなり，スケールメリ

ットによって収益性の向上が見込まれることが大規模な風力発電のメリットであった．一

方で過度な集約配置は後流域の干渉度を強め，各風車の発電効率および運転寿命を低下さ

せてしまうことが知られている．風車は自然風が持つ運動エネルギーをロータが回転する

ための動力として利用しているため，その後流域は風速が大きく低下した領域が形成され

る．この低風速域が後続の風車の流入風として干渉してしまうと，後続風車は十分な風速を

受けることができず，発電量の低下を招いてしまう．アメリカの国立再生可能エネルギー研

究所の報告 [11]によると，年間の発電量にして 10%程度の発電量損失が見込まれており，

最も主要な発電量損失の要因として挙げられている．欧州風力エネルギー協会（EWEA）の

見解においても風車後流による発電量の損失は 6~15%と無視できない項目として挙げられ

ている．欧州の Horns Rev ウインドファームでの実測値では，風向に対して一列に並ぶよう

な条件において 40～50%もの発電量低下が報告されている [12]．これらのデータからも風

車配置を適切に決定することの重要性がわかる．加えて風車の運転により流れ場に風速変

動を与えることになり，後流域は強い乱流場を形成する．Figure 1-11 に Horns Rev で撮影さ

れた風車後流の様子を示す．風車後流域に乱れた流れ場が可視化されている様子が確認で
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きる．このような乱流場が後続の風車に流入することで，風車の荷重変動が増大し，風車寿

命を短くしてしまうリスクもある．Dahlberg ら [13]によって行われたスウェーデンの Alsvik

風力発電所における計測では，風車前後の離隔距離が風車直径の 9.5 倍離れた条件におい

て疲労荷重が 10%増加するとの報告がある．本研究においては主として後流干渉による発

電量損失の問題に着目するため，疲労増大の影響に関する考察は副次的なものに留めるこ

ととする． 

風向に対して横方向に十分な距離が離れている場合においては，後流干渉による発電量

損失はほぼ無視できるが，先に述べた発電所規模の増大の背景から，100 台以上の大量の風

車を導入するようなケースに関しては，ある風向についての後流干渉の影響を十分に低減

できたとしても，干渉による発電量低下が顕著となる風向条件が現れることは避けられな

い．風力発電所において風車後流と風車の干渉を最小化することは事業の採算性に直結す

る課題である．  

 

 

Figure 1-11 : Horns Rev 洋上ウインドファームにおける後流の様子 [14] 

 

1.2.2 風車設置間隔 

後流干渉による発電量低下および疲労荷重の増加を回避するため，風力発電所の設計に

あたって重要なパラメータとなるのが風車の設置間隔である．経験則に基づけば主流方向

に 8-12D，横方向に 1.5-3D の離隔距離を確保するべきとされており [15]，IEC の基準では

主流方向に 10D，横方向に 3D が望ましいとされている [16]．これは風車直径が 100 m を超

える近代風車で考えると，風車間距離が 1 km 以上になることを意味しており，これらの基

準に準拠して風力発電所の建設を行う場合，建設に必要な面積は広大なものになる．後流干

渉の問題を回避するために設置間隔を大きく取りすぎることは，大規模発電所本来のコン
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セプトである集約配置から逸脱してしまい，メンテナンスコストや送電線費用の増大に繋

がってしまうため，このようなトレードオフの中で設置間隔を決定することになる．実際に

は，設置面積に対する導入台数の制約や，基礎部を建設する上での地形上の問題，土地の利

用権などの社会的な制約もあり，風車直径の 10 倍に満たない間隔での導入が一般的である． 

 

Figure 1-12 : 風力発電所における風車設置間隔の目安 [17] 

 

 

風力発電所における設置間隔について，Enevoldsen [18]らは 2015 年時点で運用されてい

た 44 種類の風力発電所における平均離隔距離のデータを整理している．彼らは風力発電所

の地形条件について，陸上・洋上・森林部の 3 条件で分類している，各条件における風車間

の最小/最大離隔距離の中央値について Table 1-2 に示す．また，彼らが実施した風車サイズ

と離隔距離の関係について Figure 1-13 に示した．図中に 2019 年 7 月現在において最大容量

の発電所である Walney Extension についても合わせて表示した．Walney Extension における

風車の平均離隔距離については， [19]の手法を参考に，発電所の占有面積と風車台数から

次の式 1-2 に従って算出している． 

Spacing =
√farm area

√𝑛𝑡𝑢𝑟𝑏𝑖𝑛𝑒𝑠 − 1
 式 1-2 

各発電所のデータより，おおよその風車の離隔距離は 4~8D に集中していることがわか

る．これは 7 ,8 MW 級の大型風車を導入している Walney Extension においても当てはまり，

今後風車の大型化が進んでも離隔距離の基準は大きく変化しないと考えられる．このよう

に風力発電所に設置されている風車群は，強い後流干渉が起こりうる離隔距離での運用を

余儀なくされているのが現状である．このような背景の中，狭い離隔距離の中でいかにして

後流干渉の影響を減らしていくかの研究ニーズが高まり，風車後流に関する研究が世界中

で進められるようになった． 
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Table 1-2 風車離隔距離の最大値・最小値(データは [18]を参照) 

ケース名 
最小離隔距離の 

中央値 [/D] 

最大離隔距離の 

中央値 [/D] 

最小/最大の平均値 

[/D] 

Offshore farms 5.15 6.8 5.98 

Onshore farms 3.3 5.4 4.35 

Onshore - forested 3.6 5.2 4.40 

 

 

Figure 1-13 : 風車の大型化と風車離隔距離の関係(データは [18]より参照) 

 

1.2.3 後流域の平均風速分布 

先述の 4~8D（D : 風車直径）という離隔距離において後続風車が利用できる風速を考え

てみる．風車後流域の風速分布の解説のため，模式図を Figure 1-14 に示した．風車後流は，

風車によって与えられた速度欠損領域と風速の大きい主流域とのせん断流れとなっており，

Lissaman [20]によってロータの運動量による影響が顕著に表れる近傍後流（near-wake）と影

響が小さくなる遠方後流(far-wake)という後流域の分類がされている．近傍後流域の風速分

布は，風車から発生する推力Fx（スラスト力）によって生じる速度欠損（運動量欠損）の影

響が強く表れる．速度欠損領域は回転翼によって生じた半径方向の流れによって広がって

いき，風車直径の 2~3 倍程度の領域において速度欠損が最大となる [21] [22]．運動量理論

によると，このときの速度欠損量は風車のパワーが最大となる運転条件において流入風速

の 1/3 となる [23]．これ以降の後流域は速度欠損が消失していく運動量回復領域であり，遠

方後流と呼ばれている．遠方に向かうにつれて風速の大きい主流から後流域へと運動量束

が輸送され，風速回復が進行していく，乱流強度が 10%程度であれば，風車直径の 10 倍以

上遠方の後流域においては元々の流入風の 90%程度まで回復すると言われている [24] [25] 

[26]．これを考えると離隔距離が 4~8D の位置において生じる後流干渉においては，速度回

復（運動量回復）が十分に完了していないということがわかる．従って，この遠方後流域に
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おける速度分布を正確に予測することが実用上では重要であり，そのためには主流から後

流域へと輸送される運動量束の大きさを予測する必要がある． 

 

 
Figure 1-14 : 風車後流の概略図 
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1.3 風車後流の運動量回復 

 風車後流における速度欠損は，風速の大きい主流域から風速の小さい後流域へと運動量

束が輸送されることで回復していく．この風車後流の運動量回復過程においては，主流域と

後流域との間に存在する様々なスケールの渦・風速変動により，輸送される運動量束の大き

さが変化すると考えられている．後流域の風速変動に関する模式図を Figure 1-15に示した．

風車直径を D とおいてこれを基準とすると，大小幅広いスケールの風速変動が複雑に絡み

合うマルチスケールの流れ場となっている．風車後流の運動量回復を定量的に理解するた

めにはこれらの風速変動が運動量を後流域へと輸送するメカニズムを明らかにする必要が

ある．本節においては，風車後流域の運動量回復への寄与が考えられている後流域の風速変

動成分について，運動量回復への寄与をこれまでの研究事例と共に解説する． 

 

Figure 1-15 : 風車後流にまつわる様々なスケールの風速変動 

 

1.3.1 主流変動 

主流域における風速変動は大気境界層に代表される．主流変動のスケールは時間スケー

ルにして 100 秒周期の風速変動がピークとして現れ [27]、これは長さスケールにして 1 km

程度となる．風車直径 100 m を仮定すると風車スケールに対して 10 倍程度のスケールをも

つ変動であり，後述する風車翼周りの渦と比較すると非常に大きなスケールを含んでいる

と言える．このような大きなスケールの変動に関してはレーザードップラー計測（LiDAR）

によって実機風車の後流域の空間における風速分布を捉えることで理解を進めてきた．

Fuertes ら [28]は LiDAR 計測によって実機風車の主流域の乱流強度の大きさと風速分布の

推移との関係を調査した．乱流強度の大きい条件において速度欠損域の消失が早まること

が確認されており，主流と後流域との混合促進が確認されている．Smalikho ら [25]も同様

のレーザードップラー計測による風車後流域の風速分布の分析を行っている．彼らは大気

が安定している夜間と日光により地表が暖められ，大気中に対流が生じている日中との差

分に着目した分析を行っている．後流速度分布の比較においては，乱流強度の小さい夜間に

おいて速度欠損領域が長くなる（回復効果が弱まる）という結果が得られている．大気の安

定度と後流速度分布の関係については Iungo ら [29]の計測においても報告があり，Smalikho

らと同様，流入風の大気境界層が中立安定的な場合と不安定になっている場合とで後流速



14 

 

  

度回復率の比較を実施している．その結果，乱流強度自体には大きな差が無い条件下での比

較にもかかわらず，主流方向に対する風速回復傾向は大きな差が確認されている． 

1.3.2 翼周りの渦 

近傍後流域を大きく特徴付けているのが，風車ブレードの先端及び根本部から発生する

翼端渦および翼根渦である．これらは翼面の正圧側と負圧側との圧力差によって誘導され

る流れが翼端および翼根に生じたものである．スモークでの可視化や，トレーサ粒子を風洞

中に流しての高解像度 PIV に基づく後流現象の可視化研究 [30]などによって，後流中に存

在する渦の発生と崩壊の様子について理解が進んできた．Figure 1-16 に翼端渦の可視化の

様子について示した．翼端渦及び翼根渦のスケールは風車翼の翼弦長に代表されるような

スケール（~0.01D）の渦が後流域に発生する．翼端渦列間隔に応じた変動が主流と後流域と

の境界に現れ，これは 0.1D 程度のスケールの変動となる．翼端渦が崩壊することで後流域

と主流域との混合が活発になり，後流域の速度回復が促進されるといわれている [31] [32]．

この翼端渦崩壊は渦列に対して外部刺激が加わることで，より上流側で生じる傾向が確認

されている．渦崩壊が上流側で生じることは主流との運動量交換が早期に開始することを

意味するため，運動量回復が促進されていると考えることができる．例えば風車の周速比を

増大させると渦列間隔が狭まっていき，渦列間の相互干渉による崩壊が促進される [33]．

また，風車が受ける流入風の乱流強度が強くなっていくと渦の寿命が短くなり，渦崩壊位置

が上流側に大きく推移することが数値解析や風洞試験の結果から確認されている [34]． 

 

NREL の風洞試験 [35] TUDelft の風洞試験 [36] 

Figure 1-16 : スモークによる翼端渦の可視化 

 

1.3.3 後流域の蛇行運動 

後流域の速度欠損領域全体が上下または左右に揺さぶられながら移流していく運動のこ

とは後流域の蛇行運動と呼ばれている(Figure 1-17)．Ainslie [37]はこの後流域の蛇行運動に

ついて，速度欠損域が半径方向に動くことで後続風車が受ける速度欠損の大きさは減少す

ると考え，蛇行運動には平均風速の低減効果があると解釈している．Larsen らは後流域の蛇
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行運動が風車直径の 2 倍以上のスケールを持つ主流変動によって誘起されると考え，これ

より小規模スケールの渦によって主流域と後流域との混合が生じると考えた [38]．Espana

ら [39]は風車後流域の蛇行運動が生じるためには流入風に風車直径以上のスケールの渦や

変動が必要であることを実験的に確認している．Trujillo ら [40]は後流域の蛇行運動に着目

した LiDAR 計測を実機風車の後流域に対して実施しており，蛇行運動による半径方向の後

流中心の移動に合わせたオフセットをとった座標系と空間に固定した座標系の 2 つの視点

から後流域の乱流強度を評価することで，翼端渦崩壊などのスケールによって得られた乱

流強度と，蛇行運動による乱流強度を分離して捉えている．彼らは元々あった後流域に対し

て蛇行運動に起因する乱流強度が加わる（added）ことで蛇行運動による運動量回復効果を

表現した．．Foti らは LES（ラージエディシミュレーション）によって後流域の蛇行運動に

関する可視化を行っており，後流域の蛇行運動の存在が翼端渦列を刺激し，早期崩壊に繋が

ることを確認している [41]．Howard ら [30]は PIV を用いた風洞試験によって蛇行運動の統

計的性質について検討しており，蛇行運動が翼端渦の早期崩壊を生じさせ，後流域と主流域

との速度せん断層における混合を促進することで，後流域への運動量流入が発生すると報

告している．蛇行運動に関しては大きな乱流強度を持つ変動であることは多くの研究者に

共通した理解があるものの，運動量回復効果については風速分布形状に影響を与えず、パッ

シブスカラー的な速度欠損領域の輸送を担っているのか，それとも後流域と主流との速度

せん断流れの混合に寄与し，直接的な運動量交換の役割を担っているのか，幾つかの解釈が

考えられる． 

 
Figure 1-17 : 後流域の蛇行 [42] 

 

1.4 関連研究 

1.4.1 後流の運動量回復の評価手法 

後流域に様々な変動成分が存在している中で運動量回復を議論する場合，変動成分によ

る運動量輸送を考慮した評価手法が必要となる．流体力学の基本的な評価手法として，流れ

場を通過する運動量束や質量流束を定量的に評価するためには，ある検査領域を設定し，境

界を通過する量を積算する考え方が古くから用いられてきた．乱れの小さい流れ場であれ
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ば，平均風速の流入出収支を計算することで定量化に大きな問題は生じないが，高レイノル

ズ数の乱流になるにつれ，時間平均の運動量流入だけでは表現が難しく，レイノルズ応力に

よる寄与が大きくなってくることがわかってきた．Calaf ら [43]は発達した風力発電所内の

大気境界層を LES（ラージエディシミュレーション）で再現し，鉛直方向の乱流エネルギー

流束の大きさをレイノルズ応力と時間平均の主流方向速度の積で表現し，風車回転面の最

上点と最下点において差分をとることで風車面における乱流エネルギーの流入出を評価し

ている．Cal らも同様の検討を風洞実験において評価を行い，乱流成分による運動量輸送を

レイノルズ応力によって定量化している [44]．  

Meyer ら [45]は風車回転面を含む後流域に対して伸縮自在の仮想的な流管を設定し，こ

の壁面に作用するレイノルズ応力を含む運動量束を計算することで，流管の変形により風

車を通過した運動量束の輸送先を追跡する手法を開発している．彼らは複数台の風車が導

入された大規模風力発電所における風車まわりに対し，この手法を用いた解析を行った．風

車を通過した運動量束は横方向の風車間隔が大きい場合には主として横方向に輸送されて

いき，横方向の風車間隔が小さい場合には鉛直上方向に輸送されていくことを確認してい

る．また，主流方向の運動量束の収支を計算する上での風車回転軸に対する円周方向の速度

成分の寄与は小さいことが主張されている． 

このように着目したい現象に応じた検査面を後流域に配置し，通過する運動量束の収支

を計算することで後流域という場における運動量束の流入出を計算することが可能である

と考えられる．  

 

1.4.2 風速変動の代表値による運動量回復の整理 

1.3 節において，風車後流域の運動量回復においては様々なスケールの変動が関わってい

ることを解説した．先行研究においては，乱れの主たるパラメータである乱流強度に着目し，

後流域の運動量回復・速度回復の評価が広く行われてきた．Jensen は [46]主流方向の運動量

保存則に基づいて線形的に拡大する後流モデルを用いて後流域の速度分布推移を表現した．

Jensen モデルにおいては，風車推力に応じた一様の速度欠損𝛥𝑢を考え，この欠損域が後流

拡大率と呼ばれる一定の傾き𝑘𝑡で拡大することで風速回復に至るものとなっている 

 
𝛥𝑢

𝑈∞
=
1 + √1 − 𝐶𝑇
(1 + 2𝑘𝑡𝑥/𝐷)2

 式 1-3 

線形的に拡大する後流域という考え方をベースとしたモデルは近年でも広く用いられて

おり，運動量回復の大きさに対応する後流拡大率の決定においては風速変動の代表値であ

る乱流強度を用いて各サイト・運転条件における風速の運動量回復量を表現できるように

改良が進んでいる．Niayifar ら [47]は主流方向の乱流強度を用いた簡単な一次関数で後流拡

大率の予測を提案しており，実用的なモデルとして様々な研究者・事業者に利用されている． 

 

このように風速変動のパラメータとして乱流強度を用いた運動量回復過程の整理が行わ

れている一方で，風速変動の長さスケールに着目して後流域に輸送される運動量束を定量

評価した例は極めて少ない．本研究においては，風車後流構造の中でも工学上意義の大きい
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主流から後流域への運動量輸送について，風速変動が持つ長さスケールに着目した分析を

行った． 

1.5 研究目的 

本研究では，風車後流域の運動量回復過程の解明を目的とし，特に，主流からの運動量流

入が生じる場合の流体現象（風速変動の長さスケール）に着目した関係性を明らかにする．

そのためには後流域における運動量束の流入出について定量的に把握する必要がある．評

価手法の開発とともに，主流からの運動量束の流入出量と風速変動の長さスケールの関係

性を明らかにする． 

 

1.6 アプローチ 

主流からの運動量束の流入出量と風速変動の長さスケールの関係性を明らかにするため，

まずは後流域の運動量束の流入出の評価手法の開発を行う．後流域に対して風車回転面後

方に円筒型の検査面を設定し，これを通過する運動量束の総和を取ることで評価を行った．

今回確認する流入運動量束は主流から後流域へと移動する運動量束のことを指し，主流域

と後流域との境界を設定する必要がある．後続風車が発電に利用できる運動量束に着目し，

円筒型検査面の直径は風車直径と同一とした．風速変動の長さスケールの評価に関しては

乱流拡散理論における評価指標があり，積分特性スケールを指標として用いることとした． 

運動量束の定量評価に関する手法を開発したあと，風車半径に代表されるスケールの変

動が後流域と主流との境界に存在するような条件に対し，開発した評価手法を適用するこ

とで目的の達成を目指す．風速変動を後流域に与える手法としては，流入風に変調を加える

手法と風車の運転条件による付加が考えられるが，後流域と主流との境界に風速変動を与

えることを考えた場合，後流域自体が変動していたほうが都合がよいため運転条件の変更

によって後流域に風速変動を与えることとした．流れ方向および半径方向の変動の付加は，

周期的に変化するヨー角変動を与えることで，後流域に対して風車半径に代表されるスケ

ールの風速変動を付加する．このような運転条件は実機風車や風洞試験では再現が困難で

あるため，数値流体力学を用いた検討を行う． 

1.6.1 後流域への風速変動の付加 

後流域に様々なスケールの変動を与えるための手法として，風車のヨー角を周期的に変

化させる周期的ヨー角条件を考えた．風車の動きの概略について Figure 1-18 に示す．周期

的にヨー角を変更すると，風車の回転面の向きが変化するため，風車の推力（スラスト）が

流入風向に対して斜めに作用することになる．その結果，後流域に発生する速度欠損領域の

移流方向が流入風向に対して傾き，結果として図中のような蛇行運動を発生させることが

できると考えられる．パラメータとして(1)ヨー角の大きさと(2)変動周波数の 2 つを設定し，

これらを変更することで様々な長さスケールの変動を後流域に与えられると予想できる．
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後流域の運動量回復量を確認することで，変動スケールによる運動量回復効果を検証する．  

 

Figure 1-18 : ヨー角の周期運動を用いた蛇行運動の付加 

 

1.7 構成 

本論文は，以下のように構成されている． 

 

本章では，研究背景として世界の風力エネルギー事情および我が国における風力発電の

導入状況について解説し，大規模風力発電所における風車後流干渉による風車出力低下の

問題を紹介した．後流干渉を議論する上では遠方後流域における速度分布が重要となる．先

行研究より明らかとなっている後流域の風速分布と，その回復傾向を決定づける後流域の

翼端渦や蛇行運動などの乱流成分の存在と構造について解説した．先人たちの後流計測事

例により，主流からの運動量流入について乱流強度を用いた現象の整理が進められている．

一方で乱流運動の長さスケールに関しては十分な考察がなされておらず，本研究において

はこれに着目し，後流域における運動量束の流入出と変動の長さスケールとの関係につい

て分析することを目的として設定した．これを達成するためのアプローチとして，運動量の

流入出を定量評価する手法を設計し，ヨー角の周期運動を用いて様々な長さスケールの変

動を与えた後流場に対して運動量束と変動の長さスケールを評価することとした．  

 

 第 2 章では，本研究で用いる手法について設定および解説を行う．第 1 章で設定した周

期的なヨー角条件を与えた際の後流域の運動量束を評価するため，後流域における運動量

評価式を作成する．この際に各項のオーダー評価を行うことで運動量回復において重要な

項に関する考察を行う．加えて，本研究で用いる非定常 CFD による後流解析手法と解析結

果の評価手法について解説する．  

 

 第 3 章では，主に 2 章で設定した評価手法と研究手法に関する検証を行う．代表的な運

転条件である周速比変更計算を実施し，風洞試験結果との比較を通して妥当性の検証を行

うと共に，2 章において設定した後流域の運動量評価式の妥当性を確認していく．運動量評

価式に基づいて各項の寄与率を計算することで，後流域の拡大によって生じた側方からの
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平均流による運動量輸送と，レイノルズ応力の作用による運動量増分の寄与率を確認する．

また，固有値分解を用いて周波数ごとにモード分解することにより，後流域に存在する風速

変動の成分の抽出を行う．ここで得られたパワースペクトルは 4 章において与える周期的

ヨー運動の周波数設定における指針として利用する．  

 

第 4 章では，周期的なヨー運動を与えた条件における後流解析を実施し，風速変動の長さ

スケールとこれに対する運動量束の流入出の関係を分析する．第 2 章で設定した運動量評

価式における評価によって各後流位置における主流からの流入運動量束を評価し，また，積

分特性スケールを用いて後流域に存在する変動の長さスケールの定量化を行う．これらの

関係について分析し，主流からの運動量束の流入出量と風速変動の長さスケールの関係性

を明らかにする． 

 

第 5 章では，以上の解析結果について整理し，本研究の総括を述べる． 
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第2章 研究手法 

2.1 運動量回復の定式化とオーダー評価 

後流域の運動量回復は，風速の小さい後流域が風速の大きい主流域から運動量を取り込

むことで進行していく．本節では後流域における運動量交換の現象について数式を用いて

整理し，各項の寄与について考えていく．まず，後流域の空間に対して検査面を考え，これ

を貫く運動量束を定式化する．  

後流域の風速回復過程において，どのような要素の寄与が大きいだろうか．これを調べる

ため，まずは後流域における運動量評価式を立て，各項のオーダー評価を行うことで重要な

成分を抽出することを考える．後流干渉による影響がもっとも顕著に現れる条件として，流

入風向に対して風車の真後ろに後続風車が配置されているような状況を想定し，後続風車

が受ける風が持つ運動量束の評価を行う． 

まず，検査面の設定を行う．運動量の回復過程に着目するため，近傍後流域の速度欠損の

発達過程については範囲外とし，風速回復が開始する位置である𝑥1から後続風車の想定位

置𝑥2までを流れ方向の範囲として考える．続いて各後流位置における断面の取り方が問題

となるが，本研究では Figure 2-1 に示すように風車のロータ面積A = 𝜋𝐷2/4の円盤を用いる

こととする．これは，発電量評価に用いられる指標であるロータ等価風速の計算における検

査面の定義に合わせた設定となっており，後続風車が利用できる風が持つ運動量の評価と

して妥当なものと考えられる． 
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Figure 2-1 : 遠方後流域における運動量式を考える上での検査面 

 

まず，後流域の検査面内に幅 dx の微小円盤を考え，この微小円盤内での運動量の収支を

考えていく．Figure 2-1 に示す円筒面は，長さ𝑑𝑥の微小円盤を𝑥1から𝑥2まで積分したものと

見なすことができるため，微小円盤に対する運動量収支に関する式を立て，これを流れ方向

に対して積分することで後流域全体の運動量収支を求めることができる． 

Figure 2-1 の下部に，微小円盤に作用する力および関連する速度成分を図示した．流れ方

向に対して上流側を検査面 1’，下流側を検査面 2’，側面を検査面 3’と設定し，主流方向（X

方向）の運動量について，単位時間あたりの増減に関する立式を行う．まず，微小円盤内に

含まれる運動量の時間変化は式 2-1 のように書き表すことができる．ここで運動量は時間

平均の主流方向速度�̅�に関して定義した．ここで𝑇は十分大きな時間窓である． 

𝜕

𝜕𝑡
∭ 𝜌�̅�𝑑𝑉

𝑉

  (𝑉 =
𝜋𝐷2

4
𝑑𝑥) 

𝑢 ≡ �̅� + 𝑢′ �̅� =   
1

𝑇
∫ 𝑢𝑑𝑡
𝑇

0

 

式 2-1 
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運動量の変化はその領域に働く力と領域に流入する運動量の和に等しい．考慮すべき要

素は境界面に働く圧力𝑝および応力𝝉，この領域を囲む検査面を通って流入する運動量𝜌𝑢𝑣𝑛

などである．体積力も一般的には式に含む必要があるが，流体を空気と仮定したとき作用す

るのは重力や浮力など鉛直方向に作用する力であるため，主流方向の運動量式においては

これを無視する．立式に際しては運動量保存の関係式（例えば [48]を参照）を参考にした．

ここで𝑣𝑛は検査面に対する法線ベクトル𝒏方向の速度である．これらを式で表すと次のよう

になる． 

𝜕

𝜕𝑡
∭ 𝜌�̅�𝑑𝑉

𝑉

= −∬ (𝑝1𝒏𝟏 + 𝜌𝑢1
2̅̅ ̅ − 𝜌𝑢1

′𝑢1
′̅̅ ̅̅ ̅̅ )𝑑𝐴1

′

𝐴1
′

−∬ (𝑝2𝒏𝟐 + 𝜌𝑢2
2̅̅ ̅ − 𝜌𝑢2

′ 𝑢2
′̅̅ ̅̅ ̅̅ )𝑑𝐴2

′

𝐴2
′

−∬ (𝜌𝑢3̅̅ ̅𝑣𝑛,3̅̅ ̅̅ ̅ − 𝜇
𝜕𝑢3̅̅ ̅

𝜕𝑟
− 𝜌𝑢′𝑣𝑛

′̅̅ ̅̅ ̅̅ ) 𝑑𝐴3
′

𝐴3
′

   

 

(𝐴1
′ = 𝐴2

′ =
𝜋𝐷2

4
, 𝐴3

′ = 𝜋𝐷𝑑𝑥) 

式 2-2 

 

式 2-2 の右辺第一，第二，第三項はそれぞれ検査面 1,2,3 における運動量増分を表す．  

いま，十分発達した後流を考えれば，ある後流位置において運動量の時間変化は無視する

ことができる．また，重力や浮力の影響を無視すると次のように式変形できる． 

∬ (𝑝1 + 𝜌𝑢1
2̅̅ ̅ − 𝜌𝑢1

′ 2̅̅ ̅̅̅) 𝑑𝐴1
′

𝐴1
′

+∬ (𝑝2 + 𝜌𝑢2
2̅̅ ̅ − 𝜌𝑢2

′ 2̅̅ ̅̅̅) 𝑑𝐴2
′

𝐴2
′

+∬ (𝜌𝑢3̅̅ ̅𝑣𝑛,3̅̅ ̅̅ ̅ − 𝜇
𝜕𝑢3̅̅ ̅

𝜕𝑟
− 𝜌𝑢′𝑣𝑛′̅̅ ̅̅ ̅̅ ) 𝑑𝐴3

′

𝐴3
′

= 0   

式 2-3 

これを後流域の速度回復開始位置𝑥1から後続風車位置𝑥2まで積分すると，次の式 2-4 の

ように整理できる．このとき左辺は後続風車位置における運動量束であり，この項の増大が

後続風車の発電量増大に繋がる．𝜓は後流域の円形断面における円周方向の角度である． 

 

∬ 𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥2𝑑𝐴1
𝐴1

=∬ (𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥1 + (𝑝𝑥1 − 𝑝𝑥2) + (𝜌𝑢1
′ 2̅̅ ̅̅̅ − 𝜌𝑢2

′ 2̅̅ ̅̅̅))𝑑𝐴2
𝐴2

+
𝐷

2
∫ ∫ (𝜌(�̅�𝑣𝑛̅̅ ̅)𝑥,𝜓 − 𝜌(𝑢′𝑣𝑛′̅̅ ̅̅ ̅̅ )𝑥,𝜓 − 𝜇 (

𝜕𝑢3̅̅ ̅

𝜕𝑟
)
𝑥,𝜓
)𝑑𝜓

2𝜋

0

𝑑𝑥
𝑥2

𝑥1

 

式 2-4 

 

導出した運動量式の各成分のオーダーを見積もり，寄与の大きい項と小さい項について

考察を行う．まず，主流方向速度や流体の密度など基本量のオーダーを次の Table 2-1 のよ

うに設定する．主流方向速度のオーダーは流入風速𝑈∞と同程度とし，これに直交する半径

方向成分はこれの 1/10 程度の大きさとした．変動成分は一般的な乱流強度のオーダーに揃

えて主流方向・半径方向ともに，𝑈∞に対して 10%ほどであると見積もる．粘性係数は𝑂(10−5)，

せん断応力項にあらわれる半径方向の距離∆𝑟については風車直径 D と同等のスケールであ

り，商用風車を想定すると𝑂(102)である． 
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Table 2-1 : 各要素のオーダー 

主流方向平均風速 

�̅� ≅ 𝑈∞ 

主流方向変動風速 

𝑢′ ≅
𝑈∞
10

 

半径方向平均風速 

𝑣𝑛̅̅ ̅ ≅
𝑈∞
10

  

半径方向変動風速 

𝑣𝑛
′ ≅

𝑈∞
10

 

空気の密度 

𝜌 ≅ 1 

空気の粘性係数 

𝜇 ≅ 10−5 

半径方向長さ 

∆𝑟 ≅ 𝐷 

圧力 

𝑝 ≅ 𝑈∞
2  

  

 以上の設定のもと，式 2-4 における各項のオーダーを計算する．計算の途中で現れる𝜋な

どの定数係数は適宜簡略化して計算している．また，積分範囲である𝑥2 − 𝑥1 = 4𝐷として計

算した． 

 

(1) 風速回復開始位置𝑥1と後続風車位置𝑥2の運動量束項 

∬ 𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥1𝑑𝐴
𝐴

≅ 𝑈∞
2 ×

𝜋𝐷2

4
= 
𝜋𝐷2𝑈∞

2

4
~𝐷2𝑈∞

2  

∬ 𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥2𝑑𝐴
𝐴

≅ 𝑈∞
2 ×

𝜋𝐷2

4
= 
𝜋𝐷2𝑈∞

2

4
~𝐷2𝑈∞

2  

式 2-5 

 

(2) 風速回復開始位置𝑥1と後続風車位置𝑥2のレイノルズ応力項 

∬ 𝜌𝑢1
′ 2̅̅ ̅̅̅𝑑𝐴

𝐴

≅ 𝑈∞
2 ×

𝜋𝐷2

4
= 
𝜋𝐷2𝑈∞

2

400
~
𝐷2𝑈∞

2

100
 

∬ 𝜌𝑢2
′ 2̅̅ ̅̅̅𝑑𝐴

𝐴

≅
𝑈∞
2

100
×
𝜋𝐷2

4
= 
𝜋𝐷2𝑈∞

2

400
~
𝐷2𝑈∞

2

100
 

式 2-6 

 

(3) 風速回復開始位置𝑥1と後続風車位置𝑥2の圧力項 

∬ 𝑝𝑥1𝑑𝐴
𝐴

≅ 𝑈∞
2 ×

𝜋𝐷2

4
=  
𝜋𝐷2𝑈∞

2

4
~𝐷2𝑈∞

2  

∬ 𝑝𝑥2𝑑𝐴
𝐴

≅ 𝑈∞
2 ×

𝜋𝐷2

4
=  
𝜋𝐷2𝑈∞

2

4
~𝐷2𝑈∞

2  

式 2-7 

 

(4) 円筒側面から流入する平均流項 

𝐷

2
∫ ∫ 𝜌(�̅�𝑣𝑛̅̅ ̅)𝑥,𝜓𝑑𝜓

2𝜋

0

𝑑𝑥
𝑥2

𝑥1

≅  1 × 𝑈∞ ×
𝑈∞
10
× 𝜋𝐷(𝑥2 − 𝑥1) =  

2𝜋𝐷2𝑈∞
2

5
~𝐷2𝑈∞

2  式 2-8 

 

(5) 円筒側面におけるレイノルズ応力項 

𝐷

2
∫ ∫ 𝜌(𝑢′𝑣𝑛′̅̅ ̅̅ ̅̅ )𝑥,𝜓𝑑𝜓

2𝜋

0

𝑑𝑥
𝑥2

𝑥1

≅  1 ×
𝑈∞
10
×
𝑈∞
10
× 𝜋𝐷(𝑥2 − 𝑥1) =  

𝜋𝐷2𝑈∞
2

25
~
𝐷2𝑈∞

2

10
 式 2-9 

 

(6) 円筒側面におけるせん断応力項 
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𝐷

2
∫ ∫ 𝜇 (

𝜕𝑢3̅̅ ̅

𝜕𝑟
)
𝑥,𝜓
𝑑𝜓

2𝜋

0

𝑑𝑥
𝑥2

𝑥1

≅ 10−5 ×
𝑈∞
𝐷
× 𝜋𝐷(𝑥2 − 𝑥1) =

4𝜋𝐷𝑈∞
105

~
𝐷𝑈∞
104

 式 2-10 

 

まず，寄与の小さい項について考えていく．𝐷𝑈∞ > 1であることから，せん断応力が直接

的に運動量回復に与える影響は他の項と比較して十分に小さいことがわかる．したがって

運動量式からこれを除外し，式 2-11 のようにまとめられる． 

∬ 𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥2𝑑𝐴
𝐴2

=∬ (𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥1 + (𝑝𝑥1 − 𝑝𝑥2) + (𝜌𝑢1
′ 2̅̅ ̅̅̅ − 𝜌𝑢2

′ 2̅̅ ̅̅̅)) 𝑑𝐴1
𝐴1

+
𝐷

2
∫ ∫ (𝜌(�̅�𝑣𝑛̅̅ ̅)𝑥,𝜓 − 𝜌(𝑢

′𝑣𝑛
′̅̅ ̅̅ ̅̅ )𝑥,𝜓)𝑑𝜓

2𝜋

0

𝑑𝑥
𝑥2

𝑥1

 

式 2-11 

続いて圧力項に関しては項自体が持つオーダーは大きいと予想されるものの，遠方後流

域においては𝑝𝑥1と𝑝𝑥2共に大気圧と同程度まで回復しており，加えて𝑝𝑥1と𝑝𝑥2がそれぞれ逆

方向に作用するため最終的な寄与率は小さいと予想できる．圧力項と同様，𝑥1と𝑥2に作用す

るレイノルズ応力項についてもそれぞれが逆方向に作用し合い，最終的な合算値で考えた

ときに打ち消しあう性質があることと，項のオーダーが小さいことから運動量収支の総和

においては無視できると考えられる．一方で寄与が大きいと考えられるのは式 2-5 の運動

量束項または式 2-8 の平均流項である．これに次いで式 2-9 のレイノルズ応力項の寄与が

大きいと予想できる． 以上の考察から後続風車位置𝑥2における運度量束の大きさは次の式 

2-12 のように 3 つの項によって近似できる．オーダー評価の結果を踏まえると，風速極小

位置における運動量束𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥1を大きくすることに加えて，側方から流入する運動量束

𝜌(�̅�𝑣𝑛̅̅ ̅)𝑥,𝜓，またはレイノルズ応力𝜌(𝑢′𝑣𝑛′̅̅ ̅̅ ̅̅ )𝑥,𝜓による運動量回復を増大させることが後流コン

トロールにおいて有効であると考えられる． 

∬ 𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥2𝑑𝐴2
𝐴2

≅∬ 𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥1𝑑𝐴1
𝐴1

+
𝐷

2
∫ ∫ (𝜌(�̅�𝑣𝑛̅̅ ̅)𝑥,𝜓 − 𝜌(𝑢′𝑣𝑛′̅̅ ̅̅ ̅̅ )𝑥,𝜓)𝑑𝜓

2𝜋

0

𝑑𝑥
𝑥2

𝑥1

 式 2-12 

 

2.1.1 レイノルズ応力 

乱流現象による運動量輸送は変動風によって生じる応力（レイノルズ応力）として評価さ

れる．（解説における数式等は [48]を参考にした）．Figure 2-2 に後流域のような速度せん断

層において流体塊が輸送された場合の模式図を示した．風速変動が存在する場の中で，変動

成分によって流体塊が移動する距離𝑙をとしたとき，後流域と主流域との中間座標𝑦0から距

離𝑙だけ離れた後流域と主流域の流体塊の速度はそれぞれ𝑢(𝑦0 − 𝑙)および𝑢(𝑦0 + 𝑙)と書き表

せる．今，発生する半径方向の風速変動𝑣′の大きさや頻度がある確率分布に従って生じる場

合，座標𝑦0の位置に対して，半径方向速度𝑣′ > 0のとき𝑢(𝑦0 − 𝑙)の風速を持つ流体塊が輸送

されてくる．風速の大きさに着目すると，𝑢(𝑦0) > 𝑢(𝑦0 − 𝑙)であるから，この時座標𝑦0の風

速変動𝑢′は負の値(𝑢′ < 0 )となる．反対に𝑣′ < 0のときには𝑢(𝑦0 + 𝑙)の風速を持つ主流域の

流体塊が運ばれてくる．𝑢(𝑦0 + 𝑙) > 𝑢(𝑦0)であるから座標𝑦0の風速変動は正の値(𝑢′ > 0 )と

なる． 
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Figure 2-2 : 後流域と主流域とのせん断流れにおける流体塊の輸送 

 

このように整理したとき，後流域におけるせん断層に生じる風速変動は主流方向速度成

分𝑢′と半径方向速度成分𝑣′とで独立ではなく，𝑣′ > 0ならば𝑢′ < 0，𝑣′ < 0ならば𝑢′ > 0とい

った相関関係が存在している．この時，時間平均場における𝑦0平面を通過する単位面積あた

りの主流方向運動量束を考え，風速変動の方向を±𝑢′，±𝑣′で表現すると，その増分は面内

に作用する応力として考えることができる．この疑似的な応力を𝜏𝑟とおけば，次のようにそ

の値を計算できる． 

𝜏𝑟 = 𝐸[𝜌(𝑢 ± 𝑢
′) ∙ ∓𝑣′] 

     = 𝐸[−𝜌𝑢′𝑣′] 

     = −𝜌𝑢′𝑣′̅̅ ̅̅ ̅  

式 2-13 

ここで𝐸はアンサンブル平均を，𝜌は流体の密度を表している．この乱流の風速変動に起

因する見かけの応力がレイノルズ応力と呼ばれている．後流域から主流域に向かう方向を

正としたとき，この式が意味するものは主流域から後流域への運動量の輸送であり，後流域

に存在する風速変動が運動量回復をもたらす基本的な仕組みを説明するものである． 

レイノルズ応力を風車後流域において算出することで，風速変動による運動量束の流入・

流出を表現することができる．Barlas ら [49]は大気境界層による風速変動が与える運動量

回復効果について，後流域においてレイノルズ応力分布の可視化による評価を行っており，

大気境界層のウインドシアが大きくなるにつれて近傍後流域における翼端渦の崩壊位置に

大きなレイノルズ応力が発生していることを確認した．また Goit らはレイノルズ応力の可

視化によって風車制御に対する後流域の運動量回復効果を定性的に確認している [50]．  

 

2.2 後流の数値解析 

2.2.1 後流モデリングの分類 

風車翼周り，そして風車後流に存在する現象のスケールはコルモゴロフスケールから風

車直径の数倍のスケールと多岐に渡る．従ってモデル化に関してはどのスケールまでを考

慮するかでモデリングの解像度や扱う手法が変化する．まず，最も簡単な後流モデルは風車

のスラスト係数を用いて速度欠損を推定し，後流域の形状を矩形またはガウス分布で表現
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する運動量モデルであり，実際の配置の検討などで広く用いられている．速度欠損の予測と

発電量予測において力を発揮するが，非定常挙動を捉えることはできないため，後流域の非

定常現象の表現には時間平均の速度分布から予測される乱流強度分布を与えることになる． 

風速変動など近代的な後流モデリングとして CFD が利用されるようになったことは計算

機の性能向上が大きい．ロータの形状および運動を直接解像して後流域に反映させるは本

研究でも使用する手法である． 

Table 2-2 : 後流域の数値モデルの分類 

手法 後流域の表現 ロータの表現 

運動量モデル 自己相似解 スラスト係数 

CFD＋アクチュエータモデル 
体積格子, 

Euler/RANS/LES* 
AD/AL/AS** 

CFD（ロータ解像） 
体積格子, 

Euler/RANS/LES 
体積格子 

*RANS, Reynolds-averaged Navier-Stokes; LES, large eddy simulation 

**AD, アクチュエータディスク; AL, アクチュエータライン; AS アクチュエータサーフェ

ス 

2.2.1.1  運動量モデル 

Jensen らは運動量理論に基づくによる後流解析モデル [46]は，線形的に拡大する後流域

を仮定し，後流域における運動量保存式から速度分布を解析的に算出するモデルを考案し

た．初期の運動量モデルにおいては風車の主流方向に対するスラスト力と地表面の粗度の 2

つのパラメータを用い，後流域の風速分布も一様流分布としてモデル化する単純なもので

あったが，その後，より実際の分布形状に近づけるため，ガウス分布でモデル化する Larsen

のモデルが登場し，加えて風車の様々な運転条件に対応したモデリングが進んだ．風車の回

転面が流入風に対して傾いた（ヨーエラーが存在する）条件における後流域の屈折に対応し

た Qian-Ishihara モデル [51]（Figure 2-3）は，流入風の乱流強度とヨー角の大きさに対応し

た変位量に関して数値解析と計測データに基づくフィッテングを行い，後流域の屈折を表

現できるモデルとなっている．  

 

Figure 2-3 : 後流域の屈折を考慮した運動量モデル( Qian-Ishihara モデル [51]) 
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Braunbehrens ら [52]は後流域の蛇行運動による速度欠損の低下を運動量モデルに組み込ん

だ．Figure 2-4 にモデルの概略を示した．このモデル化においては序論で述べたパッシブス

カラーの仮定に基づいて作られている．図中(a)は蛇行運動時の瞬時場の様子であり，速度欠

損のガウス分布形状は保持されたまま半径方向に移動する．この移動量を確率密度関数で

表現し，時間平均されることで平均場における速度分布が取得できるよう拡張している．時

間平均に直すと(b)のような速度分布形状が得られ，蛇行運動がない場合と比較すると後流

域の幅が広がり，結果として後流域の平均風速は増大する． 

 

 

（a）蛇行運動の瞬時場での表現 
 

 

（b）蛇行運動の時間平均場での表現 

 

(c) 瞬時場の速度分布と中心位置の確率密度分布の重ね合わせによる平均速度分布の算

出 

Figure 2-4 パッシブスカラー仮定に基づいた後流域の蛇行運動のモデル化 

（Braunbehrens の後流モデル [52]） 
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2.2.1.2  乱流現象のモデリング 

先に紹介した運動量モデルにおいては，渦の発生を含む乱流現象に関しては，後流域の拡

大の大きさという形で表現されており，風車から発生する翼端渦などの現象に関しては直

接扱うことができなかった．そこで後流域の風速変動を扱うため，CFD によって流体運動

を解き，後流現象の振る舞いを再現する手法が広く扱われるようになった． 

乱流現象のモデリングが必要な理由としては，完全な解像を目指すと計算コストが大き

くなりすぎてしまうからである．モデル化を行わない場合，支配方程式である Navier-Stokes

方程式を直接離散化して解くことになる．これは DNS（Direct Numerical Simulation）と呼ば

れている．元となる支配方程式に忠実である為，乱流の数値シミュレーションとしては最も

厳密な解を得ることが可能である．しかし現実には乱流の基礎研究の分野においてでしか

利用されておらず工学的な利用例は皆無である．その原因として，全ての渦スケールを扱う

上での膨大な計算コストが挙げられる．計算規模の理解の為，ここで DNS を実施する上で

必要となる格子点数を見積もってみよう．乱流における最小スケール𝑙𝑘はコルモゴロフ理論

によると平均エネルギー輸送率𝜖と動粘性係数𝜈のみで決定され，次のように表せる [53]． 

 𝑙𝑘 = (
ν3

ϵ
)

1
4

 式 2-14 

ここでエネルギー輸送率𝜖は実験的に導かれており， 

 𝜖 = 𝐴
𝑣0
3

𝑙0
 式 2-15 

となることが知られている．ここで A は 1 程度の大きさの比例定数であり，𝑙0はエネルギ

ー保有領域における渦の代表スケール，𝑣0は速度変動の代表スケールである，代表渦スケー

ルと最小スケールの比を取ることで解像度を概算すると， 

 

(
𝑙0
𝑙𝑘
)
3

≈ (
𝑣0𝑙0
𝜈
)

9
4
= 𝑅𝑒𝑇

9
4 

Where 
𝑣0𝑙0

𝜈
 ≡ 𝑅𝑒𝑇 

式 2-16 

ここで𝑅𝑒𝑇は乱流のレイノルズ数を表している．一般的に𝑅𝑒𝑇 ≫ 1であり，例として直径

D = 0.1 m の円柱に U = 10 m/s で空気が流入する場合におけるレイノルズ数を考えると，

𝑅𝑒𝑇 =
UD

ν
= 6.7 × 104となり，乱流を解像するに要する格子数は𝑂(7.1 × 1010)となる．流れ

を表現する変数として密度，速度の 3 成分，圧力の 5 変数を用意し，それぞれに対して 8 

Byte（バイト）ずつ割り当てると，計算機に要求するメモリは 3 TB 程度となる．以上の観

点から DNS が実用的な問題に適用できるものではないとわかる． 

 

（1）  RANS 

工学的な乱流表現として幅広く用いられているのが RANS（Reynolds-Averaged Navier-

Stokes）である．RANS においては速度または圧力場を次の式 2-17 のように平均値と変動



29 

 

  

値に分解して取り扱う．一般的にこの操作はレイノルズ分解と呼ばれる．ここで𝑇は乱れの

特性時間より十分に長い時間である． 

𝒖(𝒙, 𝑡) = 𝒖(𝒙) + 𝒖′(𝒙, 𝑡) 

𝒖(𝒙) =
1

𝑇
∫ 𝒖(𝒙, 𝑡)𝑑𝑡
𝑇

0

, 𝒖′(𝒙, 𝑡) = 0 
式 2-17 

非圧縮性流体の場合，この関係を非圧縮の Navier-Stokes 方程式に適用すると，次のレイノ

ルズ平均された Navier-Stokes 方程式が得られる． 

𝜕𝒖

𝜕𝑡
+ (𝒖 ∙ ∇)𝒖 = −

1

𝜌
∇𝑝 + 𝜈∇2𝒖 − ∇ ∙ (𝒖′𝒖′) 式 2-18 

ここで𝒖′𝒖′の項は変動速度場の相関を表し，レイノルズ応力と呼ばれる．この項は乱流によ

る移流効果を表している．この項の物理的解釈については 4 章で詳しく解説する．数値的な

扱いを考えると変動速度場の表現は困難であるため，この項を平均速度場で表現すること

を考える．ブシネスク [54]はレイノルズ応力が平均速度場の勾配に比例するという仮説の

もと，次のモデル化を行った． 

𝒖′𝒖′ =  𝜈𝑇(∇𝒖 + (∇𝒖)
T) 式 2-19 

このブシネスクの近似により，乱流による拡散効果が分子粘性による拡散に渦粘性係数𝜈𝑇

を加えた形へと置き換えることができる．このように複雑な乱流現象を 1 つのパラメータ

に集約して表現できるのが RANS の特徴であり，広く利用されている理由である．この渦

粘性係数を与える手法は幾つか存在しているが，混合長モデル，1 方程式モデルの Spalart-

Allmaras モデル [55]，Wilcox らの 2 方程式モデル [56]，Menter の𝑘 − 𝜔 SST モデル [57]な

どが使用される場合が多い． 

（2）  LES 

近年の計算機性能の向上により，より直接的に乱流の非定常現象を扱えるようになって

きた．後流計算の分野においても先述のRANSの代わりにLESの利用ケースが増えている．

LES は時間平均場を扱う RANS に対して空間平均の手法である．数式で表すと， 

𝒖(𝒙, 𝑡) = �̃�(𝒙, 𝑡) + 𝒖′(𝒙, 𝑡) 

 

�̃�(𝒙, 𝑡) =  ∫𝒖(𝝃, 𝑡)𝑮(𝒙 − 𝝃, 𝛥)𝑑𝝃 

式 2-20 

 

ここで，𝑮(𝒙 − 𝝃, 𝛥)はフィルター関数であり，一般的には指数関数を用いる Gaussian フィル

ターや，実空間と波空間で対の関係にある Sharp cutoff フィルターと Top hat フィルターが

使用される場合が多い，RANS と同様に平均処理を施した速度を Navier-Stokes 方程式に適

用すると，レイノルズ応力と同様，方程式右辺にサブグリッドスケール（SGS）応力が現れ

る． 

𝜕�̃�

𝜕𝑡
+ (�̃� ∙ ∇)�̃� = −

1

𝜌
∇�̃� + 𝜈∇2�̃� − ∇ ∙ (𝒖�̃�ー�̃��̃�) 式 2-21 
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このSGS応力は計算格子で解像されない小規模渦の効果を表したものであり，これもRANS

と同様に速度勾配に比例すると仮定すれば，式 2-22 のように計算される．ここで係数とな

る SGS 渦粘性係数𝜈SGSは多くの場合 Smagorinskyモデル [58]を用いて𝛥の 2乗に比例した計

算が行われる． 

𝝉SGS = 𝒖�̃� − �̃��̃� =  −𝜈SGS(∇�̃� + (∇�̃�)
T) 式 2-22 

 

（3）  擬似 DNS 

LES においては端数空間で見たときの主たるエネルギー保有領域に該当するスケールの

渦を直接的に扱い，格子サイズ以下の乱流の散逸効果を SGS モデルが担っていた．しかし，

現実的な問題として，風車後流のような複雑な乱流場または圧縮性ソルバーにおける LES

に用いる SGS モデルの構築は容易ではない．このような問題を回避するため，平均処理を

施さないオリジナルの NS 方程式を離散化し，スキーム自体に組み込まれた数値粘性に SGS

モデルと同様の散逸効果を担わせる．このような手法は擬似 DNS（Quasi-Direct Numerical 

Simulation），または陰的 LES と呼ばれている．従来の LES のように SGS モデルの構築を必

要としないため，複雑な乱流場の解析が比較的容易になるという利点がある．一見大胆なモ

デル化に思われるかもしれないが，Boris らの研究 [59]によれば，計算格子の解像度を十分

に上げていけば，LES による解と一致することが指摘されている． 

 

2.2.1.3  ロータのモデル化手法 

先述の RANS や LES，DNS によって後流域の流れを解析する場合，同時に風車ロータに

よる影響をまず解く必要がある．このロータの扱いについて，大別して風車翼の空力を基礎

方程式中の外力として置き換えるアクチュエータモデル法と，風車翼の形状を計算格子で

表現し，流れ場への影響を直接解く直接解法の 2 種類が存在する．これらの解法の概要につ

いて解説を行う． 

（1）  アクチュエータモデル 

 まずアクチュエータモデル法について解説する．流体の基礎方程式の中に，風車翼によっ

て作用する力を体積力として導入することでモデリングを行う． 

∂

𝜕𝑡
∫ 𝐔
𝑉(𝑡)

𝑑𝑉 +∮ (𝐅𝑖(𝐔) − 𝐅𝑉(𝐔)) ∙ 𝐧𝑑𝑆
𝑆(𝑡)

=
∂

𝜕𝑡
∫ 𝒇
𝑉(𝑡)

𝑑𝑉 

  

式 2-23 

 

 アクチュエータモデルの中でも風車翼の形状・影響をどこまで考慮するかでアクチュエ

ータディスク（AD）法，アクチュエータライン（AL）法，アクチュエータサーフェス（AS）

法の 3 種類に分けられる．その名の通り，AD 法は風車ロータを作動円盤に見立て，スパン

方向の力の分布を与えることで風車が流れ場に与える力を模擬するものである．AL 法は揚
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力線で風車のブレードを模擬するものであり，円周方向の空力分布をより詳細に表現した

モデルである．AS 法においては風車翼の形状を考慮し，風車翼から発生する渦構造をより

詳細に解けるように改良されたモデルである． 

 

Figure 2-5 : アクチュエータのモデリング(AD, AL, AS) [60] 

 

 Figure 2-5 にモデリングの概略図を示す．まず，作動円盤に外力を分布させる AD 法につ

いて解説する．AD 法においてはスラスト係数CTを用いて外力𝒇を表現する． 

𝜌𝒇 =
1

2
𝜌𝑉ref

2 CT  式 2-24 

AL 法は AD 法では表現できないスパン方向及びアジマス角ごとの空力分布を表現するため

に Sørensen ら [61]によって風車解析に導入された．風車の回転による遠心効果と翼端損失

を考慮しつつ，時間平均されていない風車の回転運動を後流域に与えることが可能となっ

た．さらに Shen ら [62]によって AS 法に拡張された．Figure 2-5 に示したように翼形状を模

した物体適合面を設定し，各スパン位置，翼弦位置における揚力係数，抗力係数が必要とな

る． 

 

（2）  体積格子による形状の解像 

翼型の空力テーブルから流れ場に体積力としてロータの寄与を反映させていたアクチュ

エータモデルに対し，物体適合格子を用いて翼形状を表現し，風車翼周りの流体現象を基礎

方程式から解くことで解像する手法も近年実施されるようになってきた．アクチュエータ

モデルと比較すると，翼面上における境界層，遷移，剥離現象といったスケールの小さい現

象を解像する必要があるため非常に計算コストが高い．更にブレードを解像する場合にお

いては翼端における圧縮性が無視できなくなるため，圧縮性を考慮した Navier-Stokes 方程

式を解く必要がある．空間の離散化においては Figure 2-6 のような重合格子系を用意し，デ

ータ通信を行う方式が一般的である． 

アクチュエータモデリングと比較するとやはり計算コストは大きいが，元となる翼型の

空力データを必要としないので，新型形状の性能検討や，元々の空力テーブルでは想定され

ていなかったような非定常運動の検討などで力を発揮する．近年の非定常フルロータ CFD

の発展により，風車の運転状況の変化を陽的に扱えるようになった [63]．  
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Figure 2-6 : オーバーセット格子系の例 [64] 

 

2.2.2 rFlow3D 

風車後流の複雑な流れ場を詳細に捉える為の流体解析コードとして，rFlow3D [65]を使用

する．rFlow3D は風車翼の形状および回転運動を直接解像すること可能な CFD ソルバーで

ある．rFlow3D は宇宙航空研究開発機構（JAXA）が開発したヘリコプタ用 CFD ツールであ

り，回転翼から発生する翼端渦を正確に解像することや，ブレードの弾性変形および音響効

果の解析を目的として設計されている． 

rFlow3D は回転翼の再現を移動重合格子系によって実現しており，2.2.1.3 で解説したロー

タモデリング手法の分類では直接解法のソルバーとなる．回転翼を覆うブレード格子が背

景格子と重複する境界においてデータ転送を行い計算が進行する．また，高次精度のスキー

ムが採用されており，最大 4 次の空間・時間精度によって翼端渦に起因する回転翼周りの複

雑な流れ場を正確に捕捉することが可能である．  

数値解析の実行においては JAXA の保有するスーパーコンピュータである JSS2 [66]を使

用し，高解像度化による計算規模の増大に対応するため Message Passing Interface（MPI）に

よるプロセス並列計算の機能を実装した．並列化の詳細については付録 A にまとめた． 

これまでの研究おいて，風車性能予測への適用性が確認されてきており [67] [68]，風車後

流のような渦の非定常現象の捕捉にも適したコードとなっている．本研究における数値解

析の実行には，JAXA が保有するスーパーコンピュータシステム JSS2（JAXA Supercomputer 

Systerm 2） [66]を使用した． 

 

 

 

 

 

 



33 

 

  

Table 2-3 : rFlow3D の計算手法 

支配方程式 圧縮性 Navier-Stokes 方程式 / Euler 方程式 

空間離散化 
Cell-vertex 有限体積法 (背景格子) 

Cell-centered 有限体積法 (ブレード格子) 

時間積分法 
Jamenson’s 4th order Runge-Kutta 法 [69] (背景格子) 

LU-SGS 陰解法 (ブレード格子) 

非粘性流束 SLAU [70] 

再構築法 4th order Compact MUSCL TVD interpolation 法 [71] 

回転の再現 移動重合格子法 

乱流モデル 擬似 DNS （Implicit-LES）/ Spalart-Allmaras モデル 

 

2.2.3 対象風車 

本研究における数値解析は，MEXICO（Model Experiments in controlled conditions）風洞試

験における実験用風車 [72] [73]を対象に実施した．以下これを MEXICO 風車と呼称する． 

MEXICO 風車は 3 枚翼のアップウインド型風車であり，風車直径 D = 4.5 m，回転数は

424.5 rpm である．翼端における周速度は 100 m/s となっており，これは一般的な商用風車

における周速度とほぼ同程度である．風洞試験用風車としては大型の部類であり，商用風車

に近い条件の再現度が高い模型風車となっている．オランダの ECN が主体となり，風速変

化時の風車性能の変化，翼面上の圧力分布，加えて PIV による近傍後流域の風速分布，翼端

渦の捕捉など包括的な実験が遂行されている． 

今回の数値研究に用いた MEXICO 風洞試験の条件について，次の Table 2-4 に示した．周

速比について，高周速比のλ=10，最適周速比のλ=6.67，低周速比のλ=4.17 の 3 条件につ

いて空力および近傍後流の速度分布について精査されており，参照用の風車として世界中

で多くの研究者がデータを利用している． 
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Table 2-4 : MEXICO 風洞試験条件 [72] 

翼枚数 3 

風洞テストセクション寸法 9.5 m×9.5 m×9.5 m 

風車直径 [m] 4.5 

主流風速 [m/s] 10 15 24 

周速比 [-] 10 6.67 4.17 

回転数 [rpm] 424.5 

ブレードピッチ角[°] -2.3 

代表翼弦長 c [m] 0.113 (82%スパン位置) 

レイノルズ数 4~6×105 

 

2.2.4 計算格子 

rFlow3D による流体解析では，回転翼に加え，本研究では扱わないが，胴体部を対象とし

た流体現象の解析が可能である．胴体部の突起部などの複雑形状や，時間進行に伴って動く

風車翼の運動を取り扱う場合，従来用いられてきた単一の境界適合格子では困難である．こ

のような場合，格子線を持たない非構造格子を導入するか，幾つかの格子領域に分割するマ

ルチブロック法や重なり合う格子群を用いる重合格子法の導入が必要となる． 

本研究においては，移動重合格子系を用いて解析を実施する．計算条件の簡略化および計

算コストの短縮のため，風車機械室（ナセル）やタワーは計算から除外し，風車ブレードの

みを取り扱うこととした．風車後流域を解像するための詳細格子（内側背景格子）中にブレ

ード格子を配置し，計算ステップに応じてブレード格子を移動させながら計算が進行して

いく．内側背景格子の外側には十分に広い計算領域を確保した外側背景格子を配置した．格

子幅や計算領域について Table 2-5 に示す． 

 

Table 2-5 : 格子情報 

 外側背景格子(OBK) 内側背景格子(IBK) ブレード格子 

計算領域 (X×Y×Z) 30D×10D×10D 9D×2.7D×2D - 

分割数 301×101×101 1121×337×249 121×121×61 

最小格子幅 5 c 0.32 c Y+ ≒ 1 

総格子数 3 M 94 M 900 K×3 

*c はブレードスパン 82%位置における代表翼弦長 
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2.2.4.1  背景格子 

本計算における格子系の概略図を Figure 2-7 に示した．全体の計算領域を規定する外側背

景格子の中に，後流域を解像する内側背景格子を配置している．内側背景格子は風車回転中

心位置から前方に 0.5D，後方に 8.5D の領域を，後流域の半径方向の拡大を考慮して，上下

方向（Z 方向）には片側 1D を，横方向（Y 方向）片側 1.35D の空間を確保した．Y 方向の

領域が広いのはヨー角付加による後流域の屈折を捕捉するためである．総格子点数は合計

でおよそ 1 億点である． 

 

 

 
XY 平面概観 

 

 
ブレード周りの拡大図 

 

 
YZ 平面概観 

Figure 2-7 : 格子系の俯瞰図 

2.2.4.2  ブレード格子 

風車翼周辺の領域に関しては，背景格子と独立した構造格子（ブレード格子）を作成した．

作成にあたっては株式会社ヴァイナスが提供するメッシュ生成ソフトである Pointwise を使

用した．山田らによる風車翼空力解析によると，風車翼の翼弦方向に 1 周 100 点程度の分

割数を与えることで正確な空力予測が可能である [74]．本研究ではこれらを参考に，翼弦

周りに 121 点の格子を配置した，背景格子と重なり合う空間の解像範囲として，ブレード格

子から内側背景格子への補間時に，使用するFCMTスキームによるステンシル確保のため，
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最低でも背景格子の格子幅 4 点分が含まれるよう領域を確保している． 

 
Figure 2-8 : ブレード格子俯瞰図 

 

 
Figure 2-9 : 翼周りの計算格子（スパン 82%位置） 

 

 

Figure 2-10 : 風車翼スパン方向の計算格子 
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2.3 解析結果の評価手法 

2.3.1 風速変動の積分長さスケール 

乱流によって生じる変動のスケールについて，より定量的な確認を行う．このような場合，

変動速度の速度相関関数を用いて定義される積分特性スケールが広く用いられる．流れ場

のある位置𝒙𝟎 = (𝑥0, 𝑦0)を基準とした速度相関関数の定義を式 2-25 に示す．基準位置から

𝒙 = (𝑥, 𝑦)離れた位置における変動速度との相関を算出することで，空間中で一体となって

動く流体塊の大きさを見積もることができる．変動速度の平均を取るため，時間窓𝑡0→𝑡1に

おける平均値を用いて算出している．時系列データは風車回転約 12 周分のデータを使用し

た． 

 算出した速度相関の時間平均に対し，空間について積分することで風速変動の積分特性

スケール𝐿𝐼を求める（式 2-26）．今回確認する蛇行運動による変動は等方的な乱流とは異な

る特性を持つことが予想されるため，基準位置からの偏差𝒙 = (𝑥, 𝑦)の取り方によって値が

変化する可能性が大きい．従って，基準位置𝒙𝟎から Y 方向位置を固定して X 方向だけの偏

差を取って計算する X 方向積分特性スケール𝐿𝑥と，X 方向位置を固定して Y 方向の偏差を

取って計算する Y 方向積分特性スケール𝐿𝑦を定義し，それぞれ計算する．定義の上では無

限遠方までを積分範囲として取るが，ここでは相関関数が負の値になるまでの範囲を積分

範囲として処理した．算出方法の概要について Figure 2-11 に図示する． 

後流域に設定した検査面上に存在する渦のスケールに着目するため，半径位置は Y/D = 0.5 

に設定し，流れ方向位置𝑥0を𝑥0/𝐷 = 0.5~7.0の範囲で変化させて積分特性スケールを算出し

た．後流域における検査点の取り方について Figure 4-7 に図示する． 

𝑟(𝒙, 𝒙𝟎) =
𝑢′(𝒙𝟎 + 𝒙)𝑢

′(𝒙𝟎)

√𝑢′(𝒙𝟎 + 𝒙)
2̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅ √𝑢′(𝒙𝟎)

2̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅
 

 

𝑟(𝒙, 𝒙𝟎)̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ =
1

𝑡1 − 𝑡0
∫ 𝑟(𝒙, 𝒙𝟎)𝑑𝑡
𝑡0+𝑡1

𝑡0

 

式 2-25 

𝐿𝐼 = ∫ 𝑟(𝒙, 𝒙𝟎)̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ 𝑑𝒙
∞

−∞

 

  

式 2-26 
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Figure 2-11 : 積分特性スケールの算出 

 

2.3.2 ロータ等価風速 

後流域の速度回復について定量的な確認を行う指標として，IEC61400-12-1 のエディショ

ン 2 [75]に基づくロータ等価風速𝑈𝑅𝐸𝑊𝑆を導入する（式 2-27）．ロータ等価風速は風車回転

面を貫く風の平均化手法の一つであり，運動エネルギー流束が等しくなるような平均風速

が与えられる． 

𝑈𝑅𝐸𝑊𝑆 =
1

𝑈∞
√
1

𝐴
∑ 𝑢𝑖

3𝐴𝑖
𝑁

𝑖=1

3

  𝐴 = ∑𝐴𝑖

𝑁

𝑖

 式 2-27 

ここで，𝑢𝑖は分割された検査面の小領域 i における代表風速，𝐴𝑖は分割された小領域の面積

を表す．面積で重み付けされ，風速の 3 乗の平均値の 3 乗根を取ることで，運動エネルギー

流束基準の平均風束に直している．Figure 2-12 に本研究におけるロータ等価風速の算出時

の検査面配置を図示した．検査面の面積𝐴は風車の回転面積である𝜋𝐷2/4の円盤とし，風車

の回転軸と円盤の中心を共有するように後流域に配置する．これを前方風車からの位置 X

ごとに算出し，風速回復の推移を確認する． 
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Figure 2-12 : ロータ等価風速の計算方法 

2.3.3 運動量収支の計算 

後流域の運動量収支を式 2-11 に従って計算することで風速回復量について議論する．左

辺は風車からの離隔距離𝑥2における検査面を通過する運動量束，右辺は上流側の検査面を

貫く運動量束と円筒側面から流入してくる運動量束の和であり，後流域の運動量および風

速回復過程の確認においては，半径方向，つまり主流域からの運動量流入を考えればよい． 

 

∬ 𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥2𝑑𝐴
𝐴2

=∬ (𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥1 + (𝑝𝑥1 − 𝑝𝑥2) + (𝜌𝑢1
′ 2̅̅ ̅̅̅ − 𝜌𝑢2

′ 2̅̅ ̅̅̅))𝑑𝐴1
𝐴1

+
𝐷

2
∫ ∫ (𝜌(�̅�𝑣𝑛̅̅ ̅)𝑥,𝜓 − 𝜌(𝑢′𝑣𝑛′̅̅ ̅̅ ̅̅ )𝑥,𝜓)𝑑𝜓

2𝜋

0

𝑑𝑥
𝑥2

𝑥1

 

式 2-11 (再掲) 
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Figure 2-13 : 後流域における運動量流入の積分 

 

Figure 2-13 に後流域における運動量収支の計算方法を示した．まずロータ等価風速を計

算し，風速の極小位置𝑥1を導出する．この位置におけるロータ等価風速𝑈𝑅𝐸𝑊𝑆(𝑥 = 𝑥1)を用

いて運動量束を次のように算出し，風速低下後の主流方向の運動量束とする． 

続いて計算したい離隔距離𝑥2までを後流位置ごとにΔX/D = 0.5 で𝑛分割し，各後流位置に

直径 D の円形検査面を配置する．この円周上を𝑚=301 分割し，各点上の主流方向風速𝑢𝑖,𝑗と

半径方向速度𝑣𝑛𝑖,𝑗を用いて次の式 2-29 ように平均流とレイノルズ応力による運動量束の回

復量を算出する． 

 

∬ 𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥=𝑥1𝑑𝐴
𝐴

≈
𝜌𝜋𝐷2𝑈𝑅𝐸𝑊𝑆

2 (𝑥 = 𝑥1)

4
 

  

式 2-28 

 

𝐷

2
∫ ∫ 𝜌(�̅�𝑣𝑛̅̅ ̅)𝑥,𝜓𝑑𝜓

2𝜋

0

𝑑𝑥
𝑥2

𝑥1

≈∑∑𝜌(𝑢𝑖,𝑗̅̅ ̅̅ 𝑣𝑛𝑖,𝑗 ̅̅ ̅̅ ̅̅ ) 𝑑𝑠𝑑𝑥 

𝑚

𝑗

𝑛

𝑖

 

 

𝐷

2
∫ ∫ −𝜌(𝑢′𝑣𝑛′̅̅ ̅̅ ̅̅ )𝑥,𝜓𝑑𝜓

2𝜋

0

𝑑𝑥
𝑥2

𝑥1

≈∑∑−𝜌(𝑢𝑖,𝑗
′ 𝑣𝑛𝑖,𝑗

′ )𝑑𝑠𝑑𝑥

𝑚

𝑗

𝑛

𝑖

 

 

∑𝑑𝑥 

𝑛

𝑖

= 𝑥2 − 𝑥1      ∑𝑑𝑠 

𝑚

𝑗

= 𝜋𝐷 

  

式 2-29 
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2.3.3.1  拡大流と旋回流 

円筒型の検査面を通る運動量束を計算するために，直交座標系による速度分布(u, v, w)か

ら風車回転軸を中心とした円筒座標系(u, 𝑣𝑛, 𝑣𝜓)に変換する．𝑣𝑛は半径方向速度であり，後

流域の拡大，縮小に関する指標となる．先述の後流域の運動量流入においてこの𝑣𝑛が後流域

に配置した検査面に対して直交する速度成分となる．𝑣𝜓はロータの回転軸に対する周方向

速度を表しており，後流域自体の回転運動を表現している． 

(

𝑢
𝑣𝑛
𝑣𝜓
) =  (

1 0 0
0 sin𝜓 cos𝜓
0 cos𝜓 −sin𝜓

)(
𝑢
𝑣
𝑤
) 式 2-30 

𝑣𝑛 = 𝑣 sin𝜓 + 𝑤 cos𝜓 𝑣𝜓 =  𝑣 cos𝜓 − 𝑤 sin𝜓 式 2-31 

 

 

Figure 2-14 : 円筒座標系への変換 

 

2.3.4 固有直交分解によるモード解析 

本研究で設定する周期的ヨー角条件では主として従来の制御手法のレイノルズ応力の寄

与の増加を狙う．制御の効果を確認するためには，制御によって励起されたある特定周期の

風速変動によって生じたレイノルズ応力の増分を抽出するための手法が必要となる．この

ような解析を実現するための手法として，流れ場の固有直交分解の利用が考えられる．ここ

では，時系列の風速データから周波数ごとのモードに分解する DMD（Dynamic Mode 

Decomposition）を用いて後流域のスペクトルを取得することを考える．DMD の実行には前

段階として変動エネルギーごとのモード抽出を行う POD（Proper Orthogonal Decomposition）

が必要であり，まず POD について，つづいて DMD による周波数分解の手法について解説

する． 
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また，DMD によって得られたダイナミックモードを用いることで特定周期の変動のみを

平均風速に対して与えた縮約モデルの構築が可能である．縮約モデルでも CFD 解と同様に

レイノルズ応力の算出が可能であり，CFD 結果と比較することで全体のレイノルズ応力に

対する，特定周波数変動の寄与を調べることができる．この縮約モデルの構築手法について

も解説する． 

2.3.4.1  POD（Proper Orthogonal decomposition） 

一般的に，n 個の点で離散化された流れ場を表現するには n 個の基底が必要となるが，時

系列データから導出される特徴的な基底（固有ベクトル）を用いることで少ない基底で特徴

的な流れ場の構造を表現することが可能である．このように乱流の組織構造の抽出におい

ては固有直交分解（POD）を用いた分解手法が流体問題の解析に用いられている [76] [77] 

[78]．解析の手順を次に示す． 

まず，流体の速度分布の時間発展に関して各座標間における共分散行列を作る．概略図を

Figure 2-15 に示す． 

 

 まず，各座標における速度場の時系列データ𝒙(𝑡𝑘)を用意する．ここで�̅�𝑖は平均風速であ

り，風車回転 8 周分を m = 48 分割で離散化している． 

𝒙𝑡𝑘 =

(

 
 

𝑢𝑖(𝑡𝑘) − �̅�1
⋮

𝑢𝑖(𝑡𝑘) − �̅�𝑖
⋮

𝑢𝑖(𝑡𝑘) − �̅�𝑛)

 
 

    𝒙𝑡𝑘 ∈ ℝ
𝒏, 𝑛 = 𝑖𝑚𝑎𝑥 × 𝑗𝑚𝑎𝑥 

 

 �̅�𝑖 =
1

𝑚
∑ 𝑢𝑖

𝑡𝑘𝑡𝑚
𝑡1

 

式 2-32 

瞬時場の風速データ𝒙(𝑡𝑘)を時系列で並べた行列𝑿を式 2-33 のように定義する．𝑿𝑿𝑻を計算

する． 

𝑿 = {𝒙(𝑡1), 𝒙(𝑡2), 𝒙(𝑡3)⋯𝒙(𝑡𝑚)}  式 2-33 

𝑿𝑿𝑻 = [

𝒓1,1 ⋯ 𝒓1,𝑛
⋮ ⋱ ⋮
𝒓𝑛,1 ⋯ 𝒓𝑛,𝑛

]    𝑿𝑿𝑻 ∈ ℝ𝒏×𝒏 

 

𝒓𝑖,𝑗 =∑ (𝑢𝑖
𝑡 − �̅�𝑖)(𝑢𝑗

𝑡 − �̅�𝑗)
𝑡𝑚

𝑡1

 

式 2-34 

このとき𝒓𝑖,𝑗は時刻𝑡1から𝑡𝑚における座標番号𝑖と𝑗との共分散を表している．従って n×n の

行列𝑿𝑿𝑻は速度場に関する共分散行列となる．次にこの行列の固有ベクトル𝒖𝑘と固有値λk

を求めることを考える． 

𝑿𝑿𝑻𝑢𝑘 = λk𝒖𝑘 式 2-35 
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ここで，共分散行列𝑿𝑿𝑻は使用する流れ場のデータ点数 n を元とした n×n の行列であるか

ら 2 次元断面における点数は𝛰(104~105)程度になり，固有値分解に要する計算コストは膨

大なものとなる．ここで式の左から𝑿𝑻を掛けることで  

𝑿𝑻𝑿𝑿𝑻𝑢𝑘 = λk𝑿
𝑻𝑢𝑘 式 2-36 

ここで，𝑿𝑻𝑢𝑘 = 𝒗𝑘と置き換えると， 

𝑿𝑻𝑿𝒗𝑘 = λk𝒗𝑘 式 2-37 

となり，行列𝑿𝑻𝑿 ∈ ℝ𝒎×𝒎の固有値問題となる．時系列データの分割数である m は𝛰(102)程

度である為，計算コストを大幅に削減することが可能である．最終的に k 番目の POD モー

ド𝝋𝑘は次のように導出される． 

𝝋𝑘 =
𝑿𝒗𝑘

√𝜆𝑘
 式 2-38 

これを行列表記𝚽に直すと，次のように書き表せる．ここで𝑽は行列𝑿𝑻𝑿の固有ベクトルか

ら成る行列，𝚲は行列𝑿𝑻𝑿の固有値から成る対角行列を表す． 

𝚽 = 𝑿𝑽𝚲−
1
2 

𝚽 = [𝝋1…𝝋𝑚] ∈ ℝ
𝒏×𝒎 

 

𝑽 = [𝑣1… 𝑣𝑚] ∈ ℝ
𝒎×𝒎 

 

𝚲 = (

𝝀1 0 … 0
0 𝜆2 ⋱ ⋮
⋮ ⋱ ⋱ 0
0 ⋯ 0 𝜆𝑚

) ∈ ℝ𝒎×𝒎 

 

式 2-39 

 

 

 

Figure 2-15 : 速度分布における時間発展の行列化 
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2.3.4.2  DMD（Dynamic Mode Decomposition） 

POD によって得られたモードは流れ場の中から保有エネルギーの高い特徴的な構造抽出

するものであり，変動の周波数に依らない分解手法であった．ここでは POD による分解の

結果を用いて，周波数ごとの組織構造を抽出することを考える．その手法の 1 つが特定の周

波数で振動するモードを抽出する DMD（Dynamic mode decomposition）である．今，ある時

刻𝑡𝑘における変動速度場の情報がある平面における格子点数𝑛(= 𝑖𝑚𝑎𝑥 × 𝑗𝑚𝑎𝑥 )個の要素か

らなるベクトル𝒙𝑡𝑘で表現されたとする（式 2-40）． 

𝒙𝑡𝑘 =

(

 
 

𝑢𝑖(𝑡𝑘) − �̅�1
⋮

𝑢𝑖(𝑡𝑘) − �̅�𝑖
⋮

𝑢𝑖(𝑡𝑘) − �̅�𝑛)

 
 

    𝒙𝑡𝑘 ∈ ℝ
𝒏, 𝑛 = 𝑖𝑚𝑎𝑥 × 𝑗𝑚𝑎𝑥 

 �̅�𝑖 =
1

𝑚
∑ 𝑢𝑖(𝑡𝑘)
𝑡𝑚
𝑡1

 

  

式 2-40 

 

 この変動速度ベクトル𝒙𝑡𝑘を時刻𝑡1から時間刻み𝛥𝑡 で m 個，時刻𝑡𝑚までの時系列データを

並べて作った行列を𝑿とおく． 

𝑿 = {𝒙𝑡1 , 𝒙𝑡2 , 𝒙𝑡3⋯𝒙𝑡𝑚} 式 2-41 

この行列𝑿を 2 つの対称行列𝑿𝑻𝑿および𝑿𝑿𝑻の固有ベクトル𝒗𝑘と𝒖𝑘，固有値λkで分解したの

が特異値分解に基づく POD であった．特異値分解の形式で表記すると，式 2-42 のように

書き表すことができる． 

𝑿 = 𝚽𝚲
𝟏
𝟐𝑽𝑻 

 

𝚽 = {𝝋𝑡1 , 𝝋𝑡2 , 𝝋𝑡3⋯𝝋𝑡𝑚} 

 

𝚲 = (

𝝀1 0 … 0
0 𝜆2 ⋱ ⋮
⋮ ⋱ ⋱ 0
0 ⋯ 0 𝜆𝑚

) 

 

𝑽 = {𝒗𝑡1 , 𝒗𝑡2 , 𝒗𝑡3⋯𝒗𝑡𝑚} 

式 2-42 

となる．次に時系列データ𝑿が線形写像𝑨 ∈ ℝ𝒏×𝒏によって𝛥𝑡だけ時間進行すると仮定した場

合，行列𝑿次のように書き表すことができる． 

𝒙𝑡𝑘+1 = 𝑨𝒙𝑡𝑘 

 

𝑿 = {𝒙𝑡1 , 𝒙𝑡2 , 𝒙𝑡3⋯𝒙𝑡𝑚} 

      ≈ {𝒙𝑡1 , 𝑨𝒙𝑡1, 𝑨
𝟐𝒙𝑡1⋯𝑨

𝒎−𝟏𝒙𝑡1} 

式 2-43 

この演算子𝑨を元となる時系列データ群𝑿に作用させることで，時間ステップが 1 つ進み，
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新たな時系列データ群 Y へと写像されるとする．このとき，各項の関係は次のように書き

表すことができる．  

𝑨𝑿 = 𝒀  

𝒀 = {𝒙𝒕𝟐 , 𝒙𝒕𝟑 , 𝒙𝒕𝟒⋯𝒙𝒕𝒎+𝟏} 
式 2-44 

行列𝑨は空間上の分割数𝑛の次元をもつ行列であるため，データ数が膨大になってしまう．

POD の処理と同様に，時系列のステップ数𝑚の次元を持つ行列での表現に直すことを考え

る．式 2-45 のように時系列データ行列𝑿の右から行列 S を掛けた形𝒀を表すと，𝒓を残差ベ

クトルとして次のように表すことができる．  

𝑨𝑿 = 𝒀 = 𝑿𝑺 + 𝒓𝒆𝒏
𝑻 式 2-45 

ここで𝒆𝒏は行列𝑺の固有ベクトルと直交する n 次元の単位ベクトルである．ここで現れる行

列𝑺はm×mの行列となり，解析における計算コストが大きく削減されていることに注目さ

れたい．行列𝑺は次のように書き表すことが可能である． 

𝑺 =

(

 
 
 
 

0 0 ⋯ 0 𝑐1

1 0 ⋱ ⋮ 𝑐2

0 ⋱ ⋱ ⋮ ⋮

⋮ ⋱ 1 0 𝑐𝑚−1

0 ⋯ 0 1 𝑐𝑚 )

 
 
 
 

∈ ℝ𝒎×𝒎 式 2-46 

この行列𝑺固有値を求めることで，𝑨の固有値を近似的に求めることができる．この際に POD

の特異値分解で導出した固有モード𝚽(式 2-38，式 2-39)を用いて𝑺の近似として密行列�̃�を

求めることができる． 

�̃� ≜ 𝚽𝑻𝑨𝚽 式 2-47 

ここで，𝚽は POD モード，𝑨は流れ場の時刻𝛥𝑡進める演算子であったから，行列�̃� ≜ 𝚽𝑻𝑨𝚽

は，𝚽と，𝚽の時刻を𝛥𝑡進めた𝑨𝚽との相関を取ったものと理解することができる．この操

作は時間移動に関する相関を取っていることになるため，DMD は時刻に関する情報を保持

したモードの抽出が可能である．式 2-39 より，𝚽 = 𝑿𝑽𝚲−
1

2であるから， 

�̃� =  𝚽𝑻𝑨𝑿𝑽𝚲−
1
2 

�̃� =  𝚽𝑻𝒀𝑽𝚲−
1
2 

式 2-48 

この行列�̃�の固有ベクトル𝝃𝒌と固有値𝜎𝑘を求める．ここで POD の場合とは違い，固有値を

求める行列�̃�は対称行列ではないため，その固有値と固有ベクトルは一般的に複素数として

与えられる． 

�̃�𝝃𝒌 = 𝜎𝑘𝝃𝒌 式 2-49 

求めるダイナミックモードϑkはこの行列 S の固有ベクトル𝝃𝒌を POD モード𝚽に作用させる

ことで計算できる． 
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𝛝𝐤 = 𝚽𝝃𝒌 式 2-50 

非線形であるナビエストークス方程式の近似解を線形なものとして扱っているようにも見

えるが，非線形力学系に対して定義される Koopman モード分解として解釈することが可能

であり，これは元の非線形力学系の情報を保持した形の線形作用素となっていることに注

意されたい．このような DMD 解析はキャビティ流れや後流，噴流などの実験値およびシミ

ュレーションデータの時系列解析に応用されており，適用性が確認されてきている． 

行列�̃�の固有値𝜎𝑘の虚部は変動の周波数を表しており，各ダイナミックモードの構造が流

れ場に現れる周波数を取り出したものとなっている．周波数の計算方法を式 2-52 に示す 

[79] [78]． 

𝑓 =
𝐈𝐦(log (𝜎𝑘))

2𝜋𝛥𝑡
  [Hz] 式 2-51 

これを主流方向速度𝑈∞と風車直径 D で無次元化することで後流域の風速変動における無次

元周波数とする． 

𝑓∗ =
𝑓𝐷

𝑈∞
   式 2-52 

 

2.3.4.3  ダイナミックモードを用いた縮約モデル 

ダイナミックモードは周波数ごとに整理されており，なおかつ時系列情報を保持してい

るため，特定の周波数帯の変動のみを平均場に対して与えたときの流れ場を作成すること

ができる．このようなモデルは縮約モデルと呼ばれている．着目したい周波数帯のみを用い

た縮約モデルにおける速度分布からレイノルズ応力などを計算することで，各周波数帯の

速度回復への寄与について確認することが可能である． 

 

縮約モデルの構築方法について解説する．まず，導出したダイナミックモードの基底や固

有値行列を使って時系列データ群𝒀を再現することを考える． 

𝒀 = 𝑨𝑿 

   𝒀 ≈ 𝚽�̃�𝚽𝑻𝑿 
式 2-53 

行列�̃�を固有ベクトルによる行列𝚵で対角化すると， 

�̃� = 𝚵𝜮𝚵−1 

 

𝚵 = {𝝃𝟏, 𝝃𝟐⋯𝝃𝒎}, 𝜮 =

(

 
 

𝜎1 0 … 0

0 𝜎2 ⋱ ⋮

⋮ ⋱ ⋱ 0

0 ⋯ 0 𝜎𝑚)

 
 

 

式 2-54 

これと𝑿の特異値分解𝚽𝚲𝑽𝑻を式 2-53 に代入すれば，  
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𝒀 ≈  𝚽𝚵𝜮𝚵−1𝚽𝑻𝚽𝚲
𝟏

𝟐 𝑽𝑻      式 2-55 

ここで，𝚽を構成する固有ベクトルは互いに直交であるため，𝚽𝑻𝚽 = 𝐄となる．最終的に𝒀

は次のように分解することができる． 

𝒀 ≈  𝚽𝚵𝜮𝚵−1𝚲
𝟏
𝟐𝑽𝑻 =  𝚯𝜮�̀�𝑚  

 

𝚯 =  𝚽𝚵 = [𝛝1 𝛝2 ⋯ 𝛝𝑚] 

 

𝜮 =

(

 
 

𝜎1 0 … 0

0 𝜎2 ⋱ ⋮

⋮ ⋱ ⋱ 0

0 ⋯ 0 𝜎𝑚)

 
 

 

 

�̀�𝑚  ≜ 𝚵
−1𝚲

𝟏
𝟐𝑽𝑻 = 

(

  
 

�̃�1,1 �̃�1,2 … �̃�1,𝑚

�̃�2,1 �̃�2,2 ⋮

⋮ ⋮ ⋱ �̃�𝑚−1,𝑚

�̃�𝑚,1 �̃�𝑚,2 ⋯ �̃�𝑚,𝑚 )

  
 

 

式 2-56 

以上，𝒀 =  𝚯𝜮�̀�𝑚として元の流れ場を表現することができた．縮約モデルにおいてはこの分

解のうち，ダイナミックモード行列である𝚯の各列のうち，着目したいモードに該当する列

だけを残し，他の列の値を 0 にすることで計算できる．Figure 2-16 に分解と縮約モデル構築

の概要について図示する． 

 

Figure 2-16 : DMD による分解の概要と縮約モデルの作成 
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𝚯 =  𝚽𝚵はダイナミックモードであるから，設定した時間窓における特徴的な空間構造を

表す．𝚲は�̃�固有値であり，各ダイナミックモードの増幅率と周波数に関する情報を保持し

ている．そして�̀�𝑚は各ダイナミックモードの強度を表している．このように理解したとき，

�̀�𝑚の絶対値は，時系列データ群𝒀における各ダイナミックモードの寄与率を表す．の�̀�𝑚にお

ける k 行目の行ベクトルを�̃�𝒌と置くと，各モードのエネルギー�̌�kは次の式 2-57 のように導

出できる． このエネルギーの評価は Barocio らの論文 [80]における評価方法を参考にした． 

�̃�𝒌 = [𝑎1,𝑘 𝑎2,𝑘 ⋯ 𝑎𝑚,𝑘] 

 

�̌�k = ‖�̃�𝒌‖ 

式 2-57 

このエネルギーを全てのモードに対して算出すれば流れ場に存在する全エネルギーが計

算できるため，比を取ることで全エネルギーに対する寄与率�̌�k
∗が計算できる， 

�̃�𝒌 = [𝑎1,𝑘 𝑎2,𝑘 ⋯ 𝑎𝑚,𝑘] 

 

�̌�k
∗ =

‖�̃�𝒌‖

∑ ‖�̃�𝒋‖
𝒎
𝒋=𝟏

 

式 2-58 
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第3章 風車後流解析手法に関する検証 

3.1 概要 

本章では，周速比を変更したときの風車後流解析を実施し，実験値との比較を通して解析

結果の妥当性検証と 2 章で設定した運動量評価式に関する適用性の確認を行う．運動量評

価式を用いた評価に基づき，後流域の運動量回復に対する各項の寄与を明らかにする．また，

流れ場に対する動的モード分解を実施し，後流域中に存在する風速変動を抽出できること

を確認する．最後にここでのモード分解の結果を用いて非定常制御である周期的ヨー角条

件のパラメータについて検討する． 

 

3.2 解析ケース 

解析ケースについて Table 3-1 に示す．本節での後流解析では低周速比条件（λ=4.17），設

計周速比（λ=6.67），高周速比（λ=10）の 3 条件を実施した．周速比は回転数を固定し，

流入風速の変化によって設定している．これらのケースは MEXICO 風洞試験で実施された

条件に合わせて設定しており，試験結果の値と比較，検証を行う．乱流モデルはソルバー自

身が持つ数値粘性にサブグリッドスケールの散逸を担わせる擬似 DNS（陰的 LES）と，RANS

の 1 方程式モデルのひとつである Spalart-Allmaras モデル（SA モデル）を適用して実施し

た．ここで使用する SA モデルは翼端近傍などの渦度が大きくなる位置で粘性を低減させる

よう修正された Rotation-Correction モデルとなっている [81] 

 

Table 3-1 : 解析ケース 

ケース名 
周速比 

λ [-] 

流入風速 

𝑈∞  [m/s] 

回転数  

RPM 
乱流モデル 

TSR4.17_QDNS 4.17 24 

424.5 

擬似 DNS 

（陰的 LES） 
TSR6.67_QDNS 6.67 15 

TSR10_QDNS 10 10 

TSR4.17_SA 4.17 24 
Spalart-Allmaras モ

デル（Rotation-

Correction） 

TSR6.67_SA 6.67 15 

TSR10_SA 10 10 
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3.3 CFD解の検証 

後流解析の妥当性検証のため，翼面上空力分布，風車出力（パワー係数）およびスラスト

（スラスト係数），風車周辺の速度分布および渦位置の比較を行った．  

3.3.1 翼面上の空力分布 

翼面上に発生する流れ方向の力（スラスト）𝐹𝑥をスパン位置ごとに積分し，分布として表

したものを Figure 3-1 に示した．横軸は風車のスパン方向位置であり，風車の半径で無次元

化した．縦軸は単位長さあたりのスラストであり，合計のスラスト力と風車半径を用いて基

準化した．スラストの値はスパン位置外側に向かうにつれて増大しており，これは半径位置

が外側に向かうにつれて相対風速が増大していることに対応する．λ=6.67 およびλ=10 に

関しては擬似 DNS および SA モデルの解はいずれも定性的・定量的に MEXICO 試験の値と

よい一致を示しているが，低周速比条件であるλ=4.17 に関しては SA モデルにおいてやや

スラストを過大評価する結果が得られている．  

 

低周速比 λ= 4.17 

 

最適周速比 λ= 6.67 

 

 

高周速比 λ= 10 

 

概略図 

Figure 3-1 : 翼面スラスト分布（実験値は [82]より） 
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3.3.2 パワー係数およびスラスト係数 

続いて風車の性能指標となるパワー係数CPとスラスト係数CTに関する比較を行う．パワ

ー係数とスラスト係数の定義は通りである． 

CP =
Mx𝜔

1
2
𝜌𝐴𝑈

∞
3

 式 3-1 

  

CT =
Fx

1
2
𝜌𝐴𝑈

∞
2

 
式 3-2 

ここでMxは風車回転軸方向のトルク，𝜔は角速度，Fxは主流方向のスラスト力，𝜌は密度，

𝐴は風車回転面積である．それぞれ風車軸トルクによって発生するエネルギーとスラスト力

を流入風が持つエネルギー流束と動圧とで無次元化したものである．CFD によって算出し

た値と，MEXICO 風洞試験結果との比較を Figure 3-2 および Figure 3-3 に示した． 

まずパワー係数に関しては，QDNS と SA モデルでどちらも定性的な変化傾向は捉えなが

らも幅広い周速比の範囲で定量的な一致を得ることに課題が残る結果となった．一方でス

ラスト係数については QDNS を使用した場合において実験値と非常によい一致を示した．

SA モデルを使用した場合においても，剥離が生じにくい高い周速比のケースにおいて実験

値と近い値が得られているが，低周速比条件を考慮に入れると，全体のトレンドは QDNS を

用いた場合においてより良好な予測ができていると判断する． 

 

 

Figure 3-2 : MEXICO 風車におけるパワー係数（実験値は [83]参照） 
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Figure 3-3 : MEXICO 風車におけるスラスト係数（実験値は [83]参照） 

 

3.3.3 ロータ周りの流れ場 

MEXICO 風洞試験では PIV（particle image velocimetry）による近傍後流域の計測が行わ

れており，3 軸の速度分布による比較が可能である．ここでは，MEXICO 試験によって得

られた風速分布と本研究の後流モデリングの結果を比較し，rFlow3D の後流解析能力の検

証を行う．まず，MEXICO 試験における PIV 計測の配置図について Figure 3-4 に示した． 

 

Figure 3-4 : MEXICO 試験における風車周りの PIV 計測 

 

計測平面はアジマス角 270°のハブ高さ平面に固定されており，風車のアジマス角が 20°

移動するごとに風速分布の取得を行い，平均化することでデータ整理がなされている．まず，

この PIV 計測の平面において，Y/D = 0.311 と Y/D = 0.4 の位置に関して主流方向速度，半径
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方向速度，周方向速度それぞれの速度分布が得られている．これらの 3 軸の風速分布に関し

て，実験値と CFD 解を比較したものを Figure 3-5，Figure 3-6，Figure 3-7 に示した． 

まず，Figure 3-5 に示す主流方向速度に着目する．横軸には風車を中心とした前後位置を，

縦軸の風速は流入風速𝑈∞で無次元化して表示した．主流方向風速は，後続風車に流入する

運動量束およびエネルギーの大きさに直結するため，正確な予測が求められる．各ケースで，

風車のスラストによって風速が減速していく様子が確認できる．周速比増大と共にスラス

トが増大するため，速度欠損が大きくなっていく．スラストの大きさと強い相関があるため， 

SA モデルと擬似 DNS いずれもλ=6.67 とλ=10 に関して定性的，定量的な一致が確認でき

た．一方で，低周速比条件(λ=4.17)においては SA モデルを用いた場合，速度欠損を過大評

価していることがわかる．これは乱流モデルの使用によって剥離点を遅れてしまうことが

原因であると考えられる．一方で擬似 DNS を用いたケースについては，Y/D = 0.311, 0.4 と

もに MEXICO 試験結果と良い一致を示した． 

 続いて，半径方向速度（Figure 3-6）は後流域の拡大に寄与する成分である．2 章で算出

した運動量輸送の式でも示したように，半径方向速度は後流域の運動量回復の増減を決定

づける要素であり重要である．風車が回転することで発生する遠心力により，風車位置

（X/D = 0）周辺で流入風速に対して 10~20%程度の強い半径方向の流れが観測されてい

る．主流方向速度分布と同様に，λ=6.67 およびλ=10 において，擬似 DNS と SA モデル

いずれも実験値と定量的に良い一致が確認できる．翼面状が大きく剥離していると考えら

れるλ=4.17 においても半径方向速度の変動を定性的に予測できている．QDNS と SA モデ

ルで比較すると SA モデルの解で風速変動が弱まっており，剥離が抑えられている傾向が

得られている．  

 最後に Figure 3-7 には周方向速度を示した．各ケースにおいて風車後方で負の値を示し

ており，これは風車の回転方向に対して逆向きの流れが生じていることを表している．全

体的に SA モデルの解において周方向速度を過大に評価する傾向が確認されたが，式 2-12

の運動量輸送の式の導出過程からもわかるように，主流方向速度の回復過程の観点から見

ると直接的な寄与は小さい成分であると考えられる． 
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Y/D = 0.311 位置 

 

Y/D = 0.4 位置 

低周速比 λ=4.17 

 

 

Y/D = 0.311 位置 

 

Y/D = 0.4 位置 

最適周速比 λ=6.67 

 

 

Y/D = 0.311 位置 
 

Y/D = 0.4 位置 

高周速比 λ=10 

 

Figure 3-5 : 風車周りの主流方向速度 u  
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Y/D = 0.311 位置 

 

Y/D = 0.4 位置 

低周速比 λ=4.17 

 

 

Y/D = 0.311 位置 

 

Y/D = 0.4 位置 

最適周速比 λ=6.67 

 

 

Y/D = 0.311 位置 
 

Y/D = 0.4 位置 

高周速比 λ=10 

 

Figure 3-6 : 風車周りの半径方向速度 v 
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Y/D = 0.311 位置 Y/D = 0.4 位置 

低周速比 λ=4.17 

 

 

Y/D = 0.311 位置 
 

Y/D = 0.4 位置 

最適周速比 λ=6.67 

 

 

Y/D = 0.311 位置 
 

Y/D = 0.4 位置 

高周速比 λ=10 

 

Figure 3-7 : 風車周りの周方向速度 w 
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続いて，近傍後流域における渦列の推移に関する比較を行う．Figure 3-8 に，各ケースに

おける翼端渦中心位置の推移を示した．それぞれ黒が実験値，赤が QDNS，青が SA モデル

の解である．周速比が大きくなるとともに，渦列の半径方向の広がりが増大していることが

確認できる．この結果は先に示した半径方向速度分布の大きさと対応していることがわか

る．また，翼端渦中心の離隔距離に着目すると，周速比の低下に応じて大きくなっており，

高周速比条件であるλ=10 では渦間距離の狭さから渦同士の干渉・崩壊が顕著である一方で，

低周速比条件のλ=4.17 では渦同士の干渉は弱く，各渦列が独立して散逸していく． 

 

Figure 3-8: 近傍後流における翼端渦中心の推移 

 

3.3.1 乱流モデルの影響 

今回の計算において，RANS における乱流モデルである SA モデルと，乱流モデルを適用

せず離散化時に式に組み込まれる数値粘性によって格子サイズ以下の散逸を担う疑似 DNS

（陰的 LES）の 2 種類の乱流表現を試みた．定量性の比較においては，主流方向運動量回復

において特に重要であると考えられる主流方向速度分布について疑似 DNS の結果が

MEXICO 風洞試験結果をより良い一致を示していたことから，これ以降の後流解析におい

ては特に注記がなければ疑似 DNS を使用することとする． 

一方で，今回実施した疑似 DNS が SA と比べてより正確に物理現象を表現したというこ

とイコールではないことを注記しておきたい．本計算における翼面上の格子解像度は本来

の LES と定義されるシミュレーションで要求される解像度を大きく下回っており，翼面上

に発生する縦渦構造などの解像については捕捉不可能な条件下の下で実行している．本来，

LES と定義されるシミュレーションにおいては乱流エネルギーの慣性小領域を全て解像す

る必要があり，式 2-14 で定義したコルモゴロフスケールに対して 10 倍程度の解像スケー

ルを用意する必要がある．このような解像度不足を認知しつつ後流域の運動量回復の議論

を行うのには，乱流モデルが本来壁面近傍に存在するマイクロスケールの渦に対するモデ

ル化であり，後流域に発生する翼弦長や風車直径に代表されるようなスケールの渦に対し

て乱流モデルの感度がさほど大きくないことが背景にある． 



58 

 

  

3.4 後流域の可視化 

3.4.1 渦度分布 

序論にて解説したように，風車後流の構造において特徴的なのが近傍後流における翼端

渦である．翼端渦と翼根渦の渦としての循環量は風車翼面上の随伴渦の強さと対応してお

り，風車翼に発生する揚力の大きさと比例関係にある．ここでは，周速比変化に伴う風車翼

の空力の変化に伴う渦度分布の変化について論じる．風車後流域に現れる風速変動の分布

の指標として，流れ場の回転を表す渦度を導入する．後流域の渦度分布を可視化すること

で風車翼のどのような箇所が変動の発生源になっているか確認することができる．算出し

た値は流入風速である𝑈∞と風車モデルの代表翼弦長cによって正規化した． 

vorticity = |𝛁 × 𝒖| ,    𝒖 =  (𝑢, 𝑣,𝑤), 式 3-3 

vor∗ =
vorticity × c

𝑈∞
 式 3-4 

 

まず，Figure 3-9 に各ケースにおける渦度等値面の可視化を示す．紙面左手側に風車が存

在し，右手方向に向かって渦列が移流している様子が捉えられている．着色はロータ中心か

らの流れ方向距離 X/D によって行った．3 ケースいずれにおいても風車の翼端から発生し

ている翼端渦が螺旋構造を形成していく様子が確認できる．周速比の増大に伴って螺旋渦

の間隔が狭まっており，λ=10 のケースでは渦同士の干渉が顕著であるため，より早期の渦

崩壊が生じている．渦列の間隔の大きいλ=4.17 では渦列同士の干渉による崩壊は顕著では

ないが，風車ブレード周りの渦度から分かるように迎角の増大によって剥離が生じており，

風車近傍から小規模渦の存在がスパン全面に存在している．これらと翼端渦が干渉するこ

とで螺旋構造が消失していく． 

続いて，ハブ高さの XY 平面における渦度コンターを確認していく．周速比が大きく，風

車翼面上の剥離の影響が小さいλ=6.67, 10 のケースにおいては渦の発生源がほぼ翼端渦と

翼根渦に集中していることがわかる．λ=6.67 では，X/D = 1.0 近傍で渦列が崩壊し始め，

X/D = 2 周辺では渦中心が確認できないほど拡散が進行している．その後遠方後流に向かう

につれて風車由来の変動成分が消散していく様子が確認できる．翼端渦と翼根渦は渦の循

環量としては同程度の強度を保持している一方で翼面上での剥離が顕著なλ=4.17 では，近

傍後流から Y/D = -0.5~0.5 のブレードスパン全面の後方域に渦度の強い領域が広がっている

様子が確認できる． 
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   最適周速比 λ= 6.67 

 

 

低周速比λ= 4.17 

 

高周速比λ= 10 

Figure 3-9 : 渦度等値面の比較（vor* = 0.5） 

 

 

 

 

低周速比 λ= 4.17 

 

 

最適周速比 λ= 6.67 

Y
/D

 

X/D 

Y
/D

 

X/D 
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高周速比 λ= 10 

Figure 3-10 : 後流域渦度コンター（一様流条件 周速比変更） 

 

3.4.2 速度分布 

3.4.2.1  主流方向速度 

渦度分布の比較により，近傍後流の翼端渦列の挙動が渦間距離に応じて異なることを確

認した．続いてそれらの渦特性の違いが風速分布に与える影響について確認を行う．式 2-31

に従って後流域の風速を直交座標系から円筒座標系に変換し，主流方向・半径方向・周方向

の速度に分解して議論する． 

まず，主流方向の主流方向速度分布の推移を Figure 3-11 に，各後流位置における半径方

向の主流速度分布を Figure 3-15 に示す．X/D = 0~2 の近傍後流域に着目すると，周速比の増

大に従って後流域の風速低下が顕著になっている．これは風車のスラストの増大に起因す

る．風車翼において発生するスラストはブレードスパン方向で一様ではなく，スパン中腹部

でスラストが大きく，翼端および翼根ではスラストが小さくなることから，|Y/D| = 0.3 付近

で速度欠損が最大となるような二山形状の速度欠損が確認できる．Figure 3-12 の X/D = 0.5

や X/D = 1.0 などでこれは顕著に確認することができる．後流域に存在する風速変動や分子

粘性によるせん断応力によってこの二山形状は次第に平滑化されていき，Y/D = 0 付近で速

度欠損が最大になるようなガウス分布的な一山形状へと推移していく． 
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低周速比 λ= 4.17 

 

最適周速比λ= 6.67 

 

高周速比 λ= 10 

Figure 3-11 : 主流方向速度コンター(周速比変更計算) 
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X/D = 0.5 X/D = 1.0 

 

X/D = 2.0 

 

X/D = 3.0 
 

X/D = 4.0 
 

X/D = 5.0 

 

X/D = 6.0 
 

X/D = 7.0 

 

X/D = 8.0 

Figure 3-12 : 主流方向速度の半径方向分布 
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Axial velocity U 
 

 

 

X/D = 0.5 

 

  

X/D = 0.5 

 

 

X/D = 0.5 

 

 

X/D = 1.0 

 

 

X/D = 1.0 
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X/D = 2.0 

 

 

X/D = 3.0 

 
 

X/D = 3.0 

 
 

X/D = 3.0 

λ= 4.17 λ= 6.67 λ= 10 

Figure 3-13 : 主流方向速度コンター（周速比変更計算） 
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Figure 3-14 に後流域のロータ等価風速の推移を示した．速度コンターで得られた傾向の

通り，X/D = 0~2.0 付近までは半径方向の拡大流の作用によって風速が低下していき，渦列

の崩壊を経た後，風速が回復していく．AIC に用いられるような低周速比条件では速度欠損

自体は小さく，ロータ等価風速の極小位置においても流入風束の 70%以上の値が得られて

いるものの，後流域に強い風速変動を作ることが出来ないため，ロータ等価風速の回復がほ

ぼみられず，X/D = 2.0からX/D = 8.0までのロータ等価風速の回復はわずか 5%ほどである．

一方でスラストの大きいλ=6.67 およびλ=10 では，ロータ等価風速の極小値ではそれぞれ

40%および 25%まで低下しているが，その後の回復率は低周速比条件と比べて大きく，X/D 

= 8.0 までの間に 20~30%ほどの速度回復を示している． 

 

Figure 3-14 : 後流域におけるロータ等価風速の推移(周速比変更計算) 

 

3.4.2.2  半径方向・周方向速度 

続いて，半径方向速度分布と周方向速度分布の推移を Figure 3-15 と Figure 3-16 に示した．

風車位置に近い X/D = 0.5~1.0 について，λ=6.67 およびλ=10 は翼端近傍から外側の領域に

おいて大きな半径方向速度が生じていることがわかる．半径方向速度の大きさは後流域の

拡大に対応しており，拡大流の存在は Figure 3-8 で示した半径方向の渦列の推移からも確認

できる．遠心力による寄与が大きくなるため，高周速比条件において拡大流が強く，後流域

の拡大による速度欠損の低下も顕著である．一方で低周速比条件のλ=4.17 では拡大流が顕

著に現れず，後流域の速度欠損が抑えられていることがわかる．低周速比条件のこの特性は

AIC に反映されている．翼端渦列が崩壊する X/D = 2 以降では，各条件において外側向きの

半径方向速度がほぼ消失している一方で，高周速比条件のλ= 10 では主流から回転中心へ

と向かう内側向きの半径方向速度が発生している．これは運動量の大きな主流から後流域

内部へと運動量を輸送する役割を担うため，このような流れが発生するλ=10 では風速回復

効果が促進されていると見ることができる． 
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Radial velocity Vr 
 

 
 

X/D = 0.5 

 
 

X/D = 0.5 

 
 

X/D = 0.5 

 
 

X/D = 1.0 

 
 

X/D = 1.0 

 
 

X/D = 1.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D = 3.0 

 
 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

λ= 4.17 λ= 6.67 λ= 10 

Figure 3-15 : 各後流位置における半径方向速度分布  

(左:λ=4.17, 中央:λ=6.67, 右:λ =10 ) 
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Rotational velocity Vpsi 
 

 
 

X/D = 0.5 

 

 

X/D = 0.5 
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X/D = 1.0 
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X/D = 3.0 

λ= 4.17 λ= 6.67 λ= 10 

Figure 3-16 : 各後流位置における周方向速度分布 (左:λ=4.17, 中央:λ=6.67, 右:λ =10 ) 
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3.5 後流域の運動量輸送 

風車後流における運動量回復に関して，第 2 章において導出した運動量式（式 2-11）に

基づいた計算を行い，式の妥当性を検証しつつ，後流域における各項の運動量束への寄与を

確認する． 

3.5.1 運動量評価式の妥当性検証 

式 2-11 の右辺と左辺をそれぞれ計算し，両者の一致度を確認することで式の妥当性を検

証する．CFD 解によって得られた主流方向風速から直接計算した運動量束（右辺）と，左辺

の合算値から算出したものの比較を Figure 3-17 に示した．各周速比のケースにおいて，積

み上げ棒で示した式 2-11 右辺の合算値と，左辺の後続風車位置における運動量束の値の間

には良好な一致が確認でき，2 章で設定した運動量評価式の設定は一定の妥当性があり，寄

与として重要な項の脱落は無かったと考えられる．  

続いて，各項の寄与率について確認する．(1)風速極小位置における運動量束，(2)検査面

の側面から流入する平均流による運動量束，(3)検査面の側面に作用するレイノルズ応力，

(4)入り口と出口におけるレイノルズ応力および圧力項の 4 つの項目に分類し，合計の運動

量束に対する寄与率を算出したものを Figure 3-18 に示した． 

まず，低周速比（λ=4.17）のケースに着目すると，赤色で示した風速低下後の運動量束

の寄与が顕著であり，平均流やレイノルズ応力による運動量回復効果は小さいことがわか

る．また，風速極小位置𝑥1と後続風車位置𝑥2における圧力と主流方向のレイノルズ応力項の

寄与はこれらに比べて更に小さい．この傾向はλ=6.67 およびλ=10 においても同様であり，

今回設定した検査面における圧力と主流方向のレイノルズ応力による寄与は全体の数%程

度であることがわかった．  

周速比が増大させていくと側方からの平均流とレイノルズ応力による流入の寄与率が増

大している．渦間距離が小さく，渦崩壊が活発であったλ=10 においてはレイノルズ応力項

の寄与率が増大し，X/D = 8 の遠方後流域の収支においては運動量束全体の 20~30%の寄与

を示した．しかし高周速比条件においてはスラストの増大によって風速低下後の運動量束

の大きさが著しく減少してしまう．この速度欠損の効果と，周速比増大によるレイノルズ応

力および平均流による運動量束の回復効果との間にはトレードオフの関係が存在しており，

単純にスラスト係数を変化させただけでは，いずれかの項の寄与を増大することはできて

も総合的な運動量束の増大に結びつけるのは難しいことがわかった． 

 

以上の検討から，2.1 で行った各項のオーダーの見積もりとほぼ合致する結果が得られた．

圧力項と主流方向のレイノルズ応力項の寄与が他項と比較して小さいことから，後流域の

運動量回復過程において，式 2-12 に示した次の近似式も妥当性のあるものと考えられる． 

∬ 𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥2𝑑𝐴2
𝐴2

≅∬ 𝜌𝑢2̅̅ ̅𝑥1𝑑𝐴1
𝐴1

+
𝐷

2
∫ ∫ (𝜌(�̅�𝑣𝑛̅̅ ̅)𝑥,𝜓 − 𝜌(𝑢′𝑣𝑛′̅̅ ̅̅ ̅̅ )𝑥,𝜓)𝑑𝜓

2𝜋

0

𝑑𝑥
𝑥2

𝑥1

 
式  2-12 

(再掲) 
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低周速比 λ= 4.17  

 

最適周速比 λ= 6.67 

 

高周速比 λ= 10 

Figure 3-17 : CFD におけるロータ等価風速と各後流位置における運動量の収支から算出し

た等価風速との比較 
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低周速比条件 λ= 4.17 

 

最適周速比条件 λ= 6.67 

 

高周速比条件 λ= 10 

Figure 3-18 :各後流位置の運動量束における寄与率 
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3.5.2 平均流による運動量束 

時間平均された半径方向速度によって後流域に輸送される主流方向の運動量束を算出す

る．CFD 解における計算空間全体において，主流方向速度 u と座標変換によって得られた

半径方向速度𝑣𝑛を掛け合わせることで次の Figure 3-19 に示す運動量束の分布が得られた．

正の値は回転中心から見て外側向かう運動量輸送であり，後流域から主流域へと流出する

運動量輸送を，負の値は外側から回転中心に向かう運動量束，すなわち運動量の流入を表し

ている．図中コンターにはロータ翼端位置を表した円（√𝑌2 + 𝑍2 = 0.5D）を併記した． 

まず，X/D = 1.0 の近傍後流ではλ=6.67 およびλ=10 において，拡大流による外側への運

動量束（正の値）が風車翼端位置より外側の領域で顕著になっている．後流域と主流域の境

界に翼端渦による運動量輸送が確認できる一方で，風車翼のスパン中腹部においては輸送

される運動量束は小さいことがわかる．主流域と後流域を隔てる翼端渦の存在は低周速比

になるほど顕著になり，λ=4.17 のケースにおいては周方向に正負に入れ替わる運動量束分

布が確認できる．これはレイノルズ応力分布と同様，翼端渦の螺旋構造による運動量輸送は，

ロータ面に対して流入だけでなく流出にも寄与していることを表している． 

翼端渦が崩壊して X/D = 2~3 の領域になると，半径方向外側への運動量束が弱まり，内側

に向かう運動量束，つまりは風速回復に寄与する運動量束が現れる．これは，特に周速比が

大きいケースにおいて顕著である．しかし，図中に示した運動量回復の検査面との位置関係

を見た場合，高周速比条件において発生している半径方向速度は円盤の外側に集中してお

り，検査面内に流入する運動量束は小さい． 
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X/D =2.0 

 

 

X/D =2.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

λ = 4.17 λ = 6.67 λ = 10 

Figure 3-19 : 主流方向-半径方向速度間における平均流の運動量束 

（左 : λ=4.17 中央 : λ=6.67 右：λ=10） 

 

3.5.3 レイノルズ応力 

続いて，後流域におけるレイノルズ応力分布を確認する．計算手法は 2.3.3.1 に従う． YZ

平面に円形断面をとるような円筒座標系を後流域に設定して解析を行う．この場合，円筒側

面における主流方向運動量に対するレイノルズ応力の寄与は主流方向速度と半径方向速度

の相関項である 𝑢′𝑣𝑛′̅̅ ̅̅ ̅̅だけを考えればよい．この項に関する XY 平面における分布について，

λ=6.67 での例を Figure 3-20 に示した．レイノルズ応力分布はほぼ翼端位置と翼根位置から

の変動成分によるものであることがわかる．特に翼端近傍に生じるレイノルズ応力につい
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ては，翼端渦列が不安定になる X/D = 0~1.5 までの領域と，X/D = 2.0~での分布が大きく異

なっており，前者では正と負の値が交互に切り替わるような構造を，後者では負の値となっ

ている．半径方向速度は回転中心から見て外側向きを正としているので，このコンターにお

いては赤色で示した正値の領域では半径方向外側向きへの運動量の移動を，負値を示す青

色の箇所においては半径方向内側向きへの運動量増加を表している． 

このような正負が切り替わるレイノルズ応力分布については，翼端渦を中心とした流体

の回転運動によって生じたものであると理解することができる．Figure 3-21 に渦による運

動量輸送の模式図を示した．このように時計回りの渦を考えた場合，渦中心における速度を

基準とすると，第 1,3 象限ではレイノルズ応力が負に，第 2,4 象限では正になるような構造

となっており，渦単独では渦の内部で運動量が循環しているだけで外部からの収支はゼロ

であることがわかる．先の Figure 3-20 の近傍後流域の渦列で確認されたレイノルズ応力分

布はこれが並んだ構造に類似しており，外部との運動量交換が小さい領域であると理解で

きる．翼端渦列に不安定性が生じ，崩壊に至ると主流域からの運動量流入が増大しているこ

とから近傍後流の翼端渦列を早期に崩壊させることは後流域の運動量回復において重要で

あるといえる． 

 

  

 

 

 

 

Figure 3-20 : レイノルズ応力分布（Z=0 平面，λ=6.67） 
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Figure 3-21 : 渦による運動量の輸送 [79] 

 

渦崩壊までの周速比変更計算におけるこれらの分布を次の Figure 3-22 に示す．それぞれ

のケースについて見ていくと，λ=4.17 とλ=6.67 の近傍後流域（X/D = 0.5, 1.0）において

は，翼の先端位置付近においてレイノルズ応力が円周方向に対して周期的に正負が入れ替

わる分布を示している．これは Figure 3-20 に示したような翼端渦による運動量輸送による

ものである．このように運動量の移動が双方向的に生じる領域では後流域の速度回復への

寄与は小さく，平均流による後流域の拡大による風速低下が支配的となる．一方で高周速比

条件であるλ=10 では早期に渦崩壊が生じ，X/D = 0.5 において既に負のレイノルズ応力に

よるリング状の分布を形成している．負のレイノルズ応力は作用する領域の半径方向内側

の運動量増大に寄与するが，高周速比条件においては拡大流の大きさから，ロータ等価風速

の検査面として取った円盤に対して外側に離れた領域にリング状の分布が形成されること

となる．これらの分布の差から翼端渦の状態と密接な関係があることがわかる．より後方へ

進んでいくと，λ=4.17 および 6.67 の条件においても同様に負値を持つリング状の分布へと

推移している． 
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Figure 3-22 : 主流方向-半径方向速度のレイノルズ応力𝑢′𝑣𝑟′̅̅ ̅̅ ̅̅のコンター 
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3.6 DMDによるモード分解 

各周速比のケースを対象に，DMD を用いたモード分解を実施する．時間刻みはロータの

アジマス角 30°ごと（𝑡∗ = 0.03925)とし，ロータ回転 12 周分の時系列データの抽出を行っ

た．風速分布の取得はハブ高さである Z = 0 における XY 平面である． 

3.6.1 周波数ごとの変動強度 

2.3.4.2 の解説のとおり，DMD によって得られた固有値から各ダイナミックモードの変動

成分によるエネルギーを式 2-57 に基づいて算出し，各モードの周波数ごとに整理したもの

を Figure 3-23 に図示した．グラフの横軸は，風車直径 D と流入風速によって無次元化した

周波数𝑓∗ = 𝑓𝐷/𝑈∞であり，縦軸は各モードの全変動エネルギーに対する各モードのエネル

ギーの寄与率である．回転体における代表周波数として，各計算ケースのロータ回転周期を

図中にマークしている．各ケースで主流方向速度𝑈∞の値が異なるため，グラフ上のロータ

回転周波数が変化していることに注意されたい．全ケースについて当てはまる傾向として，

ロータ回転の周波数の約 3 倍の周期において大きな変動のピークが確認できる．これは解

析に用いた風車が 3 枚翼風車であるため，ロータ回転の周波数の 3 倍の周波数帯にピーク

が現れたものと理解できる．風速回復率の小さかったλ=4.17 では特徴的なピークがこのロ

ータ回転の 3 倍周期だけであり，その他の周波数帯ではほぼ横ばいである．翼端渦列間の距

離も大きく，渦同士の合体も見られないことから，長周期側の変動が誘起されずこのような

スペクトル分布になったものと理解できる．一方で最適周速比のλ=6.67 と高周速比条件の

λ=10 については，𝑓∗ < 1.0の低周波数帯の変動成分が大きくなっている．これは先に示し

た運動量束の回復傾向との対応を考えると，この低周波数成分が後流域の風速回復を担っ

ていると予想できる． 

 

 

λ = 4.17 
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λ = 6.67 

 

λ = 10 

Figure 3-23 : ダイナミックモードの乱流エネルギーから得られた，周波数ごとのエネル

ギー寄与率 

 

3.6.2 レイノルズ応力への寄与 

DMD による後流域の分解が正しく行われていることを確認するため，Figure 3-23 のスペ

クトルから得られた特徴的な周期であるロータ回転の 3 倍周期のダイナミックモードの可

視化を行った．Figure 3-24 に結果を示す．X 方向成分および Y 方向成分のコンターからわ

かるように X/D = 0 ~2.0 の近傍後流の Y/D = 0 および|Y/D| = 0.5 の周辺に風速変動が現れて

いることから翼端渦および翼根渦の変動を抽出できている．分布の比較のため，渦度分布の

コンターを再掲した．渦度コンターでは X/D = 2 以降の後流域にも渦の存在が確認できる

が，ロータ回転周波数𝑓∗ = 6.3 のダイナミックモードでは減衰しており，異なる周波数帯の

変動へと変化していることが確認できる． 
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λ = 6.67，ダイナミックモード(𝑓∗ = 6.3,  X 方向成分) 

 

 

λ = 6.67，ダイナミックモード(𝑓∗ = 6.3,  Y 方向成分) 

 

 

λ = 6.67，ダイナミックモード(𝑓∗ = 6.3,  Z 方向成分) 

 

 

λ=6.67 渦度分布（再掲） 
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Figure 3-24 : 翼端渦放出周期におけるダイナミックモード（No control ケース） 

 

 DMD によって得られたダイナミックモードを用いて，特定の周波数帯だけを抽出した

縮約モデルを作成し，各周波数帯が持つレイノルズ応力への寄与を確認する．これによ

り，後流域のレイノルズ応力を増大に有効な周波数帯について考察する．Table 3-2 に縮約

モデルの作成に用いたケースと抽出した周波数帯についてまとめた． 

 

Table 3-2 : 縮約モデルの設定 

縮約モデル名 対象ケース 抽出する無次元周波数 𝑓∗  

Reduced 1 
λ=6.67 

< 1.0 (低周波数成分) 

Reduced 2 > 1.0 (高周波数成分) 

Reduced 3 
λ=4.17 

< 1.0 (低周波数成分) 

Reduced 4 > 1.0 (高周波数成分) 

Reduced 5 
λ=10 

< 1.0 (低周波数成分) 

Reduced 6 > 1.0 (高周波数成分) 

 

縮約モデルより導出したレイノルズ応力分布を周速比ごとに Figure 3-25，Figure 3-26，

Figure 3-27 に示す．それぞれ，全変動を含んだ CFD 解と𝑓∗ > 1.0の高周波数成分の縮約モ

デル，𝑓∗ < 1.0の低周波数帯の縮約モデルから算出したレイノルズ応力分布を表示してお

り，は風車の回転周期の 3 倍周波数成分を抽出したものである．Reduced 1 は翼端渦列およ

び翼根渦列の変動成分を主として含んでおり，その変動成分は近傍後流域に集中してい

る．CFD 解と比較してみると，X/D = 0 ~ 2.0 の近傍後流の分布はほぼ似通ったものとなっ

ているが，以降の遠方後流域に向かうにつれて CFD 解との差分が大きくなる．一方で，

𝑓∗<1.0 の低周波数帯の変動を抽出した Reduced 2 は近傍後流域での寄与が小さく，遠方後

流域（X/D = 2.0~）での負のレイノルズ応力が特徴的である．他の周速比についても同様

の分解を行うと，レイノルズ応力による運動量回復が小さいλ=4.17 では低周波数帯

（Reduced 4）では寄与がほぼ確認されず，回復の大きなλ=10 では周波数帯による近傍後

流と遠方後流との分離が明確であり，高周波数成分（Reduced 5）は近傍後流域で消失し，

低周波数帯（Reduced 6）の変動が遠方後流において残留する結果となった． 

これらの結果から，風車翼端渦の発生周期など，ロータ回転周波数より短い周期に対し

て風車制御による変調を与えても，その効果が風車近傍で消失してしまう可能性が大きい

ことを表している．比較的長周期の変動を与えることで，後流域の風速回復に対して有効

であることを示唆している．周期的ヨー角条件のパラメータ設定の指針として，速度回復

過程にある遠方後流域に特徴的な周波数に合わせた制御を行うことでレイノルズ応力の強

度が増大することが，このような分布から予想できる． 
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CFD 解 (λ = 6.67) 

 

Reduced 1 (𝑓∗ > 1.0, 高周波数成分) 

 

Reduced 2 (𝑓∗ < 1.0, 低周波数成分) 

Figure 3-25 : レイノルズ応力分布における CFD 解と縮約モデルの比較（λ = 6.67） 

 

 

CFD 解 (λ = 4.17) 

 

Reduced 3 (𝑓∗ > 1.0, 高周波数成分) 

 

Reduced 4 (𝑓∗ < 1.0, 低周波数成分) 

Figure 3-26 : レイノルズ応力分布における CFD 解と縮約モデルの比較（λ = 4.17） 
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CFD 解 (λ = 10) 

 

Reduced 5 (𝑓∗ > 1.0, 高周波数成分) 

 

Reduced 6 (𝑓∗ < 1.0, 低周波数成分) 

Figure 3-27 : レイノルズ応力分布における CFD 解と縮約モデルの比較（λ = 10） 

 

3.7 3章まとめ 

周速比を変更しての風車後流解析を実施し，MEXICO 風洞試験との比較により CFD 解の

妥当性を検証した．加えて 2 章において設定した運動量輸送の式に基づいた後流域の運動

量評価を実施した．後流解析で得られた時系列の風速分布に動的モード解析を適用し，周波

数ごとの変動を抽出することで各周波数帯が持つ変動エネルギーへの寄与を確認した．  

 

〇CFD 解の検証 

 MEXICO 風洞試験における計測結果と CFD 解で得られた値を比較し，後流解析結果の妥

当性を検証した．乱流モデルとして擬似 DNS（陰的 LES）と Spalart-Allmaras モデル（SA）

を使用し，それぞれ周速比を変更した計算を実施した．パワー係数の定量的予測には課題が

残るものの，翼面上のスラスト分布とロータ全体のスラスト係数については非常によい一

致を示した．今回の後流解析において特に重要となるのが，運動量束の大きさに直結する主

流方向速度と，側方からの運動量輸送を担う半径方向速度の分布であるが，これらの項目に

ついて，CFD 解は実験値と良好な一致を示した．乱流モデル間の比較では，特に翼面上で

の剥離が顕著に現れるケースにおいて量的な差が生じた．SA モデルを使用した場合は剥離

流れを付着流れとして予測する傾向が得られており，今回の解析では主に擬似 DNS を使用

することとした． 
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〇後流域の運動量評価式の検証 

2 章で設定した後流域の運動量輸送に関する式について，実施した後流解析によって得ら

れた物理量の分布から各項を算出することで式の妥当性の確認を行った．結果，圧力と主流

方向の自己相関項のレイノルズ応力による寄与は小さく，検査面側方から流入する平均流

と半径方向速度と主流方向速度間の相関項であるレイノルズ応力を積分することで，後方

位置のロータ面が受ける運動量束の大きさが予測可能であることを示した． 

 

〇DMD による動的モード分解 

 速度分布の空間・時間情報から成る行列に対して DMD を実施し，風車後流域に存在する

速度変動を分解することで特徴的な周波数帯の抽出を行った．結果，一様流条件においては

ロータの回転周波数の 3 倍の周波数と，無次元周波数𝑓∗<1.0 にピークが確認された．前者

はロータの回転によって誘起された変動であり，今回の解析に用いた風車モデルが 3 枚翼

風車であることに起因する．この周波数帯は X/D = 0~2.0 の近傍後流域に翼端渦または翼根

渦として現れ，渦の崩壊が十分に進行した遠方後流ではこの周波数帯の変動は消失してい

く．代わりに𝑓∗<1.0 の低周波数帯の成分の寄与が大きくなっており，これらの成分は渦列干

渉による激しいケースにおいて顕著に現れていた，低周波数帯の変動成分は後流域でのレ

イノルズ応力の発生と対応しており，非定常の周期的ヨー角条件で蛇行運動を発生させる

際においてもこれらの周波数帯の使用が有効であると予想できる． 
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第4章 蛇行運動による運動量回復構造 

4.1 概要 

この章では，ヨー角を非定常的に動かす周期的ヨー角条件を与えたときの後流域の運動

量回復の構造について解析する．制御パラメータとして，最大ヨー角と制御周波数の 2 つを

設定し，これらのパラメータを変化させたケース群の数値解析を実施し，後流域に対して

様々なスケールの変動を与える．3 章と同様，後流域における運動量輸送の観点から，時間

平均風速による運動量流入と，レイノルズ応力による運動量増分について算出し，遠方後流

域における運動量回復について評価する．この運動量回復と風速変動スケールとの関係に

ついて考察することで本研究の主目的の達成を目指す． 

4.2 解析ケース 

本章で解析に用いるケースについて解説する．周期的ヨー角条件において付加するヨー

角の最大値を𝜃𝑚𝑎𝑥，ヨー角の制御周波数を𝑓𝑦𝑎𝑤と定義する．変調周波数の逆数である周期を

𝑡𝑦𝑎𝑤とし，主流方向速度と風車直径を用いると次のように無次元化される． 

𝑡𝑦𝑎𝑤
∗ =

𝑡𝑦𝑎𝑤𝑈∞
𝐷

   𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =

𝐷

𝑡𝑦𝑎𝑤𝑈∞
 式 4-1 

ここで，無次元周期𝑡∗は，ヨー運動の周期の間に，代表速度をもつ流体が後流中を直径の

何倍移動したかを表す値となるから，後流域に発生する変動の長さスケールの大きさを表

現した値としても理解することができる． 

周期的ヨー角条件における瞬時のヨー角𝜃(𝑡∗)は次のように算出することができる． 

𝜃(𝑡∗) =  𝜃𝑚𝑎𝑥 sin(2𝜋𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ 𝑡∗) 式 4-2 

 

まず，最大ヨー角に関する検討を行う．制御において動かすヨー角を大きくすることで，

後流域の偏向がより大きくなるので，後流域に生じる蛇行運動がより顕著に現れると考え

られる．これにより主流域との混合がより活発になることが予想される．一方で，意図的に

ヨーエラーを付加することは，風車面に流入する風速がヨーエラーの正射影分小さくなる

ことを意味しており，実質的な流入風速が小さくなるため，風車出力低下に繋がる．加えて，

ヨーエラーが存在する状態での運転は，アジマス角の変化に伴って相対流入風速が変化し，

回転周期に応じた荷重変動が風車へと加わる．安易なヨー角の増大は不利益を生みかねな

いため，適切なヨー角を設定する必要がある． 

今回適用する周期的ヨー角条件では，時間を変数とした三角関数に従ってヨー角を動か

すことを想定している．この場合における平均ヨー角𝜃𝑚𝑒𝑎𝑛は最大ヨー角𝜃𝑚𝑎𝑥を用いて次の

式 4-3 ように算出できる． 

𝜃𝑚𝑒𝑎𝑛 =
2

𝜋
𝜃𝑚𝑎𝑥 式 4-3 
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初期検討として，この平均ヨー角𝜃𝑚𝑒𝑎𝑛を現状のヨーエラー評価に用いられているヨー角

に置き換えて考えてみる．IEC61400-1 [16]における設計要件によると，ヨーモーターによる

アクチュエーションを含むロータにはヨーエラー8°を想定した荷重計算を考慮することが

規定されている．𝜃𝑚𝑒𝑎𝑛= 8°となるように最大ヨー角を決定した場合，𝜃𝑚𝑎𝑥= 12.6°となり，

 𝜃𝑚𝑎𝑥 ≤  12.6°が現状の設計要件の範囲内で利用できるヨーエラーとして考えられる．本計

算ではこれらの条件を満たす最大ヨー角として 5°および 10°を選定した．一方で現行の

設計基準においてはこのような非定常のヨー制御による荷重は考慮されていないが，最大

ヨー角を増大させることによる速度回復への効果を確認するため，𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°のケースにつ

いても解析を実施した． 

 

Figure 4-1 : ヨー角変化の履歴（最大ヨー角変化） 

 

続いてヨー運動の無次元周波数𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ を設定する．3 章における DMD 解析の結果にも現れ

ていたように，比較的長周期でスケールの大きな変動を与えることで運動量回復が促進さ

れると考えられる．3 章の結果においては，遠方後流域におけるレイノルズ応力への寄与が

大きい周波数帯は𝑓∗< 1.0 であった．制御周波数をこの周波数帯に設定し，後流域の運動量

回復効果について確認を行う．  

 

このときの後流域の風速変動における周波数を，流れ場のストローハル数𝑆𝑡 = 𝑓𝐷/𝑈∞に

見立てて考えると，後流域の蛇行運動に関するストローハル数が，風洞・水槽実験等や CFD

による数値研究より 0.3 程度のものと推定されていることから [84] [85] [86]，この周期に相

当する変動として，𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.24, 0.35のケースを用意した．周期を短くした場合の依存性を

確認するため，周波数の大きい𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71のケースを設定した．さらに長周期変動として考

慮すべき値を考えると，流れ方向の風車間距離を 6D と仮定したとき，この後流域 6D の中

に最低 1 回の変動を与えるようなヨー制御が考えられる．この条件に合致するような条件

を考えると，無次元時間では𝑡∗ = 6ということになるから，長周期側の無次元周波数は式 

4-4 のように計算することができる．  
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𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =

1

6
= 0.166… 式 4-4 

 

 

 

Y10F71 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71) 

 

Y10F35 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35) 

 

Y10F24 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.24) 

 

Y10F17 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.17) 

Figure 4-2 : ヨー角の時間履歴（制御周波数変化） 
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検討するケース群について Table 4-1 に示す．各ケース名は最大ヨー角の大きさと無次元

周波数の小数点以下の数字を取って Y5F35（最大ヨー角𝜃𝑚𝑎𝑥=5°で無次元周波数

𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.35）のように命名した．変化させたパラメータは最大ヨー角と制御周波数の 2 種類

であるが，参考値として周波数から算出される無次元周期𝑡𝑦𝑎𝑤
∗ についても表中に記載し

た．この値の意味は，例えば𝑡𝑦𝑎𝑤
∗ = 2.0であれば，主流速度𝑈∞が 2.0D だけ移動するときに

経過する時間を表している．風車の基本的な運転条件に関わる流入風速𝑈∞および風車の回

転数は Table 3-1 の後流解析における TSR6.67_QDNS を基準とし，𝑈∞ = 15 m/s，424.5 rpm

とした． 

 

Table 4-1 : 周期的ヨー角条件解析ケース 

ケース名 
最大ヨー角 

 𝜃𝑚𝑎𝑥 [deg] 

無次元制御周波数 

𝑓𝑦𝑎𝑤
∗  

（括弧内は有次元値） 

無次元周期 

𝑡𝑦𝑎𝑤
∗  

（括弧内は有次元値） 

Y5F71 

5 

0.71 (2.37 Hz) 1.4 (0.42 sec) 

Y5F35 0.35 (1.17 Hz) 2.8 (0.85 sec) 

Y5F24 0.24 (0.8 Hz) 4.2 (1.25 sec) 

Y5F17 0.17 (0.57 Hz) 5.6 (1.75 sec) 

Y10F71 

10 

0.71 (2.37 Hz) 1.4 (0.42 sec) 

Y10F35 0.35 (1.17 Hz) 2.8 (0.85 sec) 

Y10F24 0.24 (0.8 Hz) 4.2 (1.25 sec) 

Y10F17 0.17 0.57 Hz) 5.6 (1.75 sec) 

Y20F71 

20 

0.71 (2.37 Hz) 1.4 (0.42 sec) 

Y20F35 0.35 (1.17 Hz) 2.8 (0.85 sec) 

Y20F24 0.24 (0.8 Hz) 4.2 (1.25 sec) 

Y20F17 0.17 (0.57 Hz) 5.6 (1.75 sec) 

 

Table 4-2 : 参照用ケース 

ケース名 
最大ヨー角 

   𝜃𝑚𝑎𝑥 [deg] 

流入風速 

𝑈∞  [m/s] 

回転数 

RPM 

Fixed_0deg 0 15 

424.5 Fixed_6.4deg 6.4 15 

Fixed_10deg 10 15 
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4.3 後流構造の確認 

4.3.1 渦度分布 

周期的ヨー角条件を適用した場合における後流域の挙動について，風車から発生する渦

塊の推移より確認する．Figure 4-3 および Figure 4-4 にそれぞれ最大ヨー角を変化させた場

合と制御周波数を変化させた場合の渦塊の移流の様子について，瞬時場における渦度等値

面を用いて示した．比較用に制御なしの条件を合わせて図示している． 

まず，全体として，意図したとおり後流域に対して大規模な蛇行運動を与えることができ

ていることが確認できる．最大ヨー角を大きくしていくと後流域の屈折角大きくなるため，

Y 方向に振幅が増大していく様子が確認できる．一方制御周期を長くした場合．𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35

から 0.24,0.17 と周期が長くなるにつれて，後流域に発生している変動の主流方向のスケー

ルが次第に大きくなっていることがわかる．このことから周期的ヨー角条件における制御

周波数は後流域に発生させる変動の長さスケールを決定づけるパラメータであるというこ

とがわかる．多くのケースにおいて蛇行運動が確認された一方で，制御周期が短い Y10F71

では，明確な蛇行運動が確認されなかった．この周波数条件においては変動周期が短く，発

生する変動の主流方向の長さスケールが小さいので，蛇行運動が形成されるためには主流

方向の急峻なウインドシアを要求することになる．一方で翼端渦の崩壊による拡散効果が

存在する場においては急峻なウインドシアの形成は難しいため，蛇行運動に至らなかった

と考えられる．  

Figure 4-5 と Figure 4-6 には XY 平面における渦度コンターを示した．等値面と同様に，

蛇行運動によって後流域に渦塊が形成されていく様子が確認できる．X/D = 0~1.0 の近傍後

流域に着目すると，制御なし（λ-6.67）条件においては翼端渦列の不安定性が生じてから大

規模崩壊に至るまでX/D =2.0程度の距離を要していたが，周期的ヨー角条件の適用により，

翼端渦列自体が屈折されることで相互干渉が強まり，より早期の崩壊が生じているものと

理解できる．この傾向は特に最大ヨー角を大きくさせていった場合に顕著である． 

 渦度分布の可視化より確認された翼端渦の螺旋構造の早期崩壊と渦塊の形成，後流域の

大規模な蛇行運動は後流域の乱流強度およびレイノルズ応力の上昇に寄与すると予想でき

る． 
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Ref: Fixed_0deg (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 0°) 

 

Y5F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 5°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°,   𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

 

Y20F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

Figure 4-3 : 渦度の可視化（最大ヨー角変更, vor* = 0.5） 
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Y10F71 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.71 ) 

 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°,   𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

 

 Y10F24 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.24 ) 

 

Y10F17 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.17 ) 

Figure 4-4 : 渦度の可視化（制御周波数変更, vor* = 0.5） 
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Ref: Fixed_0deg (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 0°) 

  

Y5F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 5°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35) 

 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

 

Y20F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

Figure 4-5 : 渦度コンター（最大ヨー角変更） 
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Y10F71 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.71 ) 

 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

 

Y10F24 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.24 ) 

 

Y10F17 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.17 ) 

Figure 4-6 : 渦度コンター（制御周波数変更） 

 

Y
/D

 

X/D 

X/D 

X/D 

Y
/D

 
Y

/D
 

X/D 

Y
/D

 



91 

 

  

4.3.2 積分特性スケール 

後流域に設定した検査面上に存在する渦のスケールに着目するため，半径位置は Y/D = 

0.5 に設定し，流れ方向位置𝑥0を𝑥0/𝐷 = 0.5~7.0の範囲で変化させて積分特性スケールを算

出した．後流域における検査点の取り方について Figure 4-7 に図示する．  

 

 

Figure 4-7 : スケール算出の基準位置について 

 

 後流域における積分特性スケールの算出結果を示す．まず，Figure 4-8 に制御周波数を

𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35で固定し，最大ヨー角を変化させたときの積分特性スケールを示した．比較用

にヨー角 0°のケース（Fixed_0deg）の結果を合わせて記載した．全体としてヨー角が大き

くなるにつれて X 方向，Y 方向共に大きくなる傾向が確認できる．特に X/D = 1.0, 2.0 とい

った近傍後流においてその傾向が明確であり，𝜃𝑦𝑎𝑤 = 5°のケースでは Fixed_0deg とほぼ

同一の値であるのに対して．(𝜃𝑦𝑎𝑤 = 20°では Fixed_0deg と比較して倍以上のスケールの

変動が発生している．一方で，Fixed_0deg を除く 3 つのケース群の差は遠方に向かうほど

小さくなっていく傾向がみられる．続いて Figure 4-9 には，最大ヨー角を𝜃𝑦𝑎𝑤 = 10°で固

定し，制御周波数を変化させたときの積分特性スケールの変化を示した．最大ヨー角によ

るスケールの変化と比較して値が大きく変化しており，制御周波数が𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71から

𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.17と周波数を小さく（制御周期を長く）なることで後流域に対してより長周期の

変動が与えられ，より大きなスケールの変動が存在する流れ場となる．このようなスケー

ルの変化は 4.3.1 で確認した渦度分布における蛇行流の様子（Figure 4-4）からも確認でき

る． 

スケール変化のまとめとして，Figure 4-10 および Figure 4-11 に，周期的ヨー角条件 12

ケースについて，X/D =1~7 の X 方向・Y 方向積分特性スケールの平均値をそれぞれ示し

た．各グラフ中のエラーバーは最大値・最小値を表している．今回与えた制御周波数の中

で最も周期が短い𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71について，ヨー角の振り幅を変化させても，制御適用前

（Fixed_0deg）と大差ない値が得られている．これは Figure 4-6 の渦度コンターでも見られ

ていたように，制御周波数を大きくしたことで蛇行運動自体が確認できなかったことと対

応した結果が得られているといえる．X 方向・Y 方向スケール問わず，制御周期の長さ
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（周波数の小ささ）に応じてスケールが大きくなっており，風車ヨー角のパラメータ設定

によって後流域の風速変動のスケールを制御可能であることを示している． 

 

（a）主流方向（X 方向）積分特性スケール 

 

(b) 半径方向（Y 方向）積分特性スケール 

Figure 4-8 : 積分特性スケールの推移（最大ヨー角変更時 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35 一定) ） 
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（a）主流方向（X 方向）積分特性スケール 

 

（b）半径方向（Y 方向）積分特性スケール 

Figure 4-9 : 積分特性スケールの推移（制御周期の変更時 (𝜃𝑦𝑎𝑤 = 10° 一定) ） 
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Figure 4-10 : 主流方向（X 方向）の積分特性スケールの平均値 

 

 

Figure 4-11 : 半径方向（Y 方向）の積分特性スケールの平均値 
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4.3.3 速度分布 

各ケースについて各変調周期分，アジマス角 60°毎のデータの速度分布について時間平均

を取ることで確認する．制御なし条件の時間窓の長さは無次元時間𝑡𝑦𝑎𝑤
∗ と同一とした．

Figure 4-13 には制御周期を変化させた場合の変化を，Figure 4-12 には最大ヨー角を変化させ

た場合の速度コンターを示した．X/D = 8 などの遠方後流域のコンターから，制御適用によ

って主流方向の速度回復効果が期待できる結果が得られているが，渦度分布上で明確な蛇

行運動が確認されなかった Y10F71（𝜃𝑚𝑎𝑥=10°，𝑡𝑦𝑎𝑤
∗ =0.71）では，速度欠損の最大位置が

上流側に推移していることは確認できる一方で，遠方後流域で視認できるほどの速度回復

が生じていない．制御周期を長周期化していくと制御による速度回復効果が顕著に現れる

ようになり，このことから周期的ヨー角条件においては高速な変動（強い変動）を与えれば

回復が促進されるものではなく，適切な変動周期を設定する必要性があると推察できる．制

御周期が長い Y10F24 では半径方向の速度欠損領域の広がりが大きく，遠方後流域における

速度回復が顕著である． 

最大ヨー角𝜃𝑚𝑎𝑥に関しては，後流域の偏向量の大きさ，すなわち蛇行のスケールに直結す

るパラメータであるため，基本的にはヨー角を大きくとればとるほど風速回復効果は大き

くなっていく．風速低下が顕著なコンター上の水色の領域に着目すると，𝜃𝑚𝑎𝑥=5,10,20°と

増大するに従って後流域の風速が増大していることがわかる．しかしながら，𝜃𝑚𝑎𝑥=10°の

Y10F35 と𝜃𝑚𝑎𝑥=20°の Y20F35 のケースの速度分布を比較すると，X/D = 3.0 以降の速度欠

損の分布が明らかに異なる．Y10F35 では回転中心である Y/D = 0 の後方の速度欠損が最大

となるような形状の速度コンターであるが，Y20F35 ではヨー角による偏向が大きいため，

後流域の速度欠損が二又に分岐するような分布が得られている．その結果，コンター上緑色

で表現される遠方後流域の速度欠損は最大ヨー角の大きい Y20F35 でより遠方まで残留し

ている．これは渦度分布から得られていたように，Y20F35 では蛇行運動の結果生じた渦塊

同士の距離が大きく，それぞれがほぼ独立した状態で後流域に存在することになる．翼端渦

の散逸が渦間距離の小さいケースにおいて大きかったように，渦塊の間の距離が比較的小

さい Y5F35（𝜃𝑚𝑎𝑥=5°）および Y10F35（𝜃𝑚𝑎𝑥=10°）では渦塊同士の干渉による回復効果

が生じているものといえる． 
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Ref: Fixed_0deg (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 0°) 

 

 

Y5F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 5°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

 

 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

 

 

Y20F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

Figure 4-12 : 主流方向速度分布（時間平均場，最大ヨー角変化） 
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Y10F71 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.71 ) 

 

 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

 

 

Y10F24 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.24 ) 

 

 

Y10F17 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.17 ) 

Figure 4-13 : 主流方向速度分布（時間平均場，制御周期変化） 
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より定量的な議論のため，時間平均場における半径方向の主流方向速度分布について

Figure 4-14 に示した．各ケースについて X/D = 1.0 から 1.0 刻みで X/D = 8.0 までの分布を記

載している．基準となる制御なし条件と比較すると，風車後流の速度欠損において特徴的で

ある 2 山の欠損構造が早期に 1 山のガウス分布的な形状へ移行していることがわかる．制

御なし条件では X/D = 5.0 においても 2 山構造が確認できるが，Y10F71 以外の周期的ヨー

角条件は X/D = 2.0 までにガウス分布的な形状へと変化している．これは後流域の蛇行によ

って後流域内部のウインドシアが平滑化された結果だと考えることができる．X/D = 6 以降

の分布形状に着目すると，通常回転中心である Y/D = 0 周辺の速度欠損が最大となるが，ヨ

ー角付加により後流域が屈折した影響で，Y10F35 や Y10F24 は回転中心より外側（ex. |Y/D| 

= 0.4）に速度欠損の中心が移動しており，緩やかな 2 山構造へと再び推移している．これは

横方向に離れた風車群に速度欠損の影響が波及する可能性を示している． 

最大ヨー角による変化の様子についても，Figure 4-14 と同様に X/D = 1.0 ~ 8.0 までの半径

方向分布を取得したものを Figure 4-15 に図示した．最大ヨー角の増大に伴って，後流域の

屈折角が大きくなるため，半径方向に対する速度欠損域の広がりが顕著になっている．

Y5F35 と Y10F35 のケースは X/D = 1.0 の近傍後流に見られる 2 山の速度欠損形状からガウ

ス分布に移行し，欠損域が縮小していく形で速度回復が進行していく．一方，Y20F35 の推

移は傾向が異なり，ヨー角付加による後流域の屈折が大きい為，速度欠損域が 2 つに分割さ

れていく様子が X/D = 4 以降のコンターおよび半径方向分布からも確認でき，X/D = 6 にお

ける分布では，回転中心である Y/D = 0 付近では主流方向速度が流入風の 90%以上まで回復

しているにも関わらず，比較的外側である|Y/D| = 0.8 付近では 80%ほどと，横方向に離れた

風車への影響が懸念される．これと比較して Y10F35 のケースにおいては Y/D = -0.9 ~ 0.9 の

領域全体で風速が主流方向速度の 80%を超えており，Y20F35 のケースよりも風速回復効果

が大きいものと判断できる． 
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Figure 4-14 : 主流方向速度（時間平均）の半径方向分布 (Z = 0 平面) 
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Figure 4-15: 主流方向速度（時間平均）の半径方向分布 (Z = 0 平面) 
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4.3.4 ロータ等価風速 

続いて，2.3.1 で述べた手順でロータ等価風速を算出し，定量的な比較を実施した．最大

ヨー角𝜃𝑚𝑎𝑥を固定し，周波数𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ を変化させた場合の結果を Figure 4-16 に，周波数を固定

し，最大ヨー角を変化させた結果を Figure 4-17 に示す．平均風速のコンターにおける結果

と同様に，後流域に蛇行運動を与えることで後流域の風速が増大していることが確認でき

る． 

ロータ等価風速の極小値の位置について，まず基準となる制御無し条件では風速極小位

置は X/D = 2 近傍である．制御を適用することで，風速極小位置は上流側に推移する傾向が

確認でき，早期に回復に転じていることがわかる．この風速回復開始位置の移動は，周期的

ヨー角条件によって翼端渦列の崩壊が促進していることが理由の一つとして考えられる．

風速極小位置の変化については，およそ最大ヨー角の大きさに応じて決まっており，

 𝜃𝑚𝑎𝑥=5°では極小値の位置は X/D=1.5 近傍，𝜃𝑚𝑎𝑥=10°では X/D=1.0 付近，𝜃𝑚𝑎𝑥=20°では

およそ X/D=0.5 程とヨー角の増大によって風速低下領域が短くなっている．この傾向は

Figure 4-5 に示した渦度分布における翼端渦列の崩壊位置とおよそ一致している．風速低下

領域が短くなったことにより，ロータ等価風速の極小値の増大が見られる．制御なしでは極

小値が𝑈𝑅𝐸𝑊𝑆≒0.4 まで低下しているのに対し，例えば Figure 4-16 の(b)に示す最大ヨー角

10°のケース群においてはロータ等価風速の極小値が𝑈𝑅𝐸𝑊𝑆 =0.5 程度と風速低下がある程

度抑えられている．極小値の差分については Figure 4-17 のように制御周波数を固定して最

大ヨー角を変化させた場合の比較について明確に表れている． 

渦列が崩壊し，風速の低下が終了して回復に転じた後の回復傾向については，適用する制

御周波数によって風速回復率が大きく異なる．例えば Figure 4-16 における最大ヨー角 10°

のケース群に着目すると，F10F71(𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71)と F10F35(𝑓𝑦𝑎𝑤

∗ = 0.35)とでは，X/D = 4.0 以

降の値がおよそ 0.2 (20%)も異なる．この傾向はすべての最大ヨー角について当てはまり，

制御周波数𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71のケースで等価風速の値が最も小さく，𝑓𝑦𝑎𝑤

∗ = 0.24, 0.35 で増大した

あとで蛇行運動のスケールが最も大きい𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.17ではまた値が落ち込んでいく傾向が確

認できた．単純な非定常運動の激しさで考えれば，周波数の大きい𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71が最も高速で

ヨー角を変化させているため大きいにも関わらず，ロータ等価風速の回復に繋がらなかっ

た．これは周波数𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71のケース群においては後流域に与えた風速変動のスケールが

制御適用前と同程度と小さく（Figure 4-10），主流との混合において大きな寄与を持たない

ことが理由として考えられる．一方，積分特性スケールで 0.3~0.8D 程度の変動を加えた

𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.24, 0.35のケース群においてロータ等価風速が大きくなっており，後流域の速度欠

損と主流域との運動量交換が活発に行われていると予想できる． 
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(a) 最大ヨー角 5°のケース群 

 

(b) 最大ヨー角 10°のケース群 

 

(c) 最大ヨー角 20°のケース群 

 

Figure 4-16 : ロータ等価風速(最大ヨー角固定，周期変化時の比較) 

 

 

(a) 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71のケース群 

 

(b) 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35のケース群 

 

(c) 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.24のケース群 

 

(d) 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.17のケース群 

Figure 4-17 ロータ等価風速（制御周波数固定，最大ヨー角変化時の比較） 
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4.4 後流域の運動量輸送 

本節では 2.3.3 で解説した運動量式に従って後流域の運動量収支について計算を行い，周

期的ヨー角条件による運動量回復効果を確認する． 3 章と同様，後流域に仮想的な円筒面

を考え，各後流位置における円筒側面を通って流入出する運動量と，側面に作用するレイノ

ルズ応力の寄与を求め，流れ方向に運動量束を積分することで運動量回復における平均流

およびレイノルズ応力による寄与を定量的に評価する． 

4.4.1 運動量評価式を用いた運動量束の推定 

式 2-12 に従って，ロータ等価風速が極小値となる後流位置から遠方後流の X/D = 8 まで

の運動量束の増分について，先ほど算出したレイノルズ応力分布と平均流による運動量束

を積分することで求める．  

Figure 4-18 に制御周波数𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ を 0.35 に固定し，最大ヨー角を 5°,10°,20°と変化させた

ケース群における後流域の運動量束の結果を示す．図中の横軸は制御対象の風車からの離

隔距離であり，X/D = 3~8 までΔX/D = 1.0 刻みで算出している．縦軸は運動量束であり，流

入風速𝑈∞が持つ運動量を 1 としたときの回復率である．それぞれの項目が式 2-4 の右辺第

1 項，第 2 項，第 3 項に対応しており，赤色は速度欠損が生じた後の運動量束，青色と緑色

がそれぞれ後流域に存在する平均流とレイノルズ応力によって増加する運動量を表してい

る． 

周期的ヨー角条件と制御なし条件を比較すると，洋上風力発電所における平均的な離隔

距離である X/D = 5.0, 6.0 において，運動量基準で 2~3 倍ほど増大している．ロータ等価風

速でも確認したように，後流域の運動量は最大ヨー角の増大に伴って増加傾向にある．特に

離隔距離が小さい条件においてヨー角による差が顕著であり，X/D = 3 での値では，𝜃𝑚𝑎𝑥 =

5°は運動量束が約 40%，𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°では約 65%と 20%以上の差があるのに対し，X/D = 7, 8

では両者の差は 10~15%ほどに縮まっている．このような傾向は，各項目の増分を個別に確

認することで理解できる．Figure 4-18 の各項目の値について，制御なし条件の値からの差分

を取ったものを Figure 4-19 に示した．これを見ると，最大ヨー角が大きくなるにつれて赤

色で示す速度欠損の減少による運動量増加量が大きくなっていることがわかる．これは，風

車ヨー角が大きくなるにつれて後流域の偏向量が増加するため，検査面と後流域のズレが

大きくなり結果として速度欠損が減少したものである．平均流とレイノルズ応力によって

流入する積算の運動量束に関しては X/D = 7,8 など遠方後流域においてはケース間の差は小

さくなる一方で，最大ヨー角が大きくなることでより上流側で運動量を取り込んでいる傾

向が見える． 
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Y5F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 5°) 

 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°) 

 

Y20F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°) 
 

Fixed_0deg （制御なし） 

Figure 4-18 : 各後流位置における運動量束（最大ヨー角変化） 

 

 

Y5F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 5°) 

 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°) 

 

Y20F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°) 

 

Figure 4-19 : 無次元運動量束における制御適用後と制御なしとの差分（最大ヨー角変化） 
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続いて，ヨー運動の制御周波数による影響を確認する．最大ヨー角を 10°に固定し，制

御周期を変更したケース群における後流域の運動量束を Figure 4-20 に，制御なし条件との

差分を取ったものを Figure 4-21 に示した． 

まず，赤色で示す風速極小値での運動量束については，先の最大ヨー角の結果でも述べた

ように，後流域の偏向量によって左右される値であるため，時間平均でのヨー角が変化しな

いこれらのケース群では明確な差が現れなかった．  

一方で，制御周波数𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ の変更による依存性が見られるのが後流域での平均流とレイノル

ズ応力による回復分である．制御周波数の大きい Y10F71 では，制御なし条件と比較して平

均流とレイノルズ応力による回復率の増加分がそれぞれ 5%程度であるのに対して，Y10F35

と Y10F24 においては平均流による項の増分が最大 25%，レイノルズ応力では 15%程度と

大幅に運動量流入が増大している．この結果は後流域の蛇行運動による運動量束の差を顕

著に表しているといえる．  

  

 

Y10F71 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗  = 0.71) 

 

Y10F35 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗  = 0.35) 

 

Y10F24 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗  = 0.24) 

 

Y10F17 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗  = 0.17) 

Figure 4-20 : 各後流位置における運動量束（制御周期変化） 
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Y10F71 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗  = 0.71) 

 

 

Y10F35 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗  = 0.35) 

 

 

Y10F24 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗  = 0.24) 

 

Y10F17 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗  = 0.17) 

Figure 4-21 : 各項における制御適用後と制御なしとの差分（制御周期変化） 

 

4.4.2 平均流による運動量束 

Figure 4-22 に各周期的ヨー角条件における主流方向速度𝑢と半径方向速度𝑣𝑛を掛け合わせ

て算出した，平均流による運動量束のコンターを示した．値については主流風速𝑈∞と密度

𝜌で無次元化している．まず，制御周波数を固定し，最大ヨー角𝜃𝑚𝑎𝑥を変化させたときのケ

ースについて議論する． X/D = 1 の分布について確認すると，制御なし条件では半径方向外

側に向かう運動量束（正の値）が存在しているのに対し，ヨー角が大きくなるにつれて運動

量回復を表す負の値の領域が強くなっている．これはヨー角の増大によって運動量の回復

開始位置が上流側に推移していることを表している． 

X/D = 2.0 および X/D = 3.0 の分布に着目すると，各象限において運動量輸送の方向が明確

に異なることがわかる．蛇行運動によって後流域が輸送されている方向に関しては正の値，

これに直交する方向について後流域内側向きの負の値が得られている．これは，蛇行運動に

よって後流域が持つ運動量が外側へと押し出されている一方で，側方部から運動量を取り

込む効果があることを示している． 

続いて，定量的な評価のため，各流れ方向位置における平均流による流入方向距離あたり

の流入運動量束𝑀𝑖𝑛,𝑎𝑣𝑒を算出して Figure 4-23 に示した．算出においては式 2-29 における平

均流項において𝑥方向の積分を行わずに位置𝑥における断面の円周方向の積分のみを実施し

た(式 4-5)．値は無次元化し，流れ方向距離 1D あたりの流入運動量束として求めた． 
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横軸に風車からの距離，縦軸に平均流による流入運動量束の大きさを示している．縦軸の

正負が切り替わる位置に着目すると，制御なしの場合では X/D = 2 近傍で正の値（=運動量

流入）に切り替わっているのに対し，ヨー角を大きくしていくと次第に上流側へと推移して

いることがわかる．これは Figure 4-5 に示した渦度分布にも表れていたように，大きなヨー

角を付加し，後流域の偏向を大きくしたことで，近傍後流域における翼端渦列が激しく崩壊

し，結果として後流域に取り込まれる運動量が増大したものと考えられる． 

 

 

 
 

 

 

X/D =1.0 

 

 

X/D =1.0 

 

 

X/D = 1.0 

 

 

X/D = 1.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D =2.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

Fixed_0deg 

（制御なし） 

Y5F35 

（𝜃𝑚𝑎𝑥 = 5°） 

Y10F35 

（𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°） 

Y20F35 

（𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°） 

Figure 4-22 : 主流方向-半径方向速度の平均流による運動量束のコンター 
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Fixed_0deg（制御なし） 

 

Y5F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 5° ) 

 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10° ) 

 

Y20F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20° ) 

Figure 4-23 : 各後流位置における平均流による運動量束（最大ヨー角変化） 

 

ヨー角の変調周期が短い Y10F71 のケースでは，X/D = 1 においてロータ円周付近に存在

しているのは半径方向外向きの運動量輸送であり（正の値），負の値の領域が確認されない

ことから，平均流による運動量の流入はほぼ生じておらず，速度低下が生じる領域であるこ

とがわかる．一方周期の長い Y10F35 および Y10F24 のケースでは，第 2 及び第 3 象限にお

いて一部，流出方向の運動量輸送の領域が確認されるものの，その他大部分の領域は半径方

向内側向きの運動量輸送が生じている．X/D = 2.0 および 3.0 では各象限における運動量輸

送の方向がより明確に現れており，蛇行運動によって後流域が輸送されている方向に関し

ては正の値，これに直交する方向について後流域内側向きの負の値が得られている．コンタ

ー上では運動量検査面上における運動量輸送の寄与が流入と流出でどちらが大きいか明確

ではないため，それぞれの後流位置における積算量について 4.4.3.1 で計算を行う． 
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X/D =1.0 

 

 

X/D =1.0 

 

 

X/D = 1.0 

 

 

X/D = 1.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D =2.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

Y10F71 

(𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.71 ) 

Y10F35 

(𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

Y10F24  

 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.24 ) 

Y10F17  

 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.17 ) 

Figure 4-24 : 主流方向-半径方向速度の平均流による運動量束のコンター 
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Y10F71 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.71 ) 

 

Y10F35 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

 

Y10F24 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.24 ) 

 

Y10F17 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.17 ) 

Figure 4-25 : 各後流位置における平均流による運動量束（制御周波数変化） 

 

4.4.3 レイノルズ応力 

最大ヨー角を変化させた場合の YZ 断面のレイノルズ応力分布を Figure 4-26 に，各断面

でのレイノルズ応力による流入運動量束の推移を Figure 4-27 に示した．各後流位置におけ

るレイノルズ応力の流入運動量束𝑀𝑖𝑛,𝑟𝑒𝑦については平均流と同様に，式 2-29 のレイノルズ

応力に関する項のうち，位置𝑥における断面の円周方向の積分のみを実施することで算出し

た．値は無次元化し，流れ方向距離 1D あたりの流入運動量束として求めた． 

レイノルズ応力においても，平均流と同様にヨー角の増大に伴って極大となる位置が上

流側に推移していることが Figure 4-27 のグラフから確認できる．断面の分布からは後流域

が蛇行運動によって揺さぶられることで，レイノルズ応力が発生している範囲が広くなっ

ていることが見て取れる．発生している応力がほぼ全て負の値（主流から運動量束を取り

込む方向）を示していることから，このレイノルズ応力の発生元が小規模渦ではなく，大

𝑀𝑖𝑛,𝑟𝑒𝑦(𝑥) =
𝐷

2
∫ −𝜌(𝑢′𝑣𝑛′̅̅ ̅̅ ̅̅ )𝑥,𝜓𝑑𝜓
2𝜋

0

≈∑−𝜌(𝑢𝑖,𝑗
′ 𝑣𝑛𝑖,𝑗

′ )𝑑𝑠

𝑚

𝑗

 

∑𝑑𝑠 

𝑚

𝑗

= 𝜋𝐷 

 式 4-6 
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規模構造である蛇行運動によって誘起されたものであるとわかる．またヨー角の大きさに

関わらず，X/D = 7.0 や 8.0 といった遠方後流域での寄与はわずかであり，遠方後流域にお

いてはロータの運動による影響が小さいことを示唆している． 

 

 
 

 

 

X/D =1.0 

 

 

X/D =1.0 

 

 

X/D = 1.0 

 

 

X/D = 1.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D =2.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

Fixed_0deg 

（制御なし） 

Y5F35 

(𝜃𝑚𝑎𝑥 = 5°) 

Y10F35 

 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°) 

Y20F35 

 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°) 

Figure 4-26 : 主流方向-半径方向速度のレイノルズ応力𝑢′𝑣𝑟′̅̅ ̅̅ ̅̅のコンター 
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Fixed_0deg （制御なし） 
 

Y5F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 5° ) 

 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10° ) 

 

Y20F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20° ) 

Figure 4-27 : 各後流位置におけるレイノルズ応力による運動量束（最大ヨー角変化） 

 

続いて，各後流位置における YZ 断面におけるレイノルズ応力分布を Figure 4-28 に示し

た．X/D = 1.0 の近傍後流において，λ=6.67 の制御なしケースの結果（Figure 3-22）と比

較して，より早期に渦崩壊によるレイノルズ応力が発生していることが確認できる．ヨー

角変化の周期が短い Y10F71 では負のレイノルズ応力分布が翼端の軌跡によるリング状を

留めているが，ヨー角変化の周期が長周期になる Y10F35, Y10F24 ではレイノルズ応力が

YZ 平面における第 2 および第 4 象限に集中している．螺旋構造が消失し，さらに遠方に

向かっていくと，蛇行運動によって渦塊の 2 極化が進行していく．制御なしのλ=6.67 と

比べるとレイノルズ応力分布の範囲と強度が増大していることが見て取れる．  

Figure 4-29 の各後流位置におけるレイノルズ応力の大きさに着目すると，レイノルズ応

力のピーク位置が全ケースでほぼ同一の X/D = 1.5 周辺であることがわかる．蛇行運動が

見られない Y10F35 ケースにおいてはレイノルズ応力による運動量増分が小さく，他のケ

ースと比較すると乱流成分による運動量回復効果が小さい． 
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X/D =1.0 

 

 

X/D =1.0 

 

 

X/D = 1.0 

 

 

X/D = 1.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D =2.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D = 2.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

 

 

X/D = 3.0 

Y10F71 Y10F35 Y10F24 Y10F17 

Figure 4-28 : 主流方向-半径方向速度のレイノルズ応力𝑢′𝑣𝑟′̅̅ ̅̅ ̅̅のコンター 
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Y10F71 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.71 ) 

 

Y10F35(𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

 

Y10F24 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.24 ) 

 

Y10F17 (𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.17 ) 

Figure 4-29 : 各後流位置におけるレイノルズ応力による運動量束（制御周波数変化） 

 

4.4.3.1  蛇行運動による負のレイノルズ応力発生のしくみ 

今回の座標設定において主流からの運動量流入に対応する負のレイノルズ応力について，

発生機構を次のように考えることができる．Figure 4-30 に Y10F35 ケースにおける主流方向

速度と半径方向速度の瞬時場を示した．半径方向速度については Y/D = 0 で正負が反転して

いるが，これは回転中心（Y/D = 0）から離れていく方向を正，近づく方向を負として定義

されているためであり，流体運動自体に不連続性があるわけではないことに注意されたい．

この速度コンターにおいて，図中のように Zone1 と Zone2 を取り，速度分布を確認する．

Zone1 と Zone2 はそれぞれ風速の小さい速度欠損域と大きい主流領域の両方が含まれるよ

うに設定した．Zone1 では Y/D > 0 の領域で主流方向風速が大きく Y/D < 0 で主流方向風速

が小さい分布となっており，Zone1 と逆方向の蛇行運動が見られる Zone2 の分布ではこれら

の関係が逆転している．これらの領域について半径方向速度分布と照らし合わせてみると，

速度欠損の大きい領域（Zone1 の Y/D < 0 と Zone2 の Y/D > 0）では半径方向速度が正の値

を，主流方向速度の大きい領域（Zone1 の Y/D >0 と Zone2 の Y/D < 0）では半径方向速度は

負の値を示している．これは後流域の蛇行運動によって速度欠損域が外側へ押し出される

とき，押し出された領域を埋め合わせるように風速の大きい主流を取り込んでいることを

意味している．この結果，半径方向速度が負の値に変化するときは同時に主流方向速度が大
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きくなりやすく，逆に半径方向速度が正の値に変化するときには主流方向速度が小さくな

りやすいため，これらを時間平均すると𝑢′𝑣𝑛
′̅̅ ̅̅ ̅̅  < 0 となる．  

 

 

主流方向速度（ケース：Y10F35） 

   

半径方向速度（ケース：Y10F35） 

Figure 4-30 : レイノルズ応力の発生機構（上：主流方向速度 下：半径方向速度） 

 

4.4.3.2  DMDによる周波数解析 

3.6 節での DMD のモード分解を用いて，各制御ケースに関する周波数分解を実施する．

ここで，DMD に用いた時間窓は各制御周期の 2 倍程度とし，時間刻みはロータのアジマス

角 60°ごと（𝑡∗ = 0.0785)とした．時系列データの抽出はハブ高さである Z = 0 における XY

平面である． 

2.3.4.2 で解説した方法で各ダイナミックモードの乱流エネルギーを算出し，全体の乱流

エネルギーで正規化したものを周波数ごとにまとめた．これらの結果について，Figure 4-31

と Figure 4-32 に示す．横軸には無次元化した周波数𝑓∗(= 𝑓𝐷/𝑈∞)を，縦軸には正規化した

乱流エネルギーを示した．グラフ内に挿入された実線と破線はそれぞれロータの回転周波

数と制御で加えた周期的ヨー角条件の周波数𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ を表している．Figure 4-31 の最大ヨー角を

変化させたケース群の分布を確認すると，いずれも制御周波数の位置にピークが表れてお

り，制御によって与えた変動が流れ場に伝わっていることが見て取れる. 全体への寄与率で

はロータの回転周期や翼端渦の放出周期の比重は小さくなっている． 
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X/D 

Y
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Zone 2 
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Zone 1 

速度の方向 
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Y5F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 5° ) 
 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10° ) 

 

Y20F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20° ) 
 

Fixed_0deg （制御なし） 

Figure 4-31 : ダイナミックモードの乱流エネルギーから得た周波数ごとのエネルギー寄与

率（最大ヨー角変化） 

 

 

 

Y10F71 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.71 ) 

 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35 ) 

 

Y10F24 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.24 ) 

 

Y10F17 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.17 ) 

Figure 4-32 : ダイナミックモードの乱流エネルギーから得た周波数ごとのエネルギー寄

与率（制御周波数の変化） 

 

続いて，各ケースにおいて変動が顕著であった周波数におけるダイナミックモードの確
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認を行う．Figure 4-33 には，Y10F35 のケースに関して，周期的ヨー角条件の制御周期に着

目して抽出を行ったダイナミックモードを示した．X 方向速度成分 U および Y 方向成分 V

の分布から蛇行運動を抽出したダイナミックモードであると説明がつく．まず U について

は Y/D = 0 を境として主流方向速度変動の正負が周期的に入れ替わるような構造になって

いる．これは後流域の速度欠損が押し出された側が負の速度変動を受けている時，Y/D = 0

を挟んで反対側では主流域から取り込んだ風速によって正の速度変動が生じるようなモー

ドであり，蛇行運動と合致した挙動として理解できる．続いて Y 方向の風速 V については，

Y/D = 0 による隔たりがなく，一定周期で後流域に正負切り替わる風速変動のモードが現れ

ており，これは明らかに風車にヨー角を付加することによって誘起された横方向速度の変

化に対応している． 

 

  

 

X 方向成分ダイナミックモード (𝑓∗ = 0.35, Y10F35) 

   

 

Y 方向成分ダイナミックモード (𝑓∗ = 0.35, Y10F35) 

   

 

Z 方向成分ダイナミックモード (𝑓∗ = 0.35, Y10F35) 

Figure 4-33 : 周期的ヨー角条件の制御周波数におけるダイナミックモード（Y10F35 ケー

ス） 
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（a）   縮約モデルの構築 

前節で実行した DMD によって得られたダイナミックモードのうち，主要な周波数帯のモ

ードによる風速変動だけを平均場に与える縮約モデルの構築を行う．構築した縮約モデル

には着目する周波数による風速変動しか保持していないため，この時系列データからレイ

ノルズ応力を計算することで，特定の周波数帯によるレイノルズ応力への寄与を明らかと

することができる． 

Table 4-3 に各ケースについて縮約モデルの設定を示す．Figure 4 18 に Y10F35 の縮約モデ

ルによる流れ場を示した．周期的ヨー角条件における流れ場に特徴的な，後流域の大きな蛇

行運動が 1 つのダイナミックモードで再現されていることがわかる．このような縮約モデ

ルから変動成分によるレイノルズ応力を計算し，全変動を含んだ CFD 解から導かれたレイ

ノルズ応力の値と比較することで，流れ場に与えた周波数帯のレイノルズ応力全体への寄

与率を算出することが可能である．  

 

Table 4-3 : 縮約モデルの設定 

縮約モデル名 対象ケース 
対象ケースの制

御周波数 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗  

対象ケースの

最大ヨー角 

抽出する無次元

周波数 𝑓∗  

Y10F71_R Y10F71 0.71 10° 

< 1.0 

Y10F35_R Y10F35 0.35 10° 

Y10F24_R Y10F24 0.24 10° 

Y10F17_R Y10F17 0.17 10° 

Y5F35_R Y5F35 0.35 5° 

Y20F35_R Y20F35 0.35 20° 
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CFD 解 (Y10F35) 

 

 

縮約モデル (Y10F35_R) 

Figure 4-34 : 主流方向速度コンターにおける縮約モデルと CFD 解との比較 

 

（b）   与えた蛇行運動のレイノルズ応力への寄与 

作成した縮約モデルを時間発展させて時系列データを用意し，CFD 解と同様に主流方向

速度と半径方向速度間のレイノルズ応力分布を導出した．Figure 4-35 に CFD 解の時系列デ

ータから求めたレイノルズ応力分布と，縮約モデルによるレイノルズ応力分布の比較を示

した．まず，X/D = 1 未満の近傍後流域に着目すると，CFD 解の Y/D = 0 近傍と Y/D = ±0.5

近傍で確認できる翼根渦と翼端渦由来のレイノルズ応力について，縮約モデルにおいては

確認できない．一方で翼端渦の構造がほぼ消失し，後流域の蛇行の様子が顕著に現れる X/D 

= 2 より後方の後流域においては，縮約モデルより導出したレイノルズ応力の値が全変動を

含む CFD 解の値とほぼ一致している．これは，周期的ヨー角条件によって与えた後流域の

蛇行運動がレイノルズ応力を生み出していることを表している． 
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Y10F35 ( CFD 解) 

  

 

Y10F35_R （縮約モデル） 

 

@X/D = 0.5 @X/D = 2.0 @X/D =5.0 

 

 

Y10F35（CFD 解） 

 

 

Y10F35（CFD 解） 

 

 

Y10F35（CFD 解） 

 

 

Y10F35_R（縮約モデル） 

 

 

Y10F35_R（縮約モデル） 

 

 

Y10F35_R（縮約モデル） 

Figure 4-35 : レイノルズ応力 u’v’コンターの比較 
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縮約モデルのレイノルズ応力分布を用いて後流域の運動量回復への寄与を計算し，全変

動を含んだ CFD 解との比較を行う．Figure 4-36 にそれぞれのケースにおける結果を示す．

レイノルズ応力がピーク値を示す近傍後流域において縮約モデルと CFD 解の差が大きい一

方で以降の遠方後流域においては縮約モデルの値が CFD 解へと漸近しており，制御周波数

を含む低周波数帯の寄与が大きいことが見て取れる．これを定量的に評価するため，X/D 

= 1.0 から X/D = 8.0 までのレイノルズ応力による運動量束を積分し，後流域における運動

量束の推移と合わせて示した．その結果，明確な蛇行運動が確認できなかった Y10F71 を

除き，低周波数帯（𝑓∗<1.0）によって発生したレイノルズ応力の寄与が全体の 80%以上を

占めていることを確認した．この結果は，周期的ヨー角条件によって誘起された蛇行運動

がレイノルズ応力の発生による運動量回復において重要な役割を担っていることを示して

いる． 
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低周波数帯（𝑓∗<1.0）がレイノル

ズ応力に占める割合 

 

レイノルズ応力による流入運動量束 

Y5F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 5°) 

 

 

低周波数帯（𝑓∗<1.0）がレイノル

ズ応力に占める割合 
 

レイノルズ応力による運動量束 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°) 

 

 

低周波数帯（𝑓∗<1.0）がレイノル

ズ応力に占める割合 
 

レイノルズ応力による運動量束 

Y20F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°) 

Figure 4-36 : CFD 解と縮約モデルの比較 レイノルズ応力による流入運動量束 
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低周波数帯（𝑓∗<1.0）がレイノル

ズ応力に占める割合 
 

レイノルズ応力による運動量束 

Y10F71 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.71) 

 

低周波数帯（𝑓∗<1.0）がレイノル

ズ応力に占める割合 
 

レイノルズ応力による運動量束 

Y10F24 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.24) 

 

低周波数帯（𝑓∗<1.0）がレイノル

ズ応力に占める割合 
 

レイノルズ応力による運動量束 

Y10F17 (𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.17) 

Figure 4-36 : CFD 解と縮約モデルの比較（レイノルズ応力による運動量増分） 
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4.5 運動量回復効果に関する考察 

 この節では，風車後流域に存在する風速変動のスケールと運動量回復効果との関係につ

いて考察を行う． 

4.5.1 積分特性スケールと流入運動量束 

4.3.2 で求めた後流域の積分特性スケールと後流域における流入運動量束の比較から，後

流域に存在する変動のスケールの運動量回復における寄与を確認する．まず，流入運動量束

の定義を行う．4.3.4 節で算出した各後流位置における平均流による流入運動量束𝑀𝑖𝑛,𝑎𝑣𝑒と

レイノルズ応力による流入運動量束𝑀𝑖𝑛,𝑟𝑒𝑦を加えたものを各後流位置における正味の流入

運動量束𝑀𝑖𝑛とする（式 4-7）． 

この項𝑀𝑖𝑛は各後流位置において，検査面を通過して後流域に流入している運動量束の大

きさを表しており，主流方向 1D あたりの流入運動量束となるように無次元化した．例えば

𝑀𝑖𝑛=0.1 であれば，主流方向に 1D 進んだとき，風車回転面積基準で設定した運動量束が 10%

回復することになる．この指標を確認することで，局所的に運動量流入が大きい箇所と小さ

い箇所を調べることができる． 

各後流位置おける流入運動量束と積分特性スケール𝐿𝑥および𝐿𝑦を比較することで運動量

回復効果における変動の長さスケールの寄与を確認する．今回与えた周期的ヨー角条件全

12 ケースについて各後流位置における変動の積分特性スケールと流入運動量束の関係を

Figure 4-37 と Figure 4-38 に示した．グラフ中の点線は各ヨー角のケースごとの 2 次関数で

の近似曲線である．流入運動量束のばらつきが大きく，変動スケールと流入運動量束との間

の関係について明確な関係性が得られるものではないことがわかる．このようなばらつき

が存在する理由として，X/D = 5,6,7 などの比較的遠方の後流域においては流入運動量束が

小さいことが挙げられる．特に赤色でプロットしたヨー角の大きい𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°のケース群

においてその値が小さく, 遠方後流域では運動量回復がほぼ完了しているために主流から

取り込まれる運動量束が小さくなっている．  

 

𝑀𝑖𝑛(𝑥) = 𝑀𝑖𝑛,𝑎𝑣𝑒(𝑥) + 𝑀𝑖𝑛,𝑟𝑒𝑦(𝑥) 

     =
𝐷

2
∫ 𝜌(�̅�𝑣𝑛̅̅ ̅ − 𝑢′𝑣𝑛′̅̅ ̅̅ ̅̅ )𝑥,𝜓𝑑𝜓
2𝜋

0

 
式 4-7 
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Figure 4-37 : 流入運動量束と X 方向積分特性スケール 

 

 

Figure 4-38 : 流入運動量束と Y 方向積分特性スケール 

 

4.5.2 周期的ヨー角条件での運動量回復効果における定量的評価 

前項（4.5.1）において後流域に存在する変動スケールだけで後流域の運動量回復量が決定

されるわけではなく，一定量の運動量回復が完了している遠方後流域に存在する風速変動

に関しては運動量回復への寄与が小さいことから，変動が存在する位置と運動量回復効果

との間に依存関係があることを確認した． 

この前提の元，運動量回復効果が大きくなる条件について考えたとき，まずは「一定の運
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動量回復が完了」したと判断する条件について定義する必要がある．風力業界の通説である

風車直径の 10 倍（10D）という離隔距離を基準としてみると，風車の 10D 後方位置におけ

る風速は流入風速の 90%以上と言われており，これを運動量束に直すと流入風が輸送する

運動量束𝑀∞に対して 0.8𝑀∞以上の運動量束が通過していると考えることができる． 

10D 後方位置における一般的な運動量束の通過量を 0.8𝑀∞と考えると，より上流側でこ

の値に達していればそれは運動量回復が促進されていると判断することができる．この基

準の元，今回実施した周期的ヨー角条件における後流域の運動量束に着目すると，X/D = 8

までの間に所定の運動量回復が得られたケースとそうではないケースとに分類できる．例

として各最大ヨー角条件において運動量回復が大きかった𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35のケースと運動量回

復の小さかった𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71のケース群における後流域の運動量束の推移を Figure 4-39 に示

した．図中に 0.8𝑀∞の位置について図示すると，𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35でヨー角を動かしたケース群に

ついてはそれぞれ Y5F35 では X/D=8 付近で，Y10F35 では X/D = 6，Y20F35 で X/D = 4 の周

辺で運動量束の通過量が 0.8𝑀∞に達しており，所定の回復量を満たしていることがわかる．

一方で𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71のケース群においてはヨー角が 5°,10°,20°全てのケースにおいて

0.8𝑀∞に達していない．この差について各最大ヨー角のケースを比較すると，グラフ中の赤

色で示した風速極小位置における運動量束の大きさによるものではなく，緑と青で示した

レイノルズ応力と平均流による流入運動量束の大きさによって生じていることがわかる． 
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Y5F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥=5°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35)  Y5F71 (𝜃𝑚𝑎𝑥=5°, 𝑓𝑦𝑎𝑤

∗ = 0.71)  

  

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥=10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35)  Y10F71 (𝜃𝑚𝑎𝑥=10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤

∗ = 0.71)  

  

Y20F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥=20°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35) Y20F71 (𝜃𝑚𝑎𝑥=20°, 𝑓𝑦𝑎𝑤

∗ = 0.71) 

Figure 4-39 : 周期的ヨー角条件における後流域の運動量束 

 

4.5.3 風速変動の存在位置と運動量回復の関係 

Figure 4-40 に，Figure 4-39 において(a)運動量回復が目標値に達しているケース群と(b)十

分な運動量回復が得られなかったケース群について，後流位置における流入運動量束と X

方向の積分特性スケールとの関係をまとめた．それぞれ折れ線グラフが各位置における 1D

あたりの流入運動量束，棒グラフが X 方向の積分特性スケールを表している．1D あたりの

流入運動量束について(a)と(b)を比べてみると，流入運動量束の絶対値については倍程度異

なる一方で，流入運動量束が大きくなる箇所を含めた分布傾向はヨー角ごとに共通してい

る．𝜃𝑚𝑎𝑥=20°は X/D < 1 の風車近傍域に，𝜃𝑚𝑎𝑥=10°, 5°においては X/D = 2~2.5 の周辺で

主流から取り込まれる運動量束が大きくなっている．これは渦度等値面(Figure 4-41)で確認

0.8𝑀∞ 

0.8𝑀∞ 

0.8𝑀∞ 0.8𝑀∞ 

0.8𝑀∞ 

0.8𝑀∞ 
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できるように，風車近傍に形成される翼端渦の螺旋構造の消失し，細かい渦塊への散逸が始

まる位置に対応している．翼端渦の崩壊は主流域との撹拌効果をもつため [32]，このよう

な位置にピークが表れていると理解できる．風車位置（X/D = 0）から流入運動量束が大き

くなる領域に至るまでの積分特性スケールを比較してみると，(a)運動量回復の大きかった

ケース群については主流方向の積分特性スケールが𝐿𝑥~0.4𝐷以上の変動が存在しているの

に対し，(b)の運動量回復の小さかったケース群については𝐿𝑥~0.2𝐷程度であり，半分または

それ以下のスケールとなっている． 

これらの結果から総合的に考えると，翼端渦が崩壊し，主流との撹拌が進んでいく過程の

中に一定の大きさの風速変動スケールが存在することで運動量回復が増大するものと考え

られる． 

 

(a) 所定の運動量回復が得られたケース群（Y5F35, Y10F35, Y20F35） 
 

 

(b) 十分な運動量回復が得られなかったケース群（Y5F71, Y10F71, Y20F71） 

Figure 4-40 : 各後流位置における流入運動量束（折れ線グラフ）と X 方向積分特性スケー

ル（棒グラフ） 
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Y5F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥=5°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35)  

 

 

Y5F71 (𝜃𝑚𝑎𝑥=5°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71) 

 

 

Y10F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥=10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35)  

 

 

Y10F71 (𝜃𝑚𝑎𝑥=10°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71) 

 

 

Y20F35 (𝜃𝑚𝑎𝑥=20°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35) 

 

 

Y20F71 (𝜃𝑚𝑎𝑥=20°, 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71) 

Figure 4-41 : 渦度等値面の可視化 

（図中の四角の枠は Figure 4-40 で確認した流入運動量束の大きい箇所を表す） 

 

4.5.4 速度変動スケールに関する考察 

先の検討では渦の長さスケールと運動量回復効果との関係について分析したが，第一章

でレイノルズ応力の発生機構について解説したように，実際には速度スケールによる依存

性についても無視できないと考えられる．プラントルの混合距離理論においては速度変動

のスケールは混合距離に比例するパラメータとして導入されていたが，本研究においては

空間分布より風速変動の値を直接取得できるため，各位置における乱流強度を算出するこ

とで各評価点における風速変動のスケールについて確認する．乱流強度の算出においては

各軸方向の変動速度（𝑣′および𝑤′はそれぞれ半径方向，円周方向速度の変動成分）の 2 乗平

均を取ることで変動の強さを表した（式 4-8）．  

 乱流強度と正味の流入運動量束との関係について表したものを Figure 4-42 に示した．そ

れぞれ棒グラフが乱流強度を，折れ線グラフが平均流とレイノルズ応力を足した流入運動

量束を表している．各ヨー角の条件ごとに乱流強度の推移を見てみると，制御周波数の変化

に対する大きな乱流強度の変化傾向は確認されず，流れ方向位置全体を通しての傾向とし

𝐼 =
1

𝑈∞
√𝑢

′̅2 + 𝑣 ′̅
2
+𝑤′̅̅ ̅

2

3
 式 4-8 
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てはほぼ同一レベルの乱流強度が得られているといえる．各乱流強度のピークと流入運動

量束の値の流れ方向位置（X/D）に対する分布傾向を比較してみると，およそお互いの増減

が連動して変化していることがわかる．一方で制御周波数による流入運動量束の変化傾向

を見てみると，乱流強度の増減に対応して流入運動量束が変化しているわけではなく，流入

運動量束が極大となるのがある特定の周波数条件𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.24 ,0.35の周辺となっていること

がわかる．極端な例としては，最大ヨー角 10°のケースについて，同一ヨー角条件の中で

は乱流強度が最も小さい値を示している Y10F35 のケースで流入運動量束が最も大きいと

いう結果が得られている．これらの結果は，速度変動スケールに関しても，際限なく大きく

すればよいというものではなく，一定の速度変動スケールが保たれていることが重要であ

ることを示唆しているといえる．また，最大ヨー角 5°のグループ，10°のグループ，20°

のグループと 3 グループ間で乱流強度および流入運動量を比較してみると，最大ヨー角が

大きくなるほど乱流強度と流入運動量束が共に増大しており，乱流強度の増減が流入運動

量束の値と全くの無関係というわけでないことも理解できる．このように速度スケールに

よる整理に関しても複雑な変化傾向を示しており，特定のパラメータだけで運動量流入を

代表するのは困難であると考えられる．第 1 章において解説した乱流強度による後流拡大

率の表現において普遍性が担保されない原因の一つがこのような考察からもわかる．流入

運動量束の大きさは渦の長さスケール（積分特性スケール）と速度変動スケール，加えて渦

の存在位置に関する依存性があり，後流域の運動量回復を整理する上ではこれらの要素が

適切に考慮される必要があると考えられる． 

  



131 

 

  

 

最大ヨー角 5°のケース群 

 

最大ヨー角 10°のケース群 

 

最大ヨー角 20°のケース群 

Figure 4-42 :乱流強度と流入運動量束との関係 
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4.6 蛇行運動が風速分布に与える影響に関する考察 

先行研究において，蛇行運動は後流域の速度欠損の低減効果を持つものとして議論され

てきた（Ainslie [37]）．この時の蛇行運動による寄与というのは，欠損領域が半径方向に移

動することによる「時間平均場で見たときの後流幅の広がり」として現れるものであり

（Figure 2-4 参照），第 1 章において解説した後流域と主流域との間における運動量交換に

よってもたらされる速度回復とは異なるものであることに注意されたい．Larsen による蛇

行運動のモデル化 [42]においては，一般的に後流域の蛇行運動を駆動する自然風の主たる

変動のスケールが後流のスケールに対して十分に大きいことから，蛇行運動は後流域の速

度分布形状に影響を与えないパッシブスカラー仮定に従うとして扱っている．一方で，今回

与えた蛇行運動については自然風の変動スケールと比較すると小さいスケールの変動も与

えており，後流域と蛇行運動のスケール差に基づいた従来のモデル化とは異なる振る舞い，

具体的には時間平均場だけではなく瞬時場における風速分布に影響を与えている可能性が

ある．本節ではこれに着目し，瞬時場における風速分布の性状を確認する． 

 

4.6.1 蛇行運動による後流幅の変化 

各瞬時場における後流半径の推移を確認することで，速度分布形状に与えられた影響を

確認する．ここでは蛇行運動による後流域の半径方向の移動を考慮した分析を行うため，ま

ず後流域の中心位置を次のように算出した． 

𝒓𝑔 =
∑ ∑ (𝑈∞ − 𝑢𝑖,𝑗)

𝑚
1

𝑛
1 𝒓𝑖,𝑗
∑ ∑ (𝑈∞ − 𝑢𝑖,𝑗)

𝑚
1

𝑛
1

 式 4-9 

ここで𝒓𝑔は後流中心，𝒓𝑛は各格子点における座標である．𝑛および𝑚はデータ取得の離散点

数を表しており，各後流位置の断面において Y=-1.7D~1.7D，Z=-1D~1D の領域をそれぞれ

𝑛=169，𝑚=125 の点数で離散化して計算している．𝑢𝑖,𝑗は各格子点での風速であり，主流風

速との差分（速度欠損）によって重みづけされた重心位置を計算していることになる． 

このように後流中心位置を算出したのち，中心から各方位に対して風速が主流の 90%と

なっている箇所を探索し，Figure 4-44 のように後流域の形状を捕捉する．このとき，中心𝒓𝑔

から境界線までの距離をr𝑤とする．全方位のr𝑤平均値を取ることで，その瞬時場における後

流域の半径とした．これを各制御周期分で時間平均処理をし，各後流位置における後流半径

R90を算出した．  



133 

 

  

 

Figure 4-43 : 蛇行運動中の後流中心 

 

 

Figure 4-44 : 後流中心と後流幅の算出方法 

 

Figure 4-45 に各ケースにおける後流半径R90の推移を示した．参照用にヨー角固定のケー

スの結果を合わせて表示している．ここで 6.4°は最大ヨー角𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°で周期的ヨー角

条件を適用した場合における平均ヨー角である．これらの固定ヨー角のケース群に関して

は，近傍後流域において緩やかに半径が増大していき，X/D = 2.0 以降では変化が緩やかに

なり大きな変化が見られなくなる傾向が得られている． 

一方で周期的ヨー角条件を適用して強制的に蛇行運動を生じさせたケース群について確

認してみると，後流半径が増大して減少に転じる際のピーク位置の存在が確認できる．それ

ぞれ𝜃𝑚𝑎𝑥= 5°のケース群では X/D = 3.0，𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°では X/D = 2.0~3.0，𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°では

X/D = 1.0~2.0 近傍にピークが存在している．  

最大ヨー角 10°のケース群に着目してみると，制御周波数𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35である Y10F35 に

おいては，条件内の最小および最大ヨー角である 0°および 10°の固定ヨー角条件から大

きく外れた値を示しており，固定ヨー角の条件の重ね合わせでは表現できない流れ場へと

変化していることが見て取れる．また，明確な蛇行運動が確認できなかった Y10F71 のケー

スに関しては後流半径の推移がそれぞれの固定ヨー角条件と類似しており，後流域の形状

に関して変化が小さいことがわかる．このような結果は後流域の蛇行運動が瞬時場の風速
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分布に影響を与えていることを示す一つの論拠となり得る．  

 

 

最大ヨー角 5°のケース群 

 

最大ヨー角 10°のケース群 

 

最大ヨー角 20°のケース群 

Figure 4-45 : 後流半径R90の推移 
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4.6.2 後流内部の等価風速 

後流域内部の風速はどうなっているだろうか．これを確認するため，先に導出した風速

90%の境界線で囲まれた領域内部におけるエネルギーの等価風速の考え方に基づいて式 2

のように算出した．概略図について Fig.3 に示した．算出方法について捕捉した後流域に

対して計算を実施するため，座標に固定された検査面を用いるロータ等価風速とは異な

り，後流域と検査面との位置関係による偏りが現れにくい評価手法だと考えられる． 

𝑢𝑒𝑤 =
1

𝑈∞
√
1

𝐴
∑𝑢𝑖,𝑗
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式 
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Figure 4-46 : 後流内部領域における等価風速の算出 

 

 各ケースにおける等価風速の結果について Figure 4-47 に示した．4.5.1 と同様，参照用に

固定ヨー角のケースを合わせて表示している．周期的ヨー角条件を適用して蛇行運動を生

じさせたケースにおいては後流内部の風速が増大しており，これは風速回復が促進されて

いることを示している．また，それぞれのヨー角に関して，𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35のケースにおいて

後流内部の等価風速が大きくなる傾向にあり，これより周期の短い𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.71では後流内

部の等価風速の回復が弱い傾向が得られた．特に最大ヨー角 10°のケースに着目すると，

𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.24, 0.35のケースに関して，固定ヨー角 0°と固定ヨー角 10°のケースの推移と比

較して X 位置に関わらず全域で後流内部の等価風速が大きい．これは固定ヨー角の定常運

転によって形成される風速分布とは異なる瞬時場を形成していることを意味している．先

述の後流半径の推移と合わせて考えても，これらの条件について後流域はパッシブスカラ

ー的な輸送ではなく，蛇行運動によって瞬時場の風速分布に影響を与えていることがわか

る． 

  

  



136 

 

  

 

最大ヨー角 5°のケース群 

 

最大ヨー角 10°のケース群 

 

最大ヨー角 20°のケース群 

Figure 4-47 : 後流内部領域の等価風速 
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4.7 4章まとめ 

風車ヨー角を周期的に変化させる周期的ヨー角条件に関する後流解析を実施した．検討

するパラメータとして，制御周波数と最大ヨー角の 2 種類を設定し，その影響について確認

した．制御周波数については 3 章において得られた結果を元に，主流風速と風車直径で無次

元化した周波数が𝑓∗<1.0 未満のものを 4 種類，最大ヨー角については，時間平均のヨー角

が IEC に定める許容ヨーエラーの範囲内となる値として 5°,10°の 2 種類に加え，極端な

運転条件の例として 20°を設定した． 

 

〇周期的ヨー角条件による流れ場の変化 

まず，後流域に存在する風速変動の指標として渦度分布の可視化を行い，周期的ヨー角条

件の付加により後流域に蛇行運動が与えられていることを確認した．また，積分特性スケー

ルの導入により，変動の長さスケールについて定量的な確認も行い，𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.71 から 0.17 ま

で変化させることで，積分特性スケールが 0.1D ~1D 程度で変化していることを確認した．

後流域のロータ等価風速を算出した結果，全ケースにおいて制御なし条件からの増大が確

認された．想定離隔距離をΔX/D = 6.0 とした場合において制御適用時には主流風速の 90%

以上まで速度回復するケースもみられた． 

 

〇後流域の運動量回復 

3 章で実施した制御なしのケース群と同様，後流域に円筒型の検査面を設定し，運動量評

価式に基づく運動量回復効果について検証した．各パラメータの寄与に関しては，最大ヨー

角の増大は近傍後流域における変動が大きくなり，翼端渦列が早期に崩壊させることがで

きるため，後流域における風速低下が小さくなり，後流域の速度欠損の減少に寄与する結果

となった．また，制御周波数の変更による速度欠損への影響は小さく，後流域側方から流入

する平均流とレイノルズ応力項に大きな影響を与える結果となった．制御周波数に対する

運動量回復効果は単調増加および単調減少ではなく，本計算においては𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =  0.35で最大

値を示した．これ以上変動周期を短くしていくと後流域の蛇行運動が確認されなくなり，運

動量回復効果が大きく低下する結果が得られた．  

 

〇運動量回復効果に関する考察 

 定量化した風速変動の積分特性スケールと流入運動量束の関係について整理を行った．

流入運動量束の増大においては変動の長さスケールもさることながらその存在位置が重要

であり，運動量回復がほぼ完了しているような遠方後流域に存在する渦・変動によって回復

する運動量束は小さく，翼端渦の螺旋構造が崩壊していく過程の中で存在する変動のスケ

ールが運動量回復に大きく影響しているという考察が得られた．今回実施した解析の中で

は，翼端渦の螺旋構造が崩れていく中で風車の半径程度のスケールの変動が存在している

ときに大きな運動量回復効果が得られた．これより半分以上小さいスケールの変動しか存

在していない場合においては運動量束の回復効果が大きく低下した．  
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〇蛇行運動が風速分布に与える影響 

 後流域の速度欠損の幅と欠損量の大きさについて，2 章で設定した検査面との位置関係に

依存しないように，蛇行運動による後流中心を追跡した評価を行った．従来のパッシブスカ

ラー仮定に基づく蛇行運動であれば制御周波数による依存性は瞬時場の性状に表れないは

ずであるが，運動量流入の結果と対応して値が変化する傾向が確認された．続いて，DMD

によって流れ場中に存在する風速変動を周波数ごとに抽出した．それぞれのケースについ

て，与えた制御周期の風速変動が 1 つのピーク値となっていることを確認した．この制御周

期に対応したダイナミックモードから縮約モデルを構築し，レイノルズ応力を評価したと

ころ，制御周期における風速変動（蛇行運動）が大きな割合を占めていることがわかった．

周期的ヨー角条件によるレイノルズ応力の増分が，周期的なヨー運動によって誘起された

蛇行運動によって得られたものであると確認できた． 
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第5章 結論 

 本研究では，数値流体力学による後流解析を用いて後流域に存在する風速変動の長さス

ケールと運動量回復効果との関係を分析した．様々なスケールの風速変動を与えるための

仮想的な条件として，ヨー角の非定常運動を用いる周期的ヨー角条件を設定し，運動量回復

を評価するための評価式の設計を行った．周期的ヨー角条件を適用することで得られた流

れ場の蛇行運動について長さスケールと運動量回復量を評価し，風速変動が持つ長さスケ

ールの変化による流入運動量束の増減について関係性を確認した． 

 

後流域の運動量回復の評価のため，後流域の運動量輸送に関する定式化を行った．風車後

方領域に円筒型の検査面を配置し，運動量保存の関係からこれを通過する運動量束および

面上に作用する圧力や応力項を合算することで任意の離隔距離における運動量束を予測す

る式を構築した．各項のオーダー評価により，後流域と主流との間に発生するせん断応力に

よる運動量の増分や，主流方向成分によって発生するレイノルズ応力項は小さいことを確

認した．定式化された運動量評価式の妥当性については，CFD によって得られた速度分布

から各項を計算することで確認を行い，遠方後流域の運動量束をよく予測できることが示

された．結果として後流域の運動量回復は，(1)風速極小位置における主流方向の運動量束

に対して，(2)後流域側方から流入する平均流による運動量束と，(3)主流方向-半径方向速度

相関のレイノルズ応力項による増分を加えたもので近似できる． 

 

周期的ヨー角条件による後流解析に先立ち，通常の運転条件の後流域における運動量回

復の評価を行った．周速比を変更したときの運動量評価式における各項の寄与を調べたと

ころ，風車のスラスト力を減らすことによる後流域の風速増大と，平均流およびレイノルズ

応力による運動量流入の増加はトレードオフの関係にあることを確認した． 

 

後流域に存在する速度変動による運動量回復として後流域のレイノルズ応力分布につい

て，近傍後流域においては翼端渦と翼根渦によってレイノルズ応力が発生するが，正負のレ

イノルズ応力分布が交互に並んだ分布となっており，互いに打ち消し合うため運動量回復

への正味の寄与は小さいことがわかった．一方で速度回復過程において有効なレイノルズ

応力は，翼端渦が崩壊した後の遠方後流域に集中しており，風車直径と流入風速で整理した

無次元周波数𝑓∗ < 1.0 の周波数帯の成分の寄与が大きいことを確認した．  

 

 周期的なヨー角変動によって後流域に様々な長さスケールの蛇行運動を与え，後流域に

流入する運動量束に関する分析を行った．変動の長さスケールを変化させるためのパラメ

ータとして付加する最大ヨー角と制御周波数の 2 つを変更し，各ケースにおける運動量回

復効果を確認した．最大ヨー角を大きくしていくと，後流域の半径方向の移動量が大きくな

り，翼端渦列が大きく揺さぶられることで干渉・崩壊がより上流側で生じるようになった．

上流側で渦崩壊が生じることで速度回復が早期に始まることになり，結果として遠方後流

域における運動量束（風速）が大きくなる．一方でヨー角を動かす周波数を変更していくと

後流域側方から流入する平均流とレイノルズ応力項が大きく変化した．また，DMD による
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解析により，後流域に発生するレイノルズ応力について主要なモードの抽出を行った結果，

レイノルズ応力の増大については、与えた変動の周波数に対応して発生した蛇行運動が支

配的な寄与を持っていることが確認できた． 

 

後流に発生させた変動の長さスケールと流入運動量束をそれぞれ各後流位置において定

量化し，両者の関係について考察を行った．流入運動量束の増大に関しては，渦（変動）の

長さスケールに加えて後流の中でどの位置に変動が存在しているかが重要な要素となるこ

とを確認した．同じ長さスケールの渦を与えても，運動量回復がほぼ完了している遠方後流

域で後流域に取り込まれる運動量束は小さく，一方で翼端渦の崩壊が生じる近傍後流域に

おいては大きな流入運動量束が大きくなる．今回の検討においては，風車の半径程度の長さ

スケールの渦・変動が翼端渦の崩壊過程の中に存在する条件において大きな運動量流入が

発生していることが分かった． 

 

変動の速度スケールの指標として，主流方向の乱流強度を算出し，長さスケールと同様，

流入運動量束との関係について分析した．流れ方向位置に対する分布傾向としては乱流強

度と流入運動量束の大きさとの間に相関関係が見られ，流入運動量束の増大において乱流

強度が一定の寄与があることを確認した．一方で，制御周波数を変化させたときの乱流強度

の増減と流入運動量束の増大は必ずしも連動しない．速度変動スケールに関しても長さス

ケールと同様，速度変動のスケールが増大するほど後流域の運動量回復に寄与するわけで

はない．今後よりケース数や時間窓の大きい解析が可能となれば，長さスケールと速度スケ

ールを統合した整理によって流入運動量束のより一般的な定量的関係が明らかとなること

が期待される．これは将来の課題の一つとして挙げられる． 

 

非定常運動が瞬時場の速度分布性状・運動量回復効果について与える影響について，瞬時

場における後流幅や後流内部領域の等価風速を算出することで考察を行った．従来の解釈

として，後流域の蛇行運動による速度欠損域の移動はパッシブスカラー仮定に従うとされ

ており，風速分布形状に対する影響は十分小さいと考えられてきた．これを真とするならば

各ケース間で瞬時場の性状に大きな差分は表れないはずであるが，蛇行運動の長さスケー

ルを変化させることで後流域の風速回復傾向が変化しているとみられる結果が得られた．

ただし，使用したデータの時間窓の長さが限られており，今回与えた変動の長さスケールは

一般的な蛇行運動のスケールと比較して小さいものも含まれていることから，従来の仮定

を完全に否定するものではないことに注意されたい．  

 

以上の研究により，後流域に存在する風速変動のスケールと後流域への流入運動量束と

の関係について一定の知見が得られた．翼端渦の螺旋構造が崩壊する段階において風車半

径程度の長さスケールの変動が存在する場合，運動量回復が大きく促進されることを確認

し，主流からの運動量束の流入出量と風速変動の長さスケールの関係性を明らかにすると

いう今回の目的に対して一定の成果を挙げることができたと考える． 

今回は長さスケールに着目した運動量回復構造の整理を試みたが，今後は速度スケール

の議論も含め，より一般的な流入運動量束と風速変動の諸量との定量的関係を明らかにし
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ていくことが課題として挙げられる．これらの知見は将来的には風車後流モデルの改良と

風車の非定常制御に対するパラメータ設定に対する寄与を与えるものと考えられる．現状

では線形的な後流速度回復を仮定している風車後流の解析モデルに対し長さスケールのパ

ラメータを含めることで，例えば局所的に大きな回復が生じる場合など非線形な状況を考

慮するような改良が考えられる．また，意図的に風速変動を後流域に与え，運動量回復を促

進させるような風車の非定常制御への応用が考えられる．今回与えた周期的ヨー条件を制

御として適用した場合の効果については付録 A において一部検討している． 
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付録A 周期的ヨー角条件における風車出力に関する検討 

A.1 概要 

4 章において後流解析を行った周期的ヨー角条件のケース群に関して，風力発電所におけ

る運用を想定し，風車 2 台が前後に並んだ場合に制御手法の 1 つとして適用した場合にお

ける発電量増大効果と運転条件の付加に伴う問題点について考察する．先に導出したロー

タ等価風速のデータと，制御適用時のパワー係数の変化を元に，幾つかの想定される位置関

係にある 2 台の風車組の合計発電量の算出を行う．ヨー運動の制御周期と最大ヨー角のパ

ラメータ変化による発電量増大効果の変化について検証し，制御ポテンシャルの確認を行

う．  

A.2 解析ケース 

解析に用いるのは，4 章において実施した周期的ヨー角条件のケース群である．制御パラ

メータの一覧について，次に再掲する．今回与えた周期的ヨー角条件について実際の風車ス

ケールに直して考えてみると，NREL5MW 風車 [87]では回転数が 12rpm, ヨードライブの

出力が 0.3°/s であり，一分間で 18°のヨー角変更ができると推定される．これに対応する

ケースは今回の条件においては Y5F17 がおよそ該当しており，その他のケースについては

現行風車のヨードライブの出力を大きく超えた運動であると考えられる．実運用を考えた

場合においてはこのヨードライブ出力の問題がまず課題となると考えられる． 

 

Table 4-1:解析ケース（再掲） 

ケース名 
最大ヨー角 

 𝜃𝑚𝑎𝑥 [deg] 

無次元制御周波数 

𝑓𝑦𝑎𝑤
∗  

（括弧内は有次元値） 

無次元周期 

𝑡𝑦𝑎𝑤
∗  

（括弧内は有次元値） 

Y5F71 

5 

0.71 (2.37 Hz) 1.4 (0.42 sec) 

Y5F35 0.35 (1.17 Hz) 2.8 (0.85 sec) 

Y5F24 0.24 (0.8 Hz) 4.2 (1.25 sec) 

Y5F17 0.17 (0.57 Hz) 5.6 (1.75 sec) 

Y10F71 

10 

0.71 (2.37 Hz) 1.4 (0.42 sec) 

Y10F35 0.35 (1.17 Hz) 2.8 (0.85 sec) 

Y10F24 0.24 (0.8 Hz) 4.2 (1.25 sec) 

Y10F17 0.17 0.57 Hz) 5.6 (1.75 sec) 

Y20F71 

20 

0.71 (2.37 Hz) 1.4 (0.42 sec) 

Y20F35 0.35 (1.17 Hz) 2.8 (0.85 sec) 

Y20F24 0.24 (0.8 Hz) 4.2 (1.25 sec) 

Y20F17 0.17 0.57 Hz) 5.6 (1.75 sec) 
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A.3 評価手法 

周期的ヨー角条件適用時の発電量評価の手法について説明する．後流干渉が存在する場

合の風車 2 台の合計発電量について，制御対象風車のパワー係数 CPと，4 章で導出した想

定離隔距離におけるロータ等価風速𝑈𝑅𝐸𝑊𝑆を用いて推定する．この値を後流干渉の存在しな

い場合の最大風車出力で正規化し，2 台風車合計の発電効率 𝜂2𝑟𝑜𝑡𝑜𝑟𝑠を求める 

 

A.3.1発電効率 

流入風方向に対し，ある想定離隔距離ΔX 離れて配置された 2 台の風車を考える．この 2

台の風車のうち，上流側の風車に周期的ヨー角条件を適用し，後続風車にはヨーエラーが生

じないように風向に正対させる通常のヨー制御を適用した状況を考える．想定する状況の

概略図を Figure A-2 に図示した．この時，2 台の風車の合計発電量𝑃2𝑟𝑜𝑡𝑜𝑟𝑠は次の式 A-1 の

ように計算できる． 

𝑃WT1 = 𝑀𝑥𝜔 −𝑀𝑧�̇�𝑦𝑎𝑤 

𝑃WT2 =
1

2
𝜌CP,opt𝐴𝑈𝑅𝐸𝑊𝑆

3  

 

𝑃2𝑟𝑜𝑡𝑜𝑟𝑠 = 𝑃WT1 + 𝑃WT2 

式 A-1 

𝜂2𝑟𝑜𝑡𝑜𝑟𝑠 =
𝑃2𝑟𝑜𝑡𝑜𝑟𝑠

CP,opt𝜌𝐴𝑈∞
3  

  

式 A-2 

 

 ここで，𝑀𝑥𝜔 −𝑀𝑧�̇�𝑦𝑎𝑤は周期的ヨー角条件を適用した場合の上流側の風車 WT1 の出力

であり，回転軸トルク𝑀𝑥に回転角速度𝜔を乗じることで発電に寄与するトルクを算出して

いる．この時，周期的ヨー角条件適用時にヨードライブの作動によって消費する電力を考慮

し，ヨートルク𝑀𝑧の値を角速度�̇�𝑦𝑎𝑤と乗じることでヨードライブの仕事率を算出し，風車

軸トルクによる仕事から差し引くことで，制御適用時の正味の発電量として評価を行う． 

 
Figure A-1 : 各空力の定義  

 

CP,optは下流側の風車 WT2 のパワー係数であり，最適運転点で運転することを仮定した．
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それぞれの風車が利用できる運動エネルギー流束は，WT1 の上流側には後流による速度欠

損が存在しないと仮定すれば，1/2𝜌𝐴𝑈∞
3であり，下流域のロータ WT2 が利用できる運動エ

ネルギー流束はロータ等価風速を用いて計算すれば1/2𝜌𝐴𝑈𝑅𝐸𝑊𝑆
3 と書き表すことができる．

1.2.2 項で述べた洋上風力発電所における平均的な風車離隔距離はおよそ 5~6D であった．

これを基準として，最も干渉の影響が顕著となる主流方向に 5D, 6D の離隔距離が確保され

ているケース，加えて今後の発電所のコンパクト化を想定し，離隔距離 4D を加えて合計 3

箇所におけるロータ等価風速𝑈𝑅𝐸𝑊𝑆を用いて後続風車の発電量の計算を行う． 

以上を用いて合計発電量𝑃2𝑟𝑜𝑡𝑜𝑟𝑠を求め，後流干渉の影響が存在しない場合の 2 台の風車の

最大発電量CP𝜌𝐴𝑈∞
3で正規化することで，発電効率𝜂2𝑟𝑜𝑡𝑜𝑟𝑠を算出する（式 A-2）． 

 

Figure A-2 : 2 台の風車における発電効率計算における想定図 

 

A.4 条件適用時の風車単機出力 

A.4.1 理論式からの推定 

通常，ヨーエラーの増大によって風車出力は低下していくが，この低下量については受風

面に直交する風速の変化から式 A-3 のように導出される．ヨーエラー𝜃が存在する時の風車

は，流入風速𝑈∞の余弦成分𝑈∞cos𝜃に対して正対していることになり，結果風車の発電量が

低下してしまう．固定ヨー条件においては流入風向との正射影分がパワーに対する損失と

なり，ヨー角の余弦の 3 乗で出力が低下していく [88]． 

 

P

Pmax
= cos3 𝜃 式 A-3 
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Figure A-3 : 固定ヨー角条件とパワー係数の関係 [88] 

 

周期的ヨー角条件を適用した場合に関しても WRC 同様にヨー角付加による風車出力の

低下が予想されるため，周期的ヨー角条件の時間平均ヨー角から出力低下量に関する見積

もることを考える．今回の解析で用いた周期的ヨー角条件の最大ヨー角𝜃maxは 5°，10°，

20°の 3 種類であるから，式 4-3 より時間平均のヨー角は Table A-1 に示すように算出され

る．周期的ヨー角条件におけるパワー係数の低下をこの時間平均ヨー角を付加したときの

低下量に置き換えて考えると，式 A-3 よりそれぞれ 99.5%，98.1%，92.8%と計算できる．

IEC61400-1 [16]における設計基準では，𝜃mean = 8°未満のヨーエラーを許容しており，

𝜃mean = 8°でのパワー係数は 97.1%であるため，3%の出力低下を誤差範囲として扱ってい

る． 

 

Table A-1 : ヨー角によるパワー係数の低下 

周期的ヨー角条件の 

最大ヨー角 

𝜃max 

時間平均ヨー角 

𝜃mean 

制御前とのパワー係数の比

（理論値:式 A-3 より） 

𝐶𝑝/𝐶𝑝𝑚𝑎𝑥 × 100 

5° 3.18° 99.5% 

10° 6.37° 98.1% 

20° 12.7° 92.8% 

 

A.4.2 風車軸トルクの変動 

続いて CFD 解から風車出力を算出する．制御適用時の空力変動を確認するため，風車翼

に発生するロータの回転軸トルク𝑀𝑥の時系列変化に着目する．まず，制御周波数を𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.35

に固定して最大ヨー角を変化させたときのロータ軸トルクの時間履歴を Figure A-4 に示す．

最大ヨー角の増大に従ってロータ１周ごとのトルク変動が顕著となり，Y20F35 のケースに

おいては最大±50%の大きな変動が現れている．これに対し， Y10F35 のケースでは±10%

程度，Y5F35 では数%程度である．続いて，最大ヨー角𝜃max = 10°を固定して制御周波数

を変化させたときのロータ軸トルクの時系列変化を Figure A-5 に示した．こちらはトルク変
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動の振幅の大きさ自体は大きく変化せず，制御周波数に応じたトルク変動が確認された．こ

のようなトルクの変動はヨー角付加によってアジマス角ごとに風車翼の迎角が変化するこ

とで発生していると考えられ，同様の傾向が風洞試験 [89]や数値解析 [90]から指摘されて

いる． 

 

 

Figure A-4 : ロータ軸トルク時間履歴（最大ヨー角変化） 

 

 

Figure A-5 : ロータ軸トルクの時間履歴（制御周波数変化） 

 

 次に翼面上の空力の変化からトルク変動が生じている原因について確認する．Figure A-6

に周期的ヨー角条件のヨー角が最大値𝜃𝑦𝑎𝑤(𝑡
∗) = −𝜃𝑚𝑎𝑥の場合における各ブレードの翼面

上圧力係数分布𝐶𝑝の変化について示した．圧力係数の定義は式 A-4 に示した．ここで𝑎は音

速，𝑝は圧力，𝑝∞は大気圧を表す． 
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𝐶𝑝 =
𝑝 − 𝑝∞
1
2
𝜌𝑎2

 式 A-4 

流入風に対するヨーエラーが存在する場合，各ブレードは付加したヨー角の大きさとアジ

マス角の位置に応じて流入風に対し前進または後退することになる．Figure A-7 にアジマス

角における相対風速の変化を示した．本研究における定義においてヨー角が負の値を取る

場合，アジマス角が 0~180°のとき相対流入風速が大きくなり，180~360°のとき流入風速

が小さくなる．相対流入風速が変化すれば翼に対する迎角がアジマス角ごとに変化するた

め，先に示したようなトルク変動が生じたものと考えられる．この迎角のロータ１周におけ

る変化の幅はヨー角の大きさに依存するため，Figure A-4 のようにトルク変動の振れ幅が変

化する振る舞いが見られたものと考えられる． 

 

 

Figure A-6 : 翼面上圧力係数分布(負圧側，ヨー角最大𝜃𝑦𝑎𝑤(𝑡
∗) = −𝜃𝑚𝑎𝑥) 

 

 

Figure A-7 : アジマス角における相対風速の変化 
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A.4.2.1 風車の疲労破壊に対する考察 

周期的ヨー角条件を与えることによって発生するトルク振動について，実風車への適用

時を想定した場合の疲労への影響について考察する．現実的な風車の想定として NREL 

5MW Reference Wind Turbine [87]風車を考える．Table A-2 に風車諸元を示した． 

  

Table A-2 : NREL 5MW Reference turbine 諸元 [87] 

翼枚数 3 

定格出力 5 MW 

直径 𝐷 126 m 

カットイン風速，定格風速，カットアウト風速 𝑈∞ 3 m/s, 11.4 m/s 

最小回転数，定格回転数 7.1 rpm, 12.1 rpm 

 

今回与えた変動周期と風車システムの固有モードとの比較を行う．Table A-3 に NREL 

5MW 風車のシステムにおける固有モードの予測結果を示した．各モードの上限と下限に着

目すれば，風車に 0.3~3.0 Hz の振動が加えられた場合，いずれかの固有モードと共振を起

こして疲労破壊につながる可能性が現れ，共振点をずらすような設計・設定が要求されるこ

とになる． 

 

Table A-3 : NREL 5MW 風力システムにおける固有モード [87] 

固有モード FAST [Hz] ADAMS[Hz] 

タワー 前後方向 1 次固有モード 0.3240 0.3195 

タワー 横方向  1 次固有モード 0.3120 0.3164 

ドライブトレイン 回転方向 1 次固有モード 0.6205 0.6094 

ブレード ヨー変化に対するフラップ方向   1 次固有モード 0.6664 0.6296 

ブレード ピッチ変化に対するフラップ方向 1 次固有モード 0.6675 0.6686 

ブレード ヨー変化に対するエッジ方向     1 次固有モード 1.0793 1.0740 

ブレード ピッチ変化に対するエッジ方向   1 次固有モード 1.0898 1.0877 

ブレード ヨー変化に対するフラップ方向  2 次固有モード 1.9337 1.6507 

ブレード ピッチ変化に対するフラップ方向 2 次固有モード 1.9223 1.8558 

タワー 前後方向 2 次固有モード 2.9003 2.8590 

タワー 横方向  2 次固有モード 2.9361 2.9408 

 

今回周期的ヨー角条件で与えた 4 種類の制御周波数とこの固有振動数とを比較する．今

回風車制御として与えた周波数は無次元値で𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.17, 0.24, 0.35, 0.71 の 4 つである．これ

を Table A-2 の値を用いて有次元値に直すと次の Table A-4 のようになる．ここで有次元の

制御周波数の計算において，直径は𝐷 = 126 m を，流入風速𝑈∞はカットインおよびカット

アウト風速の値を用いて運転条件内における上限と下限値を考慮できるようにした．結果，

制御周波数は 0.004~0.141 Hz の範囲となっており，これは Table A-3 で確認した固有モード

の範囲と干渉しないため，加振に用いた周波数帯によって直接共振現象を誘起するものと
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は考えにくい．一方で今回の検討において危険なのは風車の回転に誘起される変動である．

最小回転数および最大回転数の値から風車回転の周波数は 0.117~0.2 Hz と計算でき，更に

三枚翼風車であるからタワーやドライブトレインに伝達される変動の周波数は 0.35~0.6 Hz

となる．これらの値はタワーやドライブトレインの 1 次固有モードと共振する可能性を持

っている． 

 

Table A-4 : NREL 5MW に周期的ヨー角条件を与えた場合における制御周波数 

無次元周波数 

𝑓𝑦𝑎𝑤
∗  

制御周波数 𝑓𝑦𝑎𝑤(=
𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ 𝑈∞

𝐷
) 

(𝑈∞= 3 m/s,カットイン風速時)  

制御周波数 𝑓𝑦𝑎𝑤(=
𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ 𝑈∞

𝐷
) 

(𝑈∞= 25 m/s,カットアウト風速時) 

0.17 0.00405 0.141 

0.24 0.00571 0.0694 

0.35 0.00833 0.0476 

0.71 0.0169 0.0337 

 

A.4.3 風車単機出力 

風車出力について，式 A-1 の𝑃WT1の定義に従って算出する．トルクは時間変動があるの

で，風車出力は各ケースにおけるヨー角の制御周期の時間平均値として求めた．制御周波数

を固定して最大ヨー角を変更させたときの結果を Figure A-8 に，最大ヨー角を𝜃max=10°に

固定し，制御周期を変更させた場合の結果を Figure A-9 に示した．エラーバーは平均した区

間内における最大値と最大値を示している．Figure A-8 を見ると，最大ヨー角の変化による

平均出力の変化はさほど大きくない一方で，出力変動は最大ヨー角が大きくなっていくほ

どに増大していき，特に最大ヨー角 20°で動作させた場合の出力変化は非常に大きくなっ

ている．一方で最大ヨー角 5°の場合に生じている変動は制御適用前の出力変動と大差なく，

10%未満の変化となった．制御周波数を変化させた Figure A-9 を見ると，周波数が小さくな

っていくと風車出力が微減していく傾向が見られた．出力変化の振れ幅については

𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.71 においてやや増大しているものの，全体として周波数による依存性は確認されな

かった． 
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Figure A-8 : 最大ヨー角変化時の風車単機出力 

(Y5F35 : 𝜃𝑚𝑎𝑥=5°, Y10F35 :  𝜃𝑚𝑎𝑥=10°, Y20F35: 𝜃𝑚𝑎𝑥=20°) 

 

 

Figure A-9 : 制御周波数変更時の風車単機出力 

(Y10F71: 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.71, Y10F35: 𝑓𝑦𝑎𝑤

∗ =0.34, Y10F24: 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.24，Y10F17: 𝑓𝑦𝑎𝑤

∗ =0.17) 

 

A.5 2台の合計発電効率 

4.3.4 節で導出した周期的ヨー角条件適用時の後流域のロータ等価風速と，前節で求めた

パワー係数を用いて前後 2 台の風車の合計発電効率を算出する． 
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最大ヨー角を変化させた場合における発電効率の変化について確認する．制御周波数は

𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.35 で固定し，最大ヨー角を𝜃𝑚𝑎𝑥= 5°，10°，20°と変化させた結果を Figure A-10 に

示した．いずれの条件においても制御なしと比較して発電効率が上昇していることがわか

る．Figure A-8に示したように制御適用時の各ケースの風車単機出力は大きな差異はないが，

2 台の合計発電効率ではヨー角の増大に応じて増大傾向が確認できる．これはロータ等価風

速 4.3.4 節で示したロータ等価風速の差によるものであり，後流域の風速が増大したことで

後続風車の出力が大きくなり，結果として合計発電効率が増大したものと考えられる． 

 

Figure A-10 : 風車 2 台の平均運転効率 

（最大ヨー角変化，Y5F35: 𝜃𝑚𝑎𝑥=5°, Y10F35: 𝜃𝑚𝑎𝑥= 10°, Y20F35: 𝜃𝑚𝑎𝑥=20°） 

 

続いて制御周期を変化させた場合における発電効率の変化について Figure A-11 に示す．

最大ヨー角は𝜃𝑚𝑎𝑥= 10°で固定とし，𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.17~0.71 のケース群について，離隔距離ΔX/D 

= 4,5,6 の場合における発電効率を算出した．いずれの制御周期においても制御なし条件と

比べると発電効率が上昇しているが，最も制御効果が大きいのは𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35 で制御を行った

Y10F35 のケースであった．この傾向は𝜃𝑚𝑎𝑥= 5°と𝜃𝑚𝑎𝑥= 20°のケース群についても共通で

あり，𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ = 0.35 において最大の発電量効率となった． 
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Figure A-11 : 風車 2 台の平均運転効率 

(Y10F71: 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.71，Y10F35: 𝑓𝑦𝑎𝑤

∗ =0.35，Y10F24: 𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.24，Y10F17: 𝑓𝑦𝑎𝑤

∗ =0.17) 

 

 最後に全ケースにおける合計発電効率のまとめを Figure A-12 に示す．平面上の軸に制御

周波数と最大ヨー角を設定し，周期的ヨー角条件を与えないときの𝜂2𝑟𝑜𝑡𝑜𝑟𝑠に対する各制御

ケースの発電量増加率𝑟𝜂を縦軸に取った． 

𝑟𝜂 =
𝜂2𝑟𝑜𝑡𝑜𝑟𝑠（周期的ヨー角条件) − 𝜂2𝑟𝑜𝑡𝑜𝑟𝑠（制御なし）

𝜂2𝑟𝑜𝑡𝑜𝑟𝑠（制御なし）
 

  

式 A-5 

 

制御適用前と比較すると周期的ヨー角条件全てにおいて 2 台合計の発電量が増大する傾向

が確認された．パラメータの依存性については想定離隔距離をΔX/D = 4, 5, 6 を全てにおい

て周波数では𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.35 で極大値となっており，次点で𝑓𝑦𝑎𝑤

∗ =0.24 の値が大きいという結果に

なった．最大ヨー角との関係は単純で，ヨー角の増大に対応して線形に効率が良くなってい

く傾向が確認された． 
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(a) 想定離隔距離 ΔX/D = 4 

 

(b) 想定離隔距離 ΔX/D = 5 

 

(c) 想定離隔距離 ΔX/D = 6 

Figure A-12 : 各離隔距離における発電量増加率 
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A.6 まとめ 

ここでは，ヨー角の非定常運動によって後流域に蛇行運動を与える周期的ヨー角条件を

適用した場合における発電量の増加について，風車間の離隔距離を X/D =4.0, 5.0, 6.0 の 3 種

類の想定ケースに対しての検討を行った．制御パラメータとして，ヨー角の制御周波数𝑓𝑦𝑎𝑤
∗

と最大ヨー角𝜃𝑚𝑎𝑥に関する応答を確認した．制御適用時のパワー係数の変化と，想定した離

隔距離におけるロータ等価風速を用いて 2 台の風車の合計発電量を算出した．  

 

〇制御適用時の風車出力 

 非定常的にヨー角を動かす周期的ヨー角条件においては，常にヨー角を 10°や 20°に設

定するような固定ヨー角の条件と比較すると時間平均のヨーエラーを小さくできるため，

発電量低下を抑えられる場合がある．運動量理論に基づく推定値においては，最大ヨー角が

𝜃𝑚𝑎𝑥 = 5および 10°で正弦波上にヨー角を動かした場合，出力低下は 1,2%程度と十分に小

さく，𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°においても 8%程度と見積もられる．今回実施した解析におけるパワーに

関しては，𝜃𝑚𝑎𝑥 = 5°では変化は小さく𝜃𝑚𝑎𝑥 = 10°と 20°では制御周期を長周期化してい

くにつれてパワー係数が低下する結果となり，最大で 10%程度の低下が確認された．  

 

〇運転時の出力変動 

風車軸トルクの時間変化について確認すると，ヨー角の大きい条件において顕著なトルク

振動が確認された．特に𝜃𝑚𝑎𝑥 = 20°においては，平均トルクの 50%程度の変動が加わって

おり，風車寿命に大きな影響を与える可能性がある．また，直径 100 m 以上の 5MW 風車に

対して同様の周期的ヨー角条件を与えた際の疲労破壊の可能性について，参照風車の固有

モードと今回与えた制御周波数との比較を行った．その結果，与えた制御周波数は各部位の

1 次固有モードの共振周波数を下回っており，共振現象による大規模な破壊に繋がる可能性

は小さいと考えられる．一方でトルク変動自体は大きな値が現れるため，ブレードに接続さ

れたドライブトレインの寿命への影響は無視できないと予想できる． 

 

〇2 台合計の発電効率 

制御を適用した前方風車 WT1 と後流干渉を受ける後続風車 WT2 の合計の発電効率につ

いて，後流損失が存在しない場合の発電量で除すことで算出した．この時の離隔距離はそれ

ぞれ風車直径の 4,5,6 倍の場合について計算した．今回解析を実施した周期的ヨー角条件全

てのケースにおいて制御前から発電効率の増加が見られた．増加率には制御周期に対して

ピークが存在し，ヨー角の大きさに関わらず，𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.35 で最大値となった．𝑓𝑦𝑎𝑤

∗ =0.17 や

𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.71 のケースでは制御の効果が低下し，𝑓𝑦𝑎𝑤

∗ =0.24 では𝑓𝑦𝑎𝑤
∗ =0.35 と同等の値を示して

いることから，𝑓𝑦𝑎𝑤
∗  =0.3 周辺において発電量がピークとなる運転点が存在すると考えられ

る． 
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付録B 数値解析ソルバーの並列化 

本研究の数値解析に用いた rFlow3D は開発初期においてはワークステーションなど，研

究室レベルの計算機で計算を実行することを主に想定されており，大規模な非定常計算で

は解を得るのに時間が掛かりすぎるという課題があった．本研究では rFlow3D を Message 

Passing Interface（MPI）を用いたプロセス並列へと対応させ，スーパーコンピュータで解析

を実施することでこの課題に取り組んだ．本節では rFlow3D に対して行った並列化の概要

について解説する． 

B.1 風車後流解析における並列化の意義 

風車後流を対象とした大規模非定常解析を実施する上での大きな課題の１つに膨大な計

算コストが挙げられる．その理由として大きく 2 つ，要求される格子点数が多いことと，必

要な計算ステップ数が多いことが挙げられる． 

格子点数の多さについては，後流現象に包含される現象のスケールが幅広いことが原因

として挙げられる．後流現象を捕捉するための計算領域を考えると，要求される計算領域は

風車直径の 10 倍程度のスケールとなる．一方で解像する現象のスケールは，粗く見積もっ

ても風車直径の 100 分の 1 程度のスケールである．この場合計算領域との比は𝛰(103)程度

となり，これを xyz の 3 方向に確保すればそれだけで𝛰(109)と大きな格子点数となる． 

解像度を高くしていくと CFL 条件により，1 ステップに使用できる時間刻みは短く取る

必要が生じる．つまり，風車直径より十分に小さい現象を捉えるための時間刻みで，風車直

径の数倍のスケールまで情報が伝達するためのステップ数が要求されることになり，結果

として計算の実行時間が大きくなる．このような膨大な計算コストが要求されるため，並列

計算の必要性が高い問題であるといえる．本研究においてはスーパーコンピュータを用い

た分散メモリ型の実行環境を用意し，大規模な数値解析を実施した． 

B.2 並列化対象 

B.2.1  計算フロー 

本研究における並列化を行った箇所について解説する． Figure B-1 に rFlow3D における

流体解析のフローチャートを示す．流体計算は空間上の外側の格子，解像度の低い格子から

順に行われる．本計算の例で言えば外側背景格子，内側背景格子，ブレード格子の順である．

また，各格子の流体計算の間に，先に計算が完了している格子の物理量から，次の計算格子

に対してデータ補間が行われる．この時のデータ補間は，解像度の低い格子から高い格子に

対して実施されるため，高解像度格子が持つデータの精度を落とさないように，境界点のみ

に対して実施する．ここで，ソルバーが要求するステンシルを考慮して，境界点は外側の層

から 3 点分とした．すべての流体計算が完了した後は，反対に高解像度格子から低解像度格

子に対してデータ補間を行う．こちらのデータ補間はオーバーセット領域全てに対して実

行される．格子点数やブレード格子の数が増大していくとデータ補間が大きな計算コスト
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となり，適切に並列化する必要があるといえる． 

今回はこの 3 つの格子における流体計算と，4 つのデータ補間プロセスに対して並列化を

行う． 

 

Figure B-1 :  rFlow3D の流体計算におけるフロー 

 

B.2.2  重合格子間のデータ補間法 

続いて，格子間の補間方法について説明する．Figure B-1 の手順に従い，1 ステップの流

体計算に対しては計 4 回の補間が行われている．外側背景格子から内側背景格子，または内

側背景格子からブレード格子に対するデータ補間は解像度が高くなるため外側の境界点だ

け実施する．一方でブレード格子から内側背景格子，内側背景格子から外側背景格子に対し

てのデータ補間は補間先で解像度が低下するため，重複している全領域に対して補間を実

施する．このときのアルゴリズムは式 B-1 に示す Tri-linear 補間に従う．Tri-linear 補間は未

知である座標(x,y,z)の物理量𝐶𝑥𝑦𝑧を，その座標点を内包する 8 つの格子点の物理量𝐶000～𝐶111

（番号付けは座標値による）に対して補間先への距離によって重みづけし，3 方向の線形補

間を行うことで補間を行うものである． 

𝐶𝑥𝑦𝑧 = (1 − 𝑥)[(1 − 𝑦){(1 − 𝑧)𝐶000 + 𝑧𝐶001} + 𝑦{(1 − 𝑧)𝐶010 + 𝑧𝐶011}]

+ 𝑥[(1 − 𝑦){(1 − 𝑧)𝐶100 + 𝑧𝐶101} + 𝑦{(1 − 𝑧)𝐶110 + 𝑧𝐶111}] 
式 B-1 
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Figure B-2 : 重合格子間のデータ補間 

 

B.3 並列計算手法 

B.3.1  並列計算機 

B.3.1.1  分散メモリ型への対応 

計算コストの大きな問題に対応するには，それに応じた高速・大規模コンピューティング

が可能な計算機が必要となる．これの最たるものがスーパーコンピュータとよばれる多数

の CPU，メモリを備えた大規模フレームである．通常，Figure B-3 のようにある CPU 群＋

メモリのようなセットとなって使用される．今，これを 1 プロセスとするとこれは 1 台の

計算機に対応する．今，1 台の計算機のメモリの限界，または同一メモリにアクセス可能な

スレッドの並列効率の限界を超えて計算を実施したい場合，別のプロセスと同期を取りな

がらプログラムを実行することが必要となる．この際，プロセス間で同期やデータの交換を

実施するための通信網が必要となる．ここを整備するのが分散メモリにおける並列プログ

ラミングの作業であり，MPI がこの役割を果たしている．  

 

Figure B-3 : 分散メモリ型の計算機の仕組み 
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B.3.1.2  JSS2スーパーコンピュータ 

本研究における数値解析の実行には，JAXA が保有するスーパーコンピュータシステム

JSS2（JAXA Supercomputer Systerm 2） [66]を使用した．JSS2 は JAXA によって運用されて

いる大規模演算システムであり，計算リソースを提供するスーパーコンピュータ宙(SORA : 

Supercomputer for earth Observation, Rockets, and Aeronoutics) とアーカイバである J-

STAGE(Jaxa’s Storage Platform for Archiving, Computing, and Exploring) から構成されている．

に JSS2 および宙システムの概要図を示す．スーパーコンピュータ宙は，メイン演算システ

ムの SORA-MA(Main)と補助的な役割を持つ SORA-PP(PrePost)，大規模計算用の演算システ

ムであるSORA-LM(Large Memory)の大きく3つの演算システムから構成されている．SORA-

MA は総メモリ数 100 TBytes，ノード数 3240(32 GiB/ノード)と宙システム中で最大の演算規

模を備えており，中規模計算を複数実行する場合などに適している．SORA-PP はノード数

200 と SORA-MA と比べて規模は小さいものの，ノードあたりのメモリが 64 GiB と 1 ジョ

ブあたりの計算規模を大きく取れることから本計算においては SORA-PP を主に使用した．

SORA-LM についてはノード数が 5 つと限られているが，最大で 1.0 TiB のメモリ確保が可

能であり超大規模の演算を実行するときに用いられる．本計算においては SORA-PP システ

ムを用いて計算を実行している．計算性能に関する諸元を Table B-2 に記載した． 

 

Table B-1 : JSS2 の主要諸元( [66]の情報から作成) 

システム名 SORA-MA SORA-PP SORA-LM SORA-TPP 

機種名 富士通 FX100 
富士通 RX350 

S8 

富士通 RX350 

S8 

富士通 RX350 

S8 

ノード数 3,240 200 5 25 

総理論演算性能 3.49 PFLOPS 75.2 TFLOPS 2.11 TFLOPS 8.4 TFLOPS 

コア数/CPU 32 6 8 6 

CPU 数/ノード 1 2 2 2 

メモリ量/ノード 32 GB 64 GB 1024/512 GB 64 GB 

 

 

Table B-2 : SORA-PP における計算機性能 

CPU Xeon E5-2643v2 (3.50 GHz) 

1 プロセスあたりのスレッド数 12 

キャッシュ 25 MB 

バススピード 8 GT/s 
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Figure B-4 : JSS2 システム概要 [66] 

 

B.3.2  各処理内容の並列化 

本研究における解析において，rFlow3D の計算フローの中で施した並列処理について

Table B-3 にまとめる．それぞれの格子における流体計算箇所に加え，格子間のデータ補間

処理に関しても並列化を行った．具体的な修正内容に関しては後述する． 

 

Table B-3 : rFlow3D に対する並列化内容 

並列化対象 内容 

内側/外側背景格子の流体計算 主流方向に対してプロセス数による領域分割 

ブレード格子の流体計算 
ブレード 1 枚を最小単位とし，各プロセスに振

り分け 

格子間の補間処理 片方向通信によるデータ授受 

 

B.3.2.1  背景格子の流体計算 

背景格子の流体計算に関しては，使用するプロセス数（PC 台数）によって主流方向（X

方向）に計算格子を分割し，計算負荷を分散させた．メモリを分割しているため，計算の進

行には分割した領域間におけるデータ通信が必要となるが，これには MPI における双方向

通信である MPI_send/MPI_recv を使用した．これらの使用方法については [91]などを参照

されたい．背景格子における時間積分には 4 段の Runge-Kutta 法を使用しているため，段数
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ごとに計 4 回，これらのサブルーチンを呼び出している．1 時間ステップ毎に 4 回のデータ

通信を挟むことになるが，境界面の値だけを受け渡しするため比較的データ量が小さく，流

体計算全体に与える時間コストも軽微である．隣接する計算領域の境界面の物理量を交換

し，分割前と同様の計算結果を取得できる．rFlow3D の背景格子における数値流束の計算に

は両側 3 点のステンシルを要する FCMT スキームを使用しているため，交換する境界面は

両側 3 点分とした． 

 

Figure B-5 : 背景格子の流体計算におけるデータ通信 

B.3.2.2  ブレード格子の流体計算 

時間積分法に陽解法である Runge-Kutta 法を使用している背景格子とは異なり，ブレード

格子の計算には LU-SGS 陰解法を用いている為，原理上ではブレード格子の全領域の物理

量に対して各点の解が依存性を持つ．従って過度な領域分割は周囲の格子の依存性を無視

することになり，計算精度の低下が考えられる．従って MPI による領域分割はせず，各プ

ロセスに対して計算を担当するブレードを均等に割り当てることで計算の高速化を図った．

例えば 3 枚のブレードからなる風車の解析においては，従来のフローでは単一のプロセス

が逐次的に 3 つのブレードの流体計算を行っていたが，3 以上のプロセスを用意することで

全てのブレード格子を同時に計算することが可能になる． 

B.3.2.3  重合格子のデータ補間における並列化 

オーバーセットの格子系においてプロセス並列による格子分割を行う場合，隣接する格

子だけではなく，各格子が包含する格子群に対しても補間処理の為のデータ通信が必要と

なる．今回使用する rFlow3D における格子系では，外側背景格子と内側背景格子の補間，内

側背景格子とブレード格子の補間がそれぞれ双方向に必要であるから，1 ステップに 4 回の

データ通信が生じる．移動重合格子系においてはステップごとに通信相手先の格子が変化

するため，位置情報の処理も要求されることになる．これが移動重合格子系における並列化

効率の向上において障害になる． 

また，背景格子間で解像度やスケールが大きく異なる場合，次のような原因で並列化効率

が出にくい状況が生まれてしまう．例として Figure B-6 に示すような重合格子系を考えてみ
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る．通常内側背景格子は局所的に解像度を上げるために配置されているので，計算領域は外

側背景格子に対して十分に小さく，この例のように，あるプロセスの領域にかたまって存在

していることが多い．（このケースにおいては PE1 が保持する外側背景格子の領域内に内側

背景格子全領域が含まれている）この場合，データ補間時における通信は PE1 とその他の

全プロセス間のデータ通信に限られる．これを MPI_send や MPI_recv に代表されるような

双方向通信（Two-sided communication）で処理した場合，PE1 は 1 つのプロセスとしか同時

に通信できないため，図中左のような逐次処理となってしまう．そこで通信相手の状態に関

係なく，他のプロセスのデータにアクセスできる片方向通信（one-sided communication）を

用いることでプロセス間の同期待ち時間を削減できる．同一のメモリにアクセスが生じる

ような処理においてはリスクとなるが，今回のような補間処理においては通信相手が一意

に定まるため，片方向通信の利用は合理的であると考えられる．また，双方向通信では MPI

用に用意された中間バッファを介してデータコピーをしていたが，片方向通信においては

これを介さず直接相手のメモリにアクセスするため，データコピーの回数を減らすことが

可能である．今回の並列化においてはこの片方向通信の関数 MPI_Get を使用し，通信相手

の各点の座標と物理量を取得することでデータ補間を行っている． 

  

 
Figure B-6 : 補間時に実行されるデータ通信 

 

 

Figure B-7 : 片方向通信導入による通信フローの変化 
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B.4 並列化効率の確認 

rFlow3D に対して実施した並列化処理に関する並列化効率の評価を行う．並列化効率には

大きく分けてストロングスケーリングとウィークスケーリングの 2 つの評価方法がある．

ストロングスケーリングは一定の問題規模に対して並列数を増やした場合の計算時間に着

目した評価であり，ウィークスケーリングは並列数に比例した問題規模を与えたときの実

行時間の変化を追うものである．それぞれの評価方法における並列数と問題規模の関係を

Figure B-8 に示す． 

 
Figure B-8 : 各評価手法における問題規模の与え方 

 

B.4.1 ストロングスケーリング 

並列プロセス数を増やしていったときの 1 ステップの計算時間の推移を算出することで

並列化による計算時間の短縮効果を確認する．各ケースの計算時間を用いた並列化効率の

指標として，式 B-2, 式 B-3 に示す速度向上率𝑆𝑅と並列化効率𝑃𝐸を導入した．速度向上率は

1 プロセスで実行したときの実行時間𝑇1に対する並列数𝑝における実行時間𝑇𝑝の比であり，

理想的な並列化であれば𝑆𝑅(𝑝) = 𝑝となる．並列化効率は𝑆𝑅(𝑝) = 𝑝が理想的ということに着

目し，これにどれだけ近い並列化が達成されているかを表現した値であり，速度向上率に対

する並列数の比で算出される．  

𝑆𝑅(𝑝) =
𝑇1
𝑇𝑝(𝑝)

 式 B-2 

𝑃𝐸 =
𝑆𝑅(𝑝)

𝑝
 式 B-3 
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Table B-4 に検証に用いたケースの計算規模を記載した．総格子点数は約 1 億点であり，

今回本論で実施した後流解析と同一規模の計算サイズとした．並列数（プロセス数）を

1,2,4,6,8,16,24 と変更し，計算時間の推移を確認した．3 枚翼の風車を 1 台計算しているので

ブレード格子は 3つ，各格子には乱流モデルを使用しないQDNSによる計算を行っている．

計算の実行においては JSS2 SORA-PP システムを使用し，1 プロセスあたり 12 スレッドの

スレッド並列を用いて実行している． 

 

Table B-4 : 検証用ケースの計算規模 

 外側背景格子(OBK) 内側背景格子(IBK) ブレード格子 

分割数 301×101×101 1121×337×249 121×121×61 

総格子数 3 M 94 M 900 K×3 

備考 QDNS(陰的 LES)による計算 

 

 計算時間の計測結果を Figure B-9 に，速度向上率および並列化効率を Figure B-10 に示

す．単一プロセスで計算を行った場合の計算時間が 1 ステップあたり約 28 sec であったの

に対し，24 並列で実行した場合では 1 ステップあたり約 5.3 sec と計算時間が 1/5 程度まで

短縮されている．計算時間の内訳を見ると，計算時間の短縮効果が顕著なのは格子点数の多

い内側背景格子（IBK）における計算時間である．単一プロセスでの実行時は IBK の流体計

算だけで約 22 sec 程であり全体の計算時間の 8 割方を占めていたが，24 並列時では約 1.5 

sec まで短縮されており 15 分の 1 程度の計算時間になっている．IBK の計算時間が短縮さ

れたことで全体の計算時間は高速化されている一方で，並列化効率は 24 並列時で 0.2 程度

まで落ち込んでいる．これは，今回適用したブレード格子の並列化の仕様と，並列化によっ

て発生するプロセス間の通信や待ち時間増大の影響が大きい．Figure B-9 中のブレードの計

算時間に着目してみると，ブレード枚数である 3 を超える 4 以上の並列数でほぼ計算時間

が変化していないことがわかる．今回の並列化においてはブレード格子を領域分割してい

ないため，ブレード枚数以上の並列数で実行した場合に，ブレードの計算を担当しないプロ

セスはアイドル状態になってしまう．また，データ通信による時間の増大の影響も大きく，

灰色で示す補間・その他の時間に着目すると，単一プロセスでは 1.7 sec 程度であったが，

並列数を 2 にした途端に大幅に増大していることがわかる．並列数を増やすにつれてこの

割合は減少傾向にあるが，これはプロセスあたりが保有するデータ量と関係している．プロ

セスあたりが保有する内側背景格子のデータ量を考えてみると，例えば 2 プロセスでの実

行においては全体で 9400 万点であるから 1 プロセスあたりで 4700 万点の点数を扱ってい

る．一方で 24 プロセスでの実行時は，9400 万/24 で 1 プロセスあたり 400 万点程度である． 

4700 万点の中から補間先のデータを探索するのと 400 万点の中から探索するのでは後者に

おいて通信に必要な時間と探索に掛かる計算量は少なく済む． 
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Figure B-9 : ストロングスケーリングにおける計算時間の推移 

 

 
Figure B-10 : 速度向上率と並列化効率 
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B.4.2 ウィークスケーリング 

続いて，並列数に応じて計算規模を増大させた場合の計算時間を確認するウィークスケ

ーリングによる評価を行う．プロセス数に応じた計算規模の変化について Table B-5 に示す． 

300 万点程度の外側背景格子，1500 万程度の内側背景格子，90 万点×3 枚翼のブレード格

子を基準とし，並列数に比例してプロセスあたりの計算規模が変化しないようにケースを

設定した．例を挙げると，並列数 16 の場合ではブレード数が 3×16 = 48 枚の総格子点数 3

億 4000 万点での計算となっている．ストロングスケーリングの検討と同様，計算の実行に

は SORA-PP システムを使用し，1 プロセスあたりのスレッド数は 12 で計算を実行した．乱

流モデルについては QDNS を使用した． 

 

Table B-5 : ウィークスケーリング検討における計算規模 

並列数 1 2 4 6 8 12 16 

OBK 格子点数 3 M 6 M 12 M 18 M 24 M 37 M 49 M 

IBK 格子点数 15 M 31 M 62 M 93 M 124 M 185 M 247 M 

ブレード格子点数 
900K 

×3 

900K 

×6 

900K 

×12 

900K 

×18 

900K 

×24 

900K 

×36 

900K 

×48 

総格子点数 21 M 42 M 85 M 127 M 169 M 254 M 340 M 

 

 計算時間の変化を Figure B-11 に示す．各格子の流体計算部においては全体の計算規模が

大きくなったとしてもほぼ一定に保たれているが，並列数の増大に比例してデータ補間や

通信に掛かる時間が大きなウエイトを占めてきており，並列数 4 以上で合計計算時間の半

分以上がデータ通信および補間の実行時間となっている．特に時々刻々と位置が変化する

ブレード格子と内側背景格子間の補間プロセスにおいては 1 ステップごとに座標から通信

相手を割り出す必要があり，全体の計算規模が増大するにつれて座標計算で扱うデータ規

模が増大していくため，影響が顕著に表れている．MPI で扱うのは分散メモリのシステムで

あるため，逐一相手側の格子各点の座標を読み取る必要があり，数億点規模の計算となれば

一回ごとの読み取り量も非常に大きいものとなる．移動重合格子系の並列化においてはこ

のデータ通信がボトルネックであり，高い並列化効率の実現に向けてはデータ補間におけ

る補間先の探索処理において探索範囲を減らし，限定された範囲だけでのデータコピーが

実行されるような工夫が必要だと考えられる． 
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Figure B-11 : ウィークスケーリングにおける計算時間の推移 

B.5 並列化まとめ 

rFlow3D の流体計算部および補間処理に対して MPI による並列化を施すことで計算時間

の短縮を図った．移動重合格子系特有の問題として，ステップごとに格子間の相対位置を計

算してデータ補間を行う必要があることから，単純な並列化ではデータ通信が実行時間に

対して占める割合が増大してしまい，高い並列化効率の実現は難しいことがわかった．一方

で，これまで実行に制限があったメモリ容量の問題を一部解決し，同一の計算規模であれば

16 プロセスで 4 倍程度まで計算スピードを向上させることに成功した．今後の改良点とし

ては，並列数を増やしたときに割合の大きいデータ通信の実行時間の低減のため，重合格子

更の移動先の座標位置からある程度データコピーを行う相手先の座標を限定し，少ないデ

ータ点数のコピーで済むようにアルゴリズムを改良していくことが考えられる．また，並列

数とブレード枚数との差が大きくなった場合の効率の低下も課題である．ウィークスケー

リングで検討したような問題のブレード数>プロセス数である場合は並列化の恩恵が受け

られるが，ストロングスケーリングで検討した条件のようなプロセス数>ブレード枚数とな

るような条件においてはアイドル状態となるプロセスが多く発生してしまう．計算精度と

のトレードオフもあるが，ブレードについても領域分割を一部加えるなどしてロードバラ

ンスを保つような工夫が今後は必要かもしれない． 
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付録C 自然風のモデル化と風車後流解析 

C.1 大気境界層によるウインドシアの影響 

C.1.1 解析ケース 

大気境界層の平均的な鉛直速度分布は経験的にべき法則 [92]によって記述されることが

知られている．風車回転中心高さℎにおける風速𝑈ℎと地表状態によって決定されるべき定数

𝑛を決定することで任意の地表高度zにおける風速𝑈𝑧を以下の式 1 のように算出することが

できる． 

𝑈𝑧 = 𝑈ℎ (
𝑧

ℎ
)

1
𝑛

 式 C-1 

本稿では各パラメータについて表 3.3 のように設定した．一般的な商用風車を想定し，回転

中心の高さℎを風車直径と同一のℎ = 1𝐷とした．回転中心高さでの風速𝑈ℎを MEXICO 風洞

試験における一様風速と同一とし，地表面の状態は平坦地形を想定した𝑛 = 7とした．以上

のパラメータより算出された速度分布を背景格子に与える．ただし，べき法則分布とは経験

則であり，Navier-Stokes 方程式から得られるものではない為，粘性項の影響により導入した

分布が平滑化してしまうことが考えられる．そこで Euler 方程式を外側背景格子における支

配方程式とすることで，流入境界に与えた速度分布を保持し，内側背景格子内の風車に流入

させた． 

 

以上のモデリングを用い，ウインドシアを導入した解析を実施する．Table C-1 にべき乗

速による風速分布の作成に用いたパラメータを示す．まず風車のタワーの高さであるが，一

般的に風車の回転軸の高さは風車直径程度またはそれより低く，代表スケールとして風車

直径 D と同一とした．最適周速比条件のものと比較するため，ハブ高さにおける基準風速

は 15 m/s とし，ウインドシアの強さを表すべき定数は平坦地形を想定した n = 7 とした．洋

上風力の場合では地表面の粗度が小さいため，一般的には n = 10 程度の値が用いられるが，

ウインドシアの影響がより顕著に現れるよう，地表面粗度を平原並みとして設定している．

n = 7 のウインドシアは風車翼の最高到達点と最低点とでおよそ 15%程度の速度差をもつ風

速分布となる． 

 

Table C-1 : べき乗則によるウインドシアのパラメータ 

回転中心高さ ℎ [m] 4.5 (= 1D) 

基準風速 𝑈ℎ [m/s] 15 

べき定数 𝑛 [-] 7 
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C.1.2 導入したウインドシアの確認 

導入したべき乗則が適切に風車に流入していることを確認するため，風車前方における

主流方向速度の鉛直分布を取得した．風車の回転中心 (x, y, z) = (0,0,0)を基準に，サンプリ

ング箇所はy = 0 断面について(x, y) = (−0.5D, 0), (−1D, 0), ( −2D, 0)の 3 箇所と，y =  −2Dの

断面における(x, y) = (−0.5D,−2D)の計 4 箇所とした．サンプリング位置について Figure C-1

に，取得した風速分布を Figure C-2 に示す。理論値のべき乗則の値と比較すると,風車面か

ら 2D 前方(−2D, 0)では，べき法則の分布が保持されていることが確認できる．一方で

(−1D, 0)地点においては境界層の形状自体は保持されているものの，流入条件と比較すると

全体として 5%程度減速している．更に風車に接近し，(−0.5D, 0)に着目すると，風車位置で

あるz/D = −0.5~0.5 において 10%程度の顕著な減速傾向が確認された．水平方向に 2D 離

れた(−0.5D,−2D)地点では，ほぼ,べき法則に従った分布が得られていることから，この減速

傾向は，風車のブロッケージ効果によるものであるとわかる．この前方風の減速効果につい

て，Medici [93]が風洞試験と CFD を通じて評価を行っている．これらの結果によると，減

速効果は風車前方 2~3D では 1％程度であり，0.5~1D 付近で顕著に現れている．この結果は

風車の運動量理論から求めた結果と定性的，定量的に妥当な結果であることが示されてお

り，本計算の傾向もこれらの結果と定性的一致を示している．以上の考察から，本計算は風

車のブロッケージ効果を考慮した上で ABL の鉛直風速分布が適切に導入されていると考え

る． 

 

Figure C-1 : 風速取得位置 

 

Figure C-2 : 風車前方における風速分布 

 

C.1.3 ウインドシアによる後流構造への影響 

 ウインドシアを受ける風車後流の様子を確認するため，まずは全体の流れ場の様子を渦

度の等値面より確認する．Figure C-3 に大気境界層を模擬したケース ABL n=7 と参照値であ

る一様流ケースの比較を示した．流入風向は左手側から右手側である．X/D =0~1.0 の近傍

後流域で翼端渦列の螺旋構造が確認することができるが，この螺旋渦の傾きに着目すると，

ABL のケースではその傾きがより急峻なものに変化しており，ウインドシアによる上下の

風速差による移流速度の差による構造の変形が見て取れる．このような鉛直方向の非対称

性は，X/D = 6 などの遠方後流域でも確認でき，ロータの回転中心より上側の領域では小規

模渦が残留しやすく，下側での散逸が大きい傾向が得られた．これは上下で渦の移流速度が
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異なることで渦列間隔が変化し，渦同士の干渉によって引き起こされる渦崩壊の進行に差

異が生じているものと考えることが出来る． 

 

ABL n=7 

 

一様流 

 
Figure C-3 : 渦度等値面の比較（vor* = 0.5） 

 

 XZ 平面で捕捉される上下の渦列の推移を確認する．渦中心位置の流れ方向および半径

方向の移流の様子を Figure C-4 に，X/D = 0~1.0 の範囲における渦間距離の平均値を Figure 

C-5 に示した．先に述べたようにウインドシアによる風速差が渦の流れ方向の移流速度に

変調を与え，ロータ上部（upper）とロータ下部（lower）で 2 割程度渦間距離が異なると

の結果が得られた．また，半径方向の渦の広がりにも差があり，lower で半径方向の広が

りが大きく，upper では小さくなる傾向があった．これは風車の回転数が一定の中で流入

風束が高さで変化することで，局所的に周速比が変化したものと考えられる．ブレード位

置が地面に近いほど風速が小さくなるため局所的な周速比は大きくなり，渦間距離は小さ

くなる．結果渦列の干渉と崩壊が促進され，乱流拡散が活発になっている． 
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Figure C-4 : 翼端渦の推移 

 

Figure C-5 : 平均渦間距離 

 

C.1.4 速度分布およびロータ等価風速 

ウインドシアの影響によって確認された渦度分布の差が速度回復にどのように影響して

いるのだろうか．主流方向速度の推移から確認を行う．Figure C-6 に XZ 平面における主流

方向速度分布を示す．それぞれ瞬時場のコンターを示した．大気境界層条件においては，高

さごとに流入風速が異なり，風車前方の減速域も上下非対称になっている様子が確認でき

る．一方で後流域の速度欠損に関しては上下の非対称は顕著には現れていない．より定量的

な確認のため，各後流位置における風速鉛直分布を Figure C-7 に示した．風車に近い X/D = 

0.5 の分布形状を見ると，大気境界層条件では僅かに Z/D > 0 で速度が大きく，Z/D < 0 で小

さい，すなわちウインドシアによる上下の速度差が反映された風速分布となっているが，遠

方に向かうにつれてこのような傾向は消え，一様流条件とほぼ同様の回復傾向を示してい

る． 

 

 

 

ABL n = 7 

 

 

一様流 

Figure C-6 : 主流方向速度コンターの比較（上 : ABL n=7 下 : 一様流） 

Z
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Z
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X/D = 0.5 

 

X/D = 1.0 

 

X/D = 2.0 

 

X/D = 3.0 

 

X/D = 4.0 

 

X/D = 5.0 

 

X/D = 6.0 

 

X/D = 7.0 

 

X/D = 8.0 

Figure C-7 : 主流方向速度の鉛直分布の推移（Y = 0 平面による） 

 

 最後にロータ等価風速による一様流条件との比較を Figure C-8 に示す．一様流条件と大気

境界層条件とで風速極小位置がほぼ変化しないことから，先に示したような渦列特性の変

化はあるものの，速度回復の観点から近傍後流の構造に与えられる影響は小さいものとい

える．また，遠方後流における回復過程においても一様流条件と大気境界層条件では明確な

差は見られなかった．以上の結果は，大気境界層によるウインドシアによって直接後流域に

輸送される運動量は小さく，風速回復への寄与がわずかであることを示している．  
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Figure C-8 : ロータ等価風速の比較（ABL と一様流） 
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C.2 変動流入風による影響 

自然風が持つ風速変動による後流域への刺激が風速回復に与える影響を確認するため，

Kaimal モデルより作成した風速変動を流入条件として与えた数値解析を実施し，後流域の

速度分布及び渦崩壊の推移について，一様流条件との比較を行う． 

C.2.1 解析ケース 

現実の自然風においては一様流ではなく，風速変動を含んでいることが知られており，後

流域の翼端渦の不安定性に影響するものと考えられる．この自然風のモデル化として IEC

で広く利用されているものに Kaimal [94].のスペクトルモデルが存在する．式 C-2 に Kaimal

モデルのスペクトルを示した．ここで，𝑓は風速変動の周波数，𝐿𝑘は基準となる積分スケー

ル，𝑉hub はハブ高さにおける風速，σkは平均風速からの標準偏差である．  

𝑓𝑆𝑘(𝑓)

𝜎𝑘
2 =

4𝑓𝐿𝑘/𝑉ℎ𝑢𝑏

(1 +
6𝑓𝐿𝑘
𝑉ℎ𝑢𝑏

)

5
3
 

  
式 C-2 

変動風の作成は [95] [96]を参考にし，rFlow3D の流入条件に組み込んだ．自然風況が持つ

風速変動は完全にランダムというわけではなく，あるスケールを持った低風速域・高風速域

が混在しているため，自然風のモデル化にはある程度の空間相関を持たせた風速変動を作

る必要がある．空間相関の条件を満たすため，次のようなガウス関数を用い，コレスキー分

解を用いて作成した． 

 

Table C-2 : 変動風作成に用いたパラメータ 

 𝑢 𝑣 𝑤 

基準標準偏差 𝜎𝑘  𝜎1 0.8 𝜎1 0.5 𝜎1 

積分長さ 𝐿𝑘 0.14 0.11 0.07 

 

以上の手順で作成した変動風を流入境界の値として設定することで，風速変動を考慮し

た流入風条件を作成した． 

𝑈turb = 𝑈∞ + 𝑢′(𝑡) 

     𝑉turb = 𝑣
′(𝑡)                 

      𝑊turb = 𝑤
′(𝑡)                  

式 C-3 

作成した乱流場を時間経過に応じて，流入風設定用格子との位置関係をずらしていくこ

とで，変動する流入風を再現した．流入境界の風速𝑢bc,𝑛は，式 C-4 に記すように作成した

流入風の格子から線形補間を用いて導入を行った． 

𝑢bc,𝑛 = 𝑢𝑔,𝑛+1
𝑥𝑛 − 𝜉𝑛
𝜉𝑛+1 − 𝜉𝑛

+ 𝑢𝑔,𝑛
𝜉𝑛+1 − 𝑥𝑛
𝜉𝑛+1 − 𝜉𝑛

 (𝑛 = 1,2,3) 式 C-4 
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Figure C-9 : 流入境界における乱流風の導入 

 

 

Table C-3 の設定に従い，項の手法を用いて変動を含んだ風分布を作成した．ここで乱流

強度の目標値は IEC に定められた Class B の乱流強度に該当する． 

 

Table C-3 : 乱流生成条件 

流入風作成用格子の分割数 701×101×101 

計算空間 30D×5D×5D 

乱流強度の目標値 

(平均流入風速 𝑈∞に対する標準偏差) 

 主流方向 u : 14% 

    横方向 v : 11% 

鉛直方向 w : 7% 

使用したスペクトル Kaimal モデル 

風速変動周期の範囲 
𝑓 < 80 [Hz] 

 (無次元周波数 
𝑓𝐷

𝑈∞
< 24) 

 



180 

 

 

C.2.2 流入風の乱流特性の確認 

作成した変動風について，各方向速度の乱流強度とスペクトルを確認する．乱流強度の定

義は IEC の定義を参考にしており，次のように各方向速度の平均を取ったのち，平均値か

らの偏差の 2 乗平均を取ることで算出した．これらの算出に用いるデータは外側背景格子

におけるロータ中心位置にて取得した． 

𝑈𝑎𝑣𝑒 =
1

𝑁
∑𝑢𝑖
𝑖

 式 C-5 

𝜎 = √
1

𝑁
∑(𝑢𝑖 − 𝑈𝑎𝑣𝑒)

2 式 C-6 

ここで， 𝑈𝑎𝑣𝑒 は各方向速度の平均値， 𝑢𝑖は各位置における速度である．サンプリング

総数𝑁は外側背景格子における X 方向の分割数である．ここで，乱流強度の算出に関して，

時系列データを空間分布で代替していることに注意されたい．導入した風速変動の標準偏

差について Table C-4 に示した．主流方向の風速変動に関してはおよそ目標値通りの値が実

現されているが，直交成分の風速変動に関しては大きな減衰を受ける結果となった．これは

計算格子の離散化による数値粘性による減衰だと考えられる．ここでは定量的な議論は避

け，ある周波数帯の変動を翼端渦列に対して与えたケースとして考える． 

 
Figure C-10 : データ取得位置 

 
Figure C-11 : 各軸方向の風速分布 
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Table C-4 : 作成した流入風の乱流強度 

 X 方向乱流強度 𝜎𝑢 Y 方向乱流強度 𝜎𝑣 Z 方向乱流強度 𝜎𝑤 

生成した変動 0.136 0.0645 0.0613 

目標値 0.14 0.11 0.07 

 

続いて，生成した変動のスペクトルについて確認する．式 C-7 に示すフーリエ変換を用

いて時間空間から周波数空間への写像を行う． フーリエ変換で得られるスペクトルは複素

数であるから，式 C-8 のように絶対値の平方根を取ることでその強度を確認する． 

𝐹(𝑓) =
1

𝑁
∑𝑢𝑛𝑒

−𝑖
2𝜋𝑓𝑛
𝑁

𝑁

𝑛=1

 式 C-7 

𝑆𝑝(𝑓) = √|𝐹(𝑓) ∗ 𝐹(𝑓)| 式 C-8 

 ここで，𝑓は周波数，n はサンプリング数である．流入変動のパワースペクトルを Figure 

C-12 に示す．得られたスペクトルは Kaimal モデルと同等になっていることがわかる．ここ

で生成される変動風の周波数は，作成に用いた乱流格子の分割数に依存するため，長周期側

と短周期側の変動は無視されていることに注意されたい．乱流格子によって解像される変

動のスケールは，最大で計算空間の半分であり，最小のもので格子間距離程度のものである．

これらのスケールより大きい（長周期）変動と小さい（短周期）についてはモデル化の範囲

外となっている．  

 
Figure C-12 : 作成した乱流のスペクトル 

C.2.3 渦度分布 

乱流流入条件を付加した後流解析ケースと一様流条件の後流構造の変化について，渦度

等値面の比較を行う．Figure C-13 に渦度等値面を示した．大きく構造が異なるのは X/D = 

1.0~2.0 の螺旋構造の違いであり，一様流条件では螺旋構造が維持されたまま渦糸に不安定

性が現れて崩壊していく．一方で，乱流流入条件では翼端渦の渦糸が絡み合うような挙動を

見せており，より大規模な撹拌が近傍後流域で生じている． 
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Figure C-13 : 渦度等値面の比較 

 

C.2.4 ロータ等価風速 

ロータ等価風速の推移について，一様流条件との比較を Figure C-14 に示した．風速の極

小位置を比較すると，一様流条件では X/D = 2.0 周辺まで風速低下が続いているのに対し，

乱流流入条件では X/D = 1.0~1.5 で風速低下が止まり，以降では回復に転じていることがわ

かる．その結果，ロータ等価風速の極小値に差が生まれ，一様流条件では𝑈𝑅𝐸𝑊𝑆の極小値が

約 0.4（40%），乱流流入条件では約 0.45（45%）と 5%程度速度欠損が抑えられていること

になる．洋上風力発電所における平均離隔距離（ΔX/D = 6）では 10%ほど大きくなってい

る． 

 

Figure C-14 : ロータ等価風速の推移（乱流流入条件） 

 

 

Turb_inflow 
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C.2.5 DMDによるモード分解 

一様流条件と同様に DMD による周波数分解を行う．各周波数帯における風速変動エネル

ギーの寄与率を Figure C-15 に示した．変動風を受けることでロータ回転周波数以上の高周

波数帯の変動が抑制され，𝑓∗ = 1.0以下の長周期変動成分がより卓越している．これは制御

なし条件において確認されていたロータ回転周波数以上の高周波数帯の変動が近傍後流に

集中していたことを考慮すると，Figure C-13 で見られていた近傍後流域の翼端渦螺旋構造

の早期崩壊の影響が反映されたものと考えることができる．制御なし条件よりも早期に遠

方後流における回復過程に入ることで長周期成分の寄与が増大している．この結果は，周期

的ヨー角条件のような非定常制御を考えたとき，高周波数帯域の変動を与えても自然風の

持つ変動によって散逸が進み，意図した変動が遠方の後流域まで残留しない可能性が大き

いことを示唆している． 

 

一様流条件（λ=6.67） 

 

乱流流入条件 

Figure C-15 : ダイナミックモードの乱流エネルギーから得られた，周波数ごとのエネル

ギー寄与率（乱流流入条件） 
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続いて，近傍後流におけるレイノルズ応力分布の一様流条件との比較を示した．翼端渦列

に特徴的に見られる正負のレイノルズ応力が千鳥配置で現れる構造について，一様流条件

においては X/D = 1.0~1.5 まで確認できるのに対し，乱流流入条件においては X/D = 0.5 近傍

で消失している．代わりに主流からの運動量流入を表す負のレイノルズ応力分布が生じて

おり，これが Figure C-14 におけるロータ等価風速の差の主要因となっていると考えられる．

以上の結果は，早期の渦崩壊を生じさせること有効であると予想できる． 

 

  

 

一様流条件 

  

 

乱流流入条件 

Figure C-16 : 近傍後流におけるレイノルズ応力分布 
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付録D 後流干渉計算による風車出力低下の予測 

ここでは，風車後流干渉が生じる条件における後流解析を実施し，風車間の主流方向・横

方向離隔距離が変化したときの出力低下の傾向について確認する．風車 2 台を計算対象と

した後流干渉計算に加え，洋上のウインドファームを模擬した計算を実施し，各風車の後流

干渉の様子と出力低下の様子についてまとめた． 

D.1 解析ケース 

風車後流干渉の条件を再現するため，風車を複数台配置した解析を実施する．風車 2 台間

の後流干渉条件を解析したケース群と，デンマークの洋上風力発電所の配置を模擬した 20

台計算を実施した．対象風車は第 2 章で述べた MEXICO 風車とした．Table D-1 に風車諸元

について再掲する． 

 

Table D-1 : 解析対象風車諸元（2 章のものを再掲） 

翼枚数 3 

風車直径 [m] 4.5 

主流風速 [m/s] 15 

周速比 [-] 6.67 

回転数 [rpm] 424.5 

 

まず，風車 2 台の干渉計算については，流入方向および半径方向の離隔距離を変化させた

10 種類のケースを実施した．流入方向の離隔距離に関しては，近傍後流域での干渉と遠方

後流域での干渉を調査するためΔX/D=2.0 と 5.0 の 2 種類を設定した．対して，半径方向の

離隔距離はΔY/D = 0, 0.25, 0.5, 0.75, 1.0 の 5 種類を設定し，流入方向と合わせて計 10 種類

のケースを実施した．Figure D-1 に 2 台の風車の配置設定の概略図を示す．各ケースの 2 台

の風車のうち，上流側を WT1，下流側を WT2 と呼称する．  

風力発電所の模擬解析に関しては，デンマークのミドルグロン風力発電所における配置

を参考に設定した．今回計算に用いたのは風洞試験用風車であるため，実際に発電所 [97]

に導入されている 2 MW 級風車とのスケールの比を用いて全体をスケールダウンさせてい

る．風車のハブやナセル，タワーなどは計算の簡略化の為除外した．実際は各風車のアジマ

ス角がばらばらで運転しているのが普通であるが，今回はすべての風車に同一の回転数・ア

ジマス角を設定している．  
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Table D-2 : 解析ケース一覧 

ケース名 風車台数 
主流方向離隔距離 

ΔX/D [-] 

半径方向離隔距

離ΔY/D [-] 
備考 

Near-R0 

2 2.0 

0.0  

Near-R0.25 0.25  

Near-R0.5 0.5  

Near-R0.75 0.75  

Near-R1.0 1.0  

Far-R0 

2 5.0 

0.0  

Far-R0.25 0.25  

Far-R0.5 0.5  

Far-R0.75 0.75  

Far-R1.0 1.0  

WPP1 

20 

- 約 2.4 2 つのケースで流入風

向を 90°変更し，風車

を風向に対して正対 
WPP2 

約 2.4 
0.0~0.4 

 

 

Table D-3 : 風車 2 台の干渉計算における格子情報 

 ブレード格子 内側背景格子 外側背景格子 

計算領域 - 9D × 2.7D × 2D 30D × 10D × 10D 

分割数 121×121×61 1121×337×249 301×101×101 

最小格子幅 𝑦+ ≈ 1 0.32 c 4 c 

合計セル数 2.7 M×2 94 M 3M 
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近傍後流干渉 

 

遠方後流干渉 

Figure D-1 : 後流干渉計算における風車配置 

  



188 

 

 

 

Table D-4 : 発電所模擬解析の風車配置 

風車番号 
X 座標 

[X/D] 

Y 座標 

[Y/D] 
風車番号 

X 座標 

[X/D] 

Y 座標 

[Y/D] 

WT1 0 0 WT11 23.9 2.02 

WT2 2.37 0.419 WT12 26.3 1.98 

WT3 4.73 0.767 WT13 28.7 1.89 

WT4 7.11 1.09 WT14 31.1 1.75 

WT5 9.49 1.36 WT15 33.5 1.58 

WT6 11.9 1.58 WT16 35.9 1.36 

WT7 14.3 1.75 WT17 38.3 1.09 

WT8 16.7 1.89 WT18 40.7 0.791 

WT9 19.1 1.98 WT19 43.1 0.442 

WT10 21.5 2.02 WT20 45.4 0.04 

 

Table D-5 : 発電所模擬計算の格子条件 

 ブレード格子 内側背景格子 外側背景格子 

計算領域 - 50×5×2D 67×20×10D 

分割数 121×121×61 2489×249×101 535×161×81 

最小格子幅 𝑦+ ≈ 1 0.8 c 5 c 

合計セル数 2.7 M×20 62 M 7 M 

 

 

WPP1（後流干渉なし条件） 

 

WPP2（後流干渉あり条件） 

Figure D-2 : 発電所模擬解析の格子 
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D.2 後流干渉が存在する場合の流れ場 

D.2.1  風車 2台間の干渉 

後流干渉による後流域の様子を可視化によって確認する．ハブ高さでスライスした XY 平

面における渦度分布について，近傍後流干渉条件を Figure D-3に，遠方後流干渉条件を Figure 

D-4 に示した．同様に主流方向の速度分布を Figure D-5 および Figure D-6 に示した． 

後流干渉の状態は，その干渉度合いによって分類することができる．(a)後流干渉が存在し

ない条件を基準とし，前方風車の後流域の一部に回転面が干渉する(b)部分干渉条件，回転

面の全面が前方風車の後流域と干渉する(c)全面干渉条件である．今回のケース群で該当す

るものを渦度分布より判別すると，まず干渉なしの条件はΔY/D = 1.0 がこれに近い条件と

なっている．ΔY/D = 0.5, 0.75 は部分干渉条件，ΔY/D = 0, 0.25 は後流域の拡大を加味する

と全面干渉条件に該当している． 

まず，干渉なし条件とした Near-R1.0 と Far-R1.0 ケースに着目すると，いずれのケースに

おいても渦度分布において WT1 の渦列が WT2 を回避するように移流していることがわか

る．これは WT2 周辺に発生する拡大流の影響である．WT2 の速度欠損の大きさを見ても

WT1 とほぼ同程度であり，前方風車の後流の影響をほぼ受けずに運転していると判断でき

る．  

続いて部分干渉条件となる Near-R0.5, Near-R0.75, Far-R0.5, Far-R0.75 に関しては，後流干

渉により，WT2 の後流速度分布が左右非対称の構造になっていることが確認できる．また，

WT2 の上流に関しても，WT2 のブロッケージ効果によって WT1 の後流域の速度欠損が大

きくなっていることが確認できる．  

全面干渉条件である Near-R0, Near-R0.25, Far-R0, Far-R0.25 のケースに関しては，WT1 の

渦列を WT2 による拡大流が押し広げ，後流域が広がりつつ渦列が崩壊していく様子が確認

できる．また，WT2 の推力によって後流域の速度欠損が大きく低下しており，干渉なしの

条件では最低でも主流方向速度の 30%程度であった欠損が 10%を下回るほどになっている． 
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Near-R0 

(ΔY/D = 0) 

 

Near-R0.25 

( Δ Y/D = 

0.25) 

 

Near-R0.5 

( Δ Y/D = 

0.5) 

 

Near-R0.75 

( Δ Y/D = 

0.75) 

 

Near-R1.0 

( Δ Y/D = 

1.0) 

 

Figure D-3 : 渦度コンター（ΔX/D =2.0，後流干渉ケース） 
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Far-R0 

(ΔY/D = 

0) 

 

Far-R0.25 

(ΔY/D = 

0.25) 

 

Far-R0.5 

(ΔY/D = 

0.5) 

 

Far-R0.75 

(ΔY/D = 

0.75) 

 

Far-R1.0 

(ΔY/D = 

1.0) 

 

Figure D-4 : 渦度コンター（ΔX/D =5.0，後流干渉ケース） 
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Near-R0 

(ΔY/D = 

0) 

 

Near-

R0.25 

(ΔY/D = 

0.25) 

 

Near-R0.5 

(ΔY/D = 

0.5) 

 
Near-

R0.75 

(ΔY/D = 

0.75) 

 

Near-R1.0 

(ΔY/D = 

1.0) 

 

Figure D-5 : 主流方向速度コンター（ΔX/D = 2.0，風車 2 台間干渉計算） 
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Far-R0 

(ΔY/D = 

0) 

 

Far-R0.25 

(ΔY/D = 

0.25) 

 

Far-R0.5 

(ΔY/D = 

0.5) 

 

Far-R0.75 

(ΔY/D = 

0.75) 

 

Far-R1.0 

(ΔY/D = 

1.0) 

 

Figure D-6 : 主流方向速度コンター（ΔX/D = 5.0，風車 2 台間干渉計算） 
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D.2.2  発電所模擬ケース 

続いて 20 台の風車を対象とした WPP1 と WPP2 ケースにおける解析結果を確認する．主

流方向速度分布を Figure D-7 に示した．それぞれ，(a)に風車後流干渉による影響が確認され

ない WPP1 の流れ場，(b)に後流域の部分的な干渉が確認できる WPP2 の WT1~4 周辺の分

布，(c)に流れ方向に対して風車群がほぼ一列に整列している WPP2 の WT9~12 の分布を示

した．(a)の干渉なし条件の流れ場においては，隣接する風車の間において後流域の拡大によ

る主流の増速領域同士が干渉している様子が見られるが，速度欠損領域はそれぞれが独立

して風車後流を形成している．(b)の部分干渉条件について確認すると，格子解像度は倍程

度 2 台計算のものと差があるものの，Figure D-3 で示した Near-R0.5 のケースと同様の速度

分布が WT1 および WT2 の後流域が得られている．また，(c)の全面干渉条件については，

複数台の風車の後流域が重なり合っているにもかかわらず，各風車後流の速度欠損の強度

は大きく変化していないことがわかる．これは後流域の速度欠損がある程度大きくなると，

一定の値で飽和していることを示しており，実際にこのように主流方向に一列に並んだ風

車群の出力低下は，前方に存在している風車の数に関わらず，ある一定の値に落ち着くこと

が報告されている [12]． 

 

 

(a) 干渉なし条件 : WPP1 ケース（WT1,2,3 周辺） 

WT1 

WT2 

WT3 
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(b) 部分干渉条件 : WPP2 ケース（WT1,2,3,4 周辺） 

 

(c) 全面干渉条件 : WPP2 ケース（WT9,10,11,12 周辺） 

Figure D-7 : 主流方向速度分布（発電所模擬計算） 

 

D.3 干渉による風車出力の低下 

後流干渉を受ける風車の出力低下について，横方向の離隔距離と風車出力の関係をまと

めたものを Figure D-8 に示す．ここで縦軸は下流風車の風車出力を表しており，後流干渉な

しの条件から算出した回転軸トルクで基準化し，算出したものである．横軸は前方風車と後

続風車間における流れに対して横方向の距離を表す． 

近傍後流（ΔX/D = 2.0）での干渉計算の結果を青色，遠方後流域（ΔX/D = 5.0）の干渉計

算の結果を赤色で示しており．20 台の風車を導入した発電所模擬解析においては干渉が顕

著に生じている WPP2 のケースの結果を黒色のマーカーにより図示した．各ケースを比較

すると，主流方向距離の離隔距離の変化に対して出力が大きく変化していないことがわか

る．これは，一様流条件における風車後流において，X/D = 2 にしろ X/D = 5 にしろ，ロー

タ等価風速では 50%またはそれ以下程度までしか回復していないため，各後流位置を通過

するエネルギー流束の大きさはいずれも遠方の流入風と比較して10~20%程度の大きさしか

なく，主流方向の干渉位置による依存性が現れにくい状態になっているためであると考察

できる．従って，この結果はほぼロータへの後流干渉の度合いで決定づけられていると思わ

れる その結果，後流干渉による出力の低下はおよそ半径方向の離隔距離に対して線形の関

係を示すことが確認された． 

WT1 

WT2 

WT3 

WT9 WT10 WT11 WT12 

WT4 

≒2.4D 

≒2.4D 

≒0.4D 
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Figure D-8 : 後流の干渉度と風車発電量（風車軸トルク）の関係 
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き，正しい方向へ向かうヒント常に与え続けてくださいました．数々の案件の詳細が脳内を

駆け巡る中で，私との研究の議論に対しても辛抱強く付き合っていただいたこと，心より感

謝申し上げます．多くの企業，プロジェクトメンバーの方々と相対している時の飯田先生は

ベテランのビジネスマンのような視点と振舞いを見せる一方で，純粋な科学研究の話とな

れば学者としての顔を見せる両刀使いとしての側面を特に尊敬しております．御多忙の中，

休日返上または深夜にミーティングをしていただくこともあり，大変な労力を割いていた

だきました．中々に言いつけを守らない人間だったかと思いますが，先生の人柄の良さもあ

って学部時代も含めたこの 6 年間，楽しく過ごさせていただきました． 

 

東京大学名誉教授であり，現在京都大学大学院で特任教授の任についておられます荒川

忠一先生（肩書きが複数ありますのでここでは先生と書かせていただきました）におかれま

しては，私が学部時代に指導教員としてお世話になり，風力研究への道を切り開いてくださ

いました．風車後流というテーマの中でこのような論文を書き上げるに至ったのも荒川先

生の風力に掛ける情熱あってのことだったと確信しております．今後は私も一人の研究者

として，いつか先生に恩を返していけたらと思います． 

 

研究室のサポートスタッフであります坂東幸さま，上利桃子さま（木村が 2 年時まで在

籍）には，学会出張での支払いや謝金などの金銭的手続きや，事務対応でお世話になりまし

た．私自身トラブルメーカーな面があり，様々な面でご迷惑をおかけしましたが，何かトラ

ブルを起こした際にも笑って流していただいてとても過ごしやすかったです． 

 

特任研究員の谷口信雄さま，宮崎武晃さま，小宮俊夫さま，櫻井淳子さま，古澤陽子さま，

藤尾裕聡さまには，普段の研究室生活でお世話になりました．谷口信雄さまにはそのプロジ

ェクトの審査員として経験から社会に受容される研究とはどういうものかという観点で多

くのことを学ばせていただきました，またワイン仲間として様々な会を設定していただく

こともあり，楽しい時間を提供してくださったことには感謝しております．宮崎武晃さまに

はお忙しい中でいつも私のことを気に掛けていただいて，コーヒーブレイクのお誘いであ

ったり，波力研究の話であったり，いつも明るく研究室を盛り上げてくださいました．小宮

俊夫さまには幅広い趣味の話であったり，仕事の話であったり，中々同年代の人間からは聞

くことができない貴重なお話をいただくことが多くありました．隣の席で何気ない会話を

するのがとても楽しかったです．櫻井淳子さまには代理の母のように接していただきまし

た．お互い夜遅くまで研究室に残ることも多く，貴重な話し相手として仲良くしていただき

ました．古澤陽子さまには，博士課程を経験した立場からの説得力のあるアドバイスを頂く
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ことが多くありました．また，持ち前の明るさとトークスキルでいつも楽しませてください

ました．藤尾裕聡さまにおかれましては野球仲間としていつもお話につきあってください

ました． 

 

研究室の先輩で，現在足利大学で助教をされている飯野光政さまには尊敬する研究者の

一人として，博士課程において考えるべきこと，研究と研究じゃないものを見抜く力など多

くのことを学ばせていただきました．在籍中に足利大学に出向くことがなかったのは残念

です．今度見学に行きますので研究室を案内していただけると幸いです． 

 

電源開発株式会社の橋本龍治さま，西尾宣俊さまにおかれましては，修士時代からずっと

気に掛けていただき，進路に悩んだ時は一個人としてのアドバイスを頂きました．事業者の

立場から，研究対象である風力発電所の現状について共有していただいたり，私の研究内容

にアドバイスを頂いたりと心強い存在でした．ここに感謝申し上げます． 

 

宇宙航空研究開発機構の田辺安忠さま，松尾裕一さま，青山剛史さま，菱友システムズの

菅原瑛明さまにおかれましては本研究で用いた数値解析ソフトについて技術提供していた

だき，不明点について詳細な助言をいただきました。論文や発表スライドのチェックなども

直前にも関わらず対応していただいたことも多く，大変お世話になりました．来年度からも

よろしくお願いいたします． 

 

最後に，本日まで僕を支えてくれた両親に深く感謝いたします．今日まで私を育ててくれ

た恩を少しずつでも返していきたいと思います．これからもよろしくお願いします． 
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